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１、開催年月日時刻及び場所 

  平成２９年２月２０日 

自  午後 １時３０分 

至  午後 ２時２５分 

於  本 会 議 場 

 

 

２、出席委員の氏名 

委 員 長 橋村松太郎 君 

副 委 員 長 吉村 庄二 君 

委 員 宮内 雪夫 君 

 〃   八江 利春 君 

 〃   三好 德明 君 

 〃   小林 克敏 君 

 〃   野本 三雄 君 

 〃   中 山 功 君 

 〃   溝口芙美雄 君 

 〃   渡辺 敏勝 君 

 〃   坂本 智徳 君 

 〃   瀬川 光之 君 

 〃   中島 廣義 君 

 〃   徳永 達也 君 

 〃   山田 博司 君 

 〃   久野  哲 君 

 〃   下条ふみまさ 君 

 〃   髙比良 元 君 

 〃   外間 雅広 君 

 〃   堀江ひとみ 君 

 〃   中村 和弥 君 

 〃   山田 朋子 君 

 〃   松島  完 君 

 〃   浅田眞澄美 君 

 〃   西川 克己 君 

 〃   川崎 祥司 君 

 〃   前田 哲也 君 

 〃   友田 吉泰 君 

 〃   深堀  浩 君 

 〃   中島 浩介 君 

 〃   山本 啓介 君 

 〃   大久保潔重 君 

 〃   ごうまなみ 君 

 〃   吉村  洋 君 

 〃   山本 由夫 君 

 〃   宅島 寿一 君 

 〃   麻生  隆 君 

 〃   山口 経正 君 

 〃   近藤 智昭 君 

 〃   坂本  浩 君 

 〃   里脇 清隆 君 

 〃   吉村 正寿 君 

 〃   大場 博文 君 

 〃   宮本 法広 君 

 

３、欠席委員の氏名 

な   し 
 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な   し 
 
 

５、県側出席者の氏名 

総 務 部 長 上田 裕司 君 

財 政 課 長 前田 茂人 君 
 
 

議会事務局職員出席者  

議 会 事 務 局 長 山田 芳則 君 

総 務 課 長 高見  浩 君 

議 事 課 長  篠原みゆき 君 

政 務 調 査 課 長 本田 和人 君 

議事課課長補佐 本村  篤 君 

議 事 課 係 長 石居 法子 君 
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議 事 課 係 長 増田 武志 君 

議事課主任主事 天雨千代子 君 

 
 

６、審査の経過次のとおり 
 

― 午後１時３０分 開会 ― 

 

【橋村委員長】 ただいまから、予算決算委員会

を開会いたします。 

まず、委員席でございますが、お手元に配付

いたしております委員配席表のとおり決定した

いと存じますので、ご了承をお願いします。 

議事に入ります前に、委員選任後、初めての

委員会でございますので、一言ごあいさつを申

し上げます。 

予算決算委員会 委員長を仰せつかりました

橋村 松太郎でございます。 

ご承知のとおり、本委員会は、予算議案 及び

決算認定議案の審査を行うため、議長を除く全

議員により、常任委員会として設置されており、

所管部局毎の審査ではできない、部局間の横断

的な政策や事業などの審査をはじめ、予算編成

方針や事業成果に対する論議等も行い、現状の

課題や問題点などを踏まえた総合的な視点から

の審査を行っているところであります。 

さて、本県では、人口減少や県民所得の低迷

など構造的な課題を抱え、厳しい財政状況が続

いておりますが、昨年３月に策定した「長崎県

総合計画 チャレンジ２０２０」に掲げる目標

の実現に向け、行政と議会が一体となって、互

いに知恵を出し合いながら、取り組んでいくこ

とが必要であると存じます。 

本委員会としては、予算及び決算の審査を通

じて、最大限の成果が得られるよう、これまで

以上に論議を深めてまいりたいと考えておりま

す。 

最後になりますが、吉村 庄二副委員長をは

じめ、委員各位、並びに、知事をはじめ、理事

者の皆様方のご協力を賜りますよう、よろしく

お願い申し上げます。 

以上、簡単ではございますが、開会にあたっ

ての、ご挨拶とさせていただきます。 

これより、議事に入ります。 

 まず、今定例会における会議録署名委員を慣

例により、私から指名させていただきます。 

 会議録署名委員は、堀江委員、山本 由夫委

員のご両人にお願いいたします。 

 次に、委員会の審査日程についてお諮りいた

します。  

 今定例会における、委員会の審査日程は、お

手元にお配りしております「平成29年２月定例

会予算決算委員会日程案」のとおり決定するこ

とに、ご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 ご異議なしと認めます。よって、そのとおり

決定されました。 

次に、各分科会の委員及び分科会長並びに副

会長の選任を行います。 

各分科会の委員及び分科会長並びに副会長は、

お手元の名簿のとおり、それぞれ選任すること

にご異議ございませんか。 

ご異議なしと認めます。よって、そのとおり

選任することに決定されました。 

これより、本委員会を協議会に切り替えた上

で、理事者より平成29年度当初予算の概要説明

を受けたいと思いますが、ご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【橋村委員長】ご異議ないようですので、これ

より委員会を協議会に切り替えます。 

 

〔協議会・総務部長、財政課長説明・省略〕 
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【橋村委員長】委員会を再開いたします。 

これをもちまして、本日の委員会を終了いた

します。 

 なお、次回の委員会は、３月２日、午前10時

より開催し、総括質疑を行います。 

 本日は、これをもちまして、散会いたします。 

 お疲れさまでした。 

 

― 午後 ２時２５分 散会 ― 

 



 

 

 

 

 

 

３ 月 ２ 日 
 

（ 総 括 質 疑 ） 
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１、開催年月日時刻及び場所 

  平成２９年３月２日 

自  午前１０時００分 

至  午後 ４時３３分 

於  本 会 議 場 

 
 

２、出席委員の氏名 

委 員 長 橋村松太郎 君 

副 委 員 長 吉村 庄二 君 

委 員 宮内 雪夫 君 

 〃   八江 利春 君 

 〃   三好 德明 君 

 〃   小林 克敏 君 

 〃   野本 三雄 君 

 〃   中 山 功 君 

 〃   溝口芙美雄 君 

 〃   渡辺 敏勝 君 

 〃   坂本 智徳 君 

 〃   瀬川 光之 君 

 〃   中島 廣義 君 

 〃   徳永 達也 君 

 〃   山田 博司 君 

 〃   久野  哲 君 

 〃   下条ふみまさ 君 

 〃   髙比良 元 君 

 〃   外間 雅広 君 

 〃   堀江ひとみ 君 

 〃   中村 和弥 君 

 〃   山田 朋子 君 

 〃   松島  完 君 

 〃   浅田眞澄美 君 

 〃   西川 克己 君 

 〃   川崎 祥司 君 

 〃   前田 哲也 君 

 〃   友田 吉泰 君 

 〃   深堀  浩 君 

 〃   中島 浩介 君 

 〃   山本 啓介 君 

 〃   大久保潔重 君 

 〃   ごうまなみ 君 

 〃   吉村  洋 君 

 〃   山本 由夫 君 

 〃   宅島 寿一 君 

 〃   麻生  隆 君 

 〃   山口 経正 君 

 〃   近藤 智昭 君 

 〃   坂本  浩 君 

 〃   里脇 清隆 君 

 〃   吉村 正寿 君 

 〃   大場 博文 君 

 〃   宮本 法広 君 

 
 

３、欠席委員の氏名 

な   し  

 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な   し  

 
 

５、県側出席者の氏名 

知 事 中村 法道 君 

副 知 事 濵本磨毅穂 君 

副 知 事 里見  晋 君 

危 機 管 理 監 西浦 泰治 君 

総 務 部 長 上田 裕司 君 

秘 書 広 報 局 長 木村伸次郎 君 

企 画 振 興 部 長 辻本 政美 君 

文化観光国際部長 松川 久和 君 

県 民 生 活 部 長 吉浜 隆雄 君 
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環 境 部 長 太田 彰幸 君 

福 祉 保 健 部 長 沢水 清明 君 

こども政策局長 永松 和人 君 

産 業 労 働 部 長 古川 敬三 君 

水 産 部 長 熊谷  徹 君 

農 林 部 長 加藤 兼仁 君 

土 木 部 長 浅野 和広 君 

交 通 局 長 山口 雄二 君 

 
 

教 育 長 池松 誠二 君 

教 育 次 長 渡川 正人 君 

 
 

会 計 管 理 者 新井 忠洋 君 

選挙管理委員会書記長 黒﨑  勇 君 

監 査 事 務 局 長 辻  亮二 君 

人事委員会事務局長 

(労働委員会事務局長併任) 
大串 祐子 君 

議 会 事 務 局 長 山田 芳則 君 

 
 

警 察 本 部 長 金井 哲男 君 

 
 

議会事務局職員出席者 

総 務 課 長 高見  浩 君 

議 事 課 長 篠原みゆき 君 

政 務 調 査 課 長 本田 和人 君 

議事課課長補佐 本村  篤 君 

議 事 課 係 長 石居 法子 君 

議 事 課 係 長 増田 武志 君 

議事課主任主事 天雨千代子 君 

 
 

６、付託事件の件名 

第1号議案 

平成29年度長崎県一般会計予算 

第2号議案 

 平成29年度長崎県母子父子寡婦福祉資金特

別会計予算 

第3号議案 

 平成29年度長崎県農業改良資金特別会計予

算 

第4号議案 

 平成29年度長崎県林業改善資金特別会計予

算 

第5号議案 

 平成29年度長崎県県営林特別会計予算 

第6号議案 

 平成29年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会

計予算 

第7号議案 

 平成29年度長崎県小規模企業者等設備導入

資金特別会計予算 

第8号議案 

 平成29年度長崎県庁用管理特別会計予算 

第9号議案 

 平成29年度長崎県長崎魚市場特別会計予算 

第10号議案 

 平成29年度長崎県港湾施設整備特別会計予

算 

第11号議案 

 平成29年度長崎県流域下水道特別会計予算 

第12号議案 

 平成29年度長崎県公債管理特別会計予算 

第13号議案 

 平成29年度長崎県港湾整備事業会計予算 

第14号議案 

 平成29年度長崎県交通事業会計予算 

第47号議案 

 平成28年度長崎県一般会計補正予算（第7号） 

第48号議案 

 平成28年度長崎県母子父子寡婦福祉資金特

別会計補正予算（第1号） 
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第49号議案 

 平成28年度長崎県農業改良資金特別会計補

正予算（第1号） 

第50号議案 

 平成28年度長崎県林業改善資金特別会計補

正予算（第１号） 

第51号議案 

 平成28年度長崎県県営林特別会計補正予算

（第2号） 

第52号議案 

 平成28年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会

計補正予算（第1号） 

第53号議案 

 平成28年度長崎県小規模企業者等設備導入

資金特別会計補正予算（第1号） 

第54号議案 

 平成28年度長崎県庁用管理特別会計補正予

算（第1号） 

第55号議案 

 平成28年度長崎県港湾施設整備特別会計補

正予算（第2号） 

第56号議案 

 平成28年度長崎県流域下水道特別会計補正

予算（第3号） 

第57号議案 

 平成28年度長崎県公債管理特別会計補正予

算（第1号） 

第58号議案 

 平成28年度長崎県港湾整備事業会計補正予

算（第3号） 

第59号議案 

 平成28年度長崎県交通事業会計補正予算（第

2号） 

 
 

７、審査の経過次のとおり 

 

― 午前１０時 ０分 開議 ― 

 

【橋村委員長】 おはようございます。 

 ただいまから、予算決算委員会を開きます。 

 これより、議事に入ります。 

 本委員会に付託されました案件は、お手元の

付託議案一覧表のとおり、第1号議案「平成29

年度長崎県一般会計予算」ほか26件であります。 

 これより、総括質疑を行います。 

 総括質疑は、一問一答方式とし、答弁時間を

含めて、お手元に配付のとおりの時間の範囲内

で行うことといたします。 

 まず、自由民主党の質疑を行います。 

 なお、質疑時間は、答弁を含め140分であり

ます。 

 外間委員。 

【外間委員】 おはようございます。 

 自由民主党の外間雅広でございます。 

 質問に入ります前に、昨年4月に発生しまし

た熊本大震災では、161名もの尊い命が失われ

ました。倒壊した家屋は、一部の損壊を含め14

万6,000戸、避難された方々は、最大で18万

4,000人、ライフラインはずたずたに寸断され、

人は自然の前ではなすすべがなく、個人の限界、

行政の限界を感じたのでございます。 

 ここに、改めまして、尊い命を亡くされまし

た皆様方に心からご冥福と、被災された皆様の

一日も早い回復、そして復興を心よりお祈りい

たします。 

 昨年の8月に、長崎県議会運営委員会で、熊

本県・大分県の被災地を視察に行った際に、熊

本県議会本会議場は被災を受けて閉鎖をされ、

全員協議会を行う会議室で本会議が行われてい

ました。 

 昨年の今ごろは、熊本定例県議会が行われて
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いたことと存じます。まさか議会終了後1カ月

後に、あのような大惨事が起こるとは、誰しも

思っていなかったことと存じます。 

 ただいま、私は、熊本県、大分県の教訓を活

かして、有事の際の危機管理や、非常時におけ

る県民への対応等、いかにかかわっていくかを

常に念頭に置いた予算編成であるべきと心得、

質問させていただきますので、知事、部局長の

ご答弁を賜りますようお願いいたします。 

 1、平成29年度当初予算（案）について。 

 （1）平成29年度予算編成について。 

 国においては、地方創生や少子化・高齢化対

策などを進める「一億総活躍社会」の実現に向

けた成長戦略を推進するとともに、経済再生と

財政健全化の両立を実現するため、歳入歳出の

改革の取組を強化することとされております。 

 また、本年4月1日から、我々が待ち望んだ「国

境離島新法」が施行されます。この上ないチャ

ンスを、ぜひ市町や地域の皆さんと一体となっ

て、これまで実践できていなかったことに積極

果敢にチャレンジしていただきたいと思います。 

 本県は、県税などの自主財源に乏しく、歳入

の多くを地方交付税や国庫支出金に依存してお

ります。また、昨年の秋に公表されました中期

財政見通しでは、社会保障関係費が、平成28年

度では約822億円であるのに対し、後期高齢者

の医療費負担金や介護保険法定給付費などの増

加によって、平成33年度では約922億円と、約

100億円も増加すると見込まれております。 

 さらに、借金に当たる公債費については、中

期財政見通しでは、平成28年度の約1,100億円

に対し、平成33年度では約985億円と、115億円

減少しております。臨時財政対策費は微増で推

移が見込まれておりますが、臨時財政対策費を

除く県債は、平成28年度の約670億円に対し、

平成33年度は663億円と横ばいの状況でありま

す。 

 一方、これまでは、財源調整のための基金を

取り崩しながら予算編成を行っておりますが、

中期財政見通しでは、平成28年度末の基金残高

を約256億円と見込まれておりました。平成29

年度の予算編成時は、1桁台の9億円まで減少す

るものの、その後、平成29年度決算では、約254

億円まで回復するとされていますが、平成30年

度の予算編成は、さらに厳しいものになると考

えております。 

 こうした本県の財政状況、または財政構造上

の特徴と申しますか、九州各県と比較するとど

のような違いがあるのか、これまで何度か議論

をさせていただいたところであります。 

 今回の予算編成に当たって、財源状況をどの

ように分析し、また、どのような工夫、対策を

行ったのか、お尋ねいたします。 

【上田総務部長】 予算編成に当たりまして、ど

のように分析して、工夫、対策を行ったのかと

いうことでございます。 

 本県の財政構造に関しましては、九州各県と

比較しましても、県税収入をはじめ自主財源が

少ないこと、投資的経費の水準が高いこと、標

準的な財政規模に対し、歳出規模が大きいこと

から、事務事業のスクラップ・アンド・ビルド

を進める必要があることなどの課題があると認

識しております。 

 このため、自主財源の確保としましては、県

税の徴収率の向上に向けた取組や、ふるさと納

税制度の一層の活用を行うほか、国の補助金を

最大限活用することによる、一般財源の負担を

極力減らす工夫を行っております。 

 また、単独の普通建設事業については、他県

が19％から55％の大幅な削減が進められてい
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る中、本県は7％の削減と、一定規模を維持し

てまいりましたが、厳しい財政事情を踏まえ、

優先的に実施すべき事業への重点化を進めてお

ります。 

 事務事業につきましては、政策的経費を含む

さまざまな事務事業につきまして、シーリング

による財源捻出を図り、スクラップ・アンド・

ビルドによる新規事業の財源確保を行ったとこ

ろであります。 

 今後も引き続き、厳しい財政状況が続くもの

と考えておりますが、さらに検証、分析を進め、

次年度以降の予算に活かしてまいりたいと考え

ております。 

【外間委員】 ありがとうございました。 

 今回の予算編成において、財源調整のための

基金を199億円取り崩し、基金残高は、1桁台の

9億円となっております。年度末決算時におい

ては254億円まで回復する見込みということで、

やはり不測の事態を想定すると、強い懸念を感

じております。 

 冒頭申し上げたとおり、昨年の今ごろ、まさ

か大規模地震が発生するとは、誰一人予想して

いなかったことと思いますが、皆さんご承知の

とおり、熊本県は、平成28年度当初約260億円

もの基金を確保しておりましたが、6月補正予

算までにその全てを取り崩し、早期の復興・復

旧をなすべく懸命に取り組まれたと伺っており

ます。 

 近年、局地的な豪雨をはじめ、風水害、火山

の噴火災害など、我々の予測をはるかに超越し

た自然災害が猛威をふるっております。こうし

た自然災害など、不測の事態に備える意味から

も、一定規模の基金は確保しておく必要がある

と考えます。今後、基金の取り崩しに頼らない

財政運営が必要だと考えますが、県の所見をお

伺いいたします。 

【上田総務部長】 基金の取り崩しに頼らない財

政運営が必要ではないかとのお尋ねでございま

す。 

 基金の規模につきましては、近年の当初予算

編成時の最大の取崩額が約300億円でありまし

たので、そのような予算編成となった場合にお

きましても、年度途中の災害等の突発的な事象

や、行政需要に適切に対応できるよう、長期的

には400億円規模を目指していくような財政構

造改革を進めていく必要があるものと考えてお

ります。 

 そのため、中長期的な視点に立ちまして、借

換債の増発に頼らない財政運営、基金の取り崩

しに頼らない財政運営を目指していく必要があ

るものと考えているところであります。 

【外間委員】 ありがとうございました。 

 公債費について、臨時財政対策債を除く県債、

これまで年々減少しているわけですが、私は、

基本的に借金は減らす努力をしていかなければ

いけないと考えているわけであります。 

 しかし、一方で、新幹線、道路、港湾など、

こういった整備について、将来にわたってその

効果を発現する公共事業などに関しては、一定

の借金、県債の発行は必要だとも考えておりま

す。 

 そこで、先ほど総務部長からご答弁がありま

した借換債の増発、いわゆる借金返済の先送り

ですが、今回の予算編成では、やむを得ない対

応であったと思ってはおります。当然、必要以

上に借金を増やすようなことはできないわけで

すが、今回、35億円の借換債の増発を行ったわ

けですが、仮に、この借換債の増発を行わなか

った場合に、どのような対応策があったのか、

本当に借換債の増発を行わなければならなかっ
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たのか、お尋ねいたします。 

【上田総務部長】 借換債35億円の増発を行わ

なかった場合ですけれども、今回、財政健全化

の取組によって、14億円の追加の収支改善を実

施しておりますが、さらに、35億円の一般財源

の削減をせざるを得ない状況になってまいると

考えております。 

 この場合には、極めて大幅な事業の廃止・縮

小を一気に行っていく必要があるため、財政と

政策全体、この両方を総合的に勘案しまして、

やむを得ず、借換債の増発という対応をとった

ものであります。 

 今後も、当面厳しい財政状況が見込まれます

ことから、中長期的な影響を見定めながら、財

政構造改革を進めてまいりたいと考えていると

ころでございます。 

【外間委員】 （2）県内市町の財政状況（基金

残高・地方債残高・実質公債費比率）の推移に

ついて。 

 本県は、平成16年3月1日に、対馬市、壱岐市

が誕生したことを皮切りに、合併以前は79市町

村があったものの、現在では21市町、自治体の

減少率では全国1位となっており、市町村合併

は大きく進展をいたしました。 

 合併市町においては、普通交付税の特例措置

である合併算定替えが終了した場合には、大幅

な財源不足となることが心配されたところです

が、金子参議院議員をはじめとした本県選出の

国会議員の皆様のご尽力によりまして、国にお

いて新たな財政支援措置が講じられることとな

りました。 

 本支援措置により、合併算定替えの本県影響

額である376億円程度に対して、その約7割に当

たる263億円程度が復元される見通しで、合併

市町の行財政基盤を強化するものであり、将来

の発展につながるものと考えております。いわ

ゆる「平成の大合併」以降10年程度が経過をい

たしましたが、現在の市町の財政状況に関して、

基金残高、地方債残高、実質公債費比率の推移

についてお尋ねをいたします。 

【辻本企画振興部長】 県内市町の財政状況の推

移についてのお尋ねでございます。 

 本県市町の基金残高の合計は、市町村合併が

始まった当時の平成16年度末では約1,388億円、

直近の平成27年度末では約2,564億円、この間

の増減は約1,175億円の増で、増減率は84.7％の

増となってございます。 

 一方、地方債残高の合計は、将来の公債費負

担を軽減するため、計画的な繰上償還を実施し

てきたことなどにより、臨時財政対策債を除い

た実質的な残高は、平成16年度末では約8,196

億円、平成27年度末では約5,236億円、この間

の増減は約2,960億円の減で、増減率は36.1％の

減と、大幅に減少しているところでございます。 

 公債費の負担割合を示す実質公債費比率は、

その比率が財政の健全性をはかる指標として創

設されました初年度でございます平成19年度

においては、県内市町の加重平均は13.4％、平

成27年度では7.0％となっておりまして、6.4ポ

イントの改善となっております。 

 県内市町におかれましては、現状、一定程度

の健全な財政運営が保たれていると評価ができ

ますけれども、今後、社会保障関係経費が増加

していくことや、市町によっては大型の社会資

本の更新・整備が見込まれるため、引き続き、

歳出の見直しなど、行革努力を行っていく必要

があると考えているところでございます。 

【外間委員】 約10年間で、基金と地方債と貯

金が1,170億円増加をし、借金は2,959億円減少

し、借金の負担軽減率は6.4％減少しているとい
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うことで、市町の財政は健全性を維持できてい

るものと判断できました。ありがとうございま

した。 

 このことは、中村県政に当たっての基本理念

であります「地域が輝く」ということの成果の

あらわれであると評価をしたいと存じます。 

 金子知事から中村知事へのバトン渡しの成功

例を、ここに高く評価をするものであります。

どうぞこの調子で、各自治体が輝くような、あ

くまでも主役は21の市町と私は存じておりま

すし、知事もそのような認識で県知事としての

役割を果たしていかれるものと、今後も期待を

しております。ありがとうございました。 

 2、長崎県総合計画 チャレンジ2020について。 

 次に、県民所得向上対策と人口減少対策につ

いて、お尋ねをいたします。 

 人口減少、少子高齢化の急速な進行と、本県

を取り巻く社会経済情勢が大きく変化する中に

あって、県では、将来を展望しながら、新たな

視点で長崎県づくりを計画的に進めていくため

に、平成28年度から平成32年度までの5カ年の

計画として、「長崎県総合計画  チャレンジ

2020」を策定し、「人・産業・地域が輝く た

くましい長崎県づくり」に取り組んでおられま

す。 

 今年度は総合計画のスタートの年であり、並

行して策定した「まち・ひと・しごと創生総合

戦略」も踏まえながら、本県が抱える人口減少、

県民所得の低迷といった構造的な課題の解決に

向け、積極的な取組を図られており、県民にと

ってもその成果の発現が大いに期待されるとこ

ろであります。 

 そこで、人口減少対策及び県民所得向上対策

の平成29年度に向けた取組についてお尋ねを

いたします。 

 （1）人口減少対策について。 

 人口減少に歯止めをかけるためには、就職、

進学に伴う若者を中心とした県外転出を抑制す

るための社会減対策とともに、結婚、出産、子

育て等に対する希望を実現する環境づくり、出

生率を改善するための自然減対策の双方向から

の取組が必要であるのは、周知のとおりであり

ます。 

 総合戦略によれば、本県の人口減少に歯止め

をかけるためには、これまで解決することがで

きなかったさまざまな課題に対して、新たな視

点や発想を積極的に取り入れながら、効果の高

い施策から重点化を図って取り組んでいく必要

があるとされております。 

 そこで、自然減、社会減に対するこれまでの

取組をそれぞれどのように評価されているのか、

お尋ねいたします。 

【中村知事】 人口減少対策のうち、自然減対策

につきましては、最大の要因であります出生率

の改善に向けて、未婚化、晩婚化に歯止めをか

けるための細かな結婚支援策、仕事と子育ての

両立が可能となるような保育の充実、働きやす

い環境の整備などに力を注いできたところであ

ります。 

 こうした中、合計特殊出生率は、平成21年度

に比べますと0.17ポイント改善をいたしまして、

1.67となりはいたしましたものの、人口の維持

に必要な2.07をいまだ大きく下回っているとこ

ろであり、今後は、各市町ごとのそれぞれの要

因を踏まえた「少子化克服戦略」を策定し、県

も一体となって、さらに効果的な施策を講じて

まいりたいと考えているところであります。 

 一方、社会減対策につきましては、最大の要

因であります若年層の転出超過の抑制に重点的

に取り組んできたところでありまして、平成27
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年度は、高校生の県内就職率が2.5ポイント上昇

し、また、移住者数も2年続けて目標を上回る

状況で増加するなど、一部では改善の兆しも見

えはじめているところであります。 

 しかしながら、一方、大学生の県内就職率を

見ますと、1.8ポイント低下いたしましたほか、

離島地域では、高校卒業者の約9割が転出する

状況が依然として続いているなど、人口減少に

歯止めをかけるには至っていないところであり

ます。 

 今後は、大学生の県内定着対策の強化、さら

には、県外大学を対象としたＵＩターン就職の

促進、そして、有人国境離島法を活用した定住

対策等に引き続き全力を注いでまいりたいと考

えているところであります。 

【外間委員】 これまでの人口減少対策に対する

県としての評価については、一定理解をいたし

ました。 

 それでは、その評価を踏まえて、平成29年度

の具体的な施策についてお尋ねをしたいと思い

ます。 

 市町ごとのきめ細やかな自然減対策について

ですが、人口減少対策については、これまでも

さまざまな施策に取り組まれておりますが、な

かなか簡単に成果が出るものではなく、本県の

人口減少に歯止めがかからない状況は続いてお

ります。 

 このうち少子化対策についてですが、長崎市

などの都市部と対馬などの離島では、少子化の

要因は全く異なっており、一辺倒の対策ではな

く、地域に応じたきめ細やかな対応が必要であ

ると思っております。企業に例えて言うならば、

もうかっている企業ほど市場の分析、マーケテ

ィングが大変すぐれておりまして、課題に対す

る処方せんをたくさんお持ちでございます。少

子化対策についてもしっかり原因分析をして、

課題ごとに対策を講じていく必要があると考え

ております。 

 こうした中、来年度、新たに取り組まれるな

がさき少子化克服戦略構築事業において、少子

化の要因を地域ごとに分析し、少子化を克服す

るための効果的な施策を検討することとなって

いるようですが、事業内容についてお聞かせく

ださい。 

【永松こども政策局長】 委員ご指摘のように、

少子化の要因は市町ごとにさまざまであります。

現状足らざる事業や、深みを加える事業につな

がる要因分析や、強みの抽出に基づくきめ細か

な事業化、重点化を実施することが、本県の少

子化対策として望ましい姿であるのではないか

と考えております。 

 ながさき少子化克服戦略構築事業は、地域の

少子化問題につきまして、市町ごとに解決すべ

き課題を発生させている要因を洗い出し、真の

要因を突き詰めまして、その真因を取り除くこ

とによって問題解決が図られることを支援しよ

うとするものであります。 

 具体的には、少子化の要因について、市町担

当者や子育て支援団体、母子保健、保育関係者

等と協議し、意識の共有を図り、大学教授等有

識者の助言を踏まえ、それぞれの強みと課題を

調査、分析し、見える化することといたしてお

ります。 

 そのため、市町ごとに出生率に影響を与えて

いると想定されております社会経済的指標を

30項目程度選定し、地元調査を加えながら、結

婚要因及び第一子、第二子、第三子以上の夫婦

の出生力要因を分析し、重点的に克服すべき真

の要因を明らかにすることを考えております。 

 さらに、次のステップとして、解明された真
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因に対しまして、具体的な解決策を検討し、そ

の実施に向けた3年から5年程度のアクション

プランを盛り込んだ少子化克服戦略の策定まで

を支援することといたしております。 

【外間委員】 県では、結婚を望む独身男女に対

する結婚支援を行うために、平成27年7月から

「婚活サポートセンター」を設置されておりま

す。未婚化、晩婚化が進む現状において、結婚

支援は有効な少子化対策の一つであり、今後ま

すます充実を図っていく必要があると思います

が、婚活サポートセンターのこれまでの実績、

来年度の取組内容についてお尋ねいたします。 

【永松こども政策局長】 婚活サポートセンター

は、平成27年に長崎市に本所を設置いたしまし

て、今年度は、今後設置する予定も含めまして、

3カ所の支所を設置することといたしておりま

す。 

 センターでは、さまざまな婚活支援を実施し

ておりますが、そのうち独身者やご家族からの

相談件数は、今年度1月末現在で1,562件となっ

ております。また、今年度開発いたしました会

員制のお見合いシステムにつきましては、昨年

10月から会員の登録を開始し、会員数は、初年

度の目標500名を大きく上回る見込みとなって

おります。1月下旬からデータ閲覧、お引き合

わせを開始いたしておりまして、お引き合わせ

から交際へと発展するカップルが増加しており

ます。この1カ月で11組のカップルが成立いた

しております。 

 来年度は、本所と支所3カ所を運営し、当該

システムを本格稼働させるとともに、センター

本所に、企業に対しまして婚活支援を働きかけ

るコーディネーターを配置し、取組の浸透を図

り、システム会員の増加につなげていきたいと

考えております。 

 今後、センターを核として、県、市町、団体

で構成する長崎県婚活サポート官民連携協議会

が、県内一体となった結婚支援事業を展開し、

結婚を希望する独身の方が一組でも多く幸せな

結婚が迎えられるよう努めてまいりたいと考え

ております。 

【外間委員】 新年度の新たな取組など、少子化

対策の主な施策についてお尋ねをいたしました。 

 私たち自由民主党会派といたしましても、平

成29年度当初予算に関する要望の中で、出生率

向上へ貢献する自治体への支援制度の創設につ

いて要望させていただいたところであり、人口

減少、少子化に歯止めをかけて、実効性のある

取組を進めていくために、県の強いリーダーシ

ップのもと、市町へのより積極的なご支援をお

願いいたします。 

 （2）県民所得向上対策について。 

 県民所得向上対策については、平成28年度か

ら、県勢全般の振興・発展を目的として、今後

5カ年の基本的な方向性を示す総合計画として、

総合的に推進されております。 

 目標の設定に当たっては、平成27年度までの

県民経済計算の結果が判明するのが平成30年

度であるため、現時点で県民所得そのものの目

標額を設定することが困難なことから、設定可

能で、できるだけわかりやすい目標として、平

成32年度までの5カ年の県民所得の増加額

1,028億円を目標として設定され、取組を継続さ

れております。 

 そこで、この5カ年間の目標額に対し、平成

29年度予算における各産業分野の目標額をど

のように設定されているのか、お尋ねいたしま

す。 

【辻本企画振興部長】 県民所得向上対策につき

ましては、総合計画の重点指標といたしまして、



平成２９年２月定例会・予算決算委員会（総括質疑）（３月２日） 

- 13 - 

製造業、農業、水産業、観光業、サービス産業

において、平成32年度までの5カ年間で、県民

所得を1,028億円増加させる目標を掲げ、産業分

野ごとに対策を講じているところでございます。 

 平成29年度の目標額といたしましては、平成

26年度を基準に、製造業127億円、農業22億円、

水産業10億円、観光業204億円、サービス産業

56億円、合計で419億円の増加を目指している

ところでございます。 

【外間委員】 県民所得向上対策については、こ

れまで具体的な目標額を掲げ、ただいま企画振

興部長から、合計419億円の内訳をご報告いた

だきましたが、県民所得の低迷という課題に対

し、正面から取り組まれ、県の施策効果が徐々

にあらわれつつあることは、一定評価をしてお

ります。 

 一方、県民所得向上に対する県民の皆様の実

感が十分に得られていないのではないかとの思

いから、改めて、各産業分野の目標額について

お尋ねしたいところであります。 

 こうした懸念を解消するためにも、県民の皆

様がその成果を実感できるような取組に向け、

総合計画の推進に当たって具体的な目標、指標

等を明示ながら、その達成を図っていくことが

重要であると考えます。 

 企業、個々の事業者の所得など、県民所得が

上がったことを実感できるような打ち出し、指

標の説明などが必要ではないかと考えますが、

見解をお伺いいたします。 

【辻本企画振興部長】 県民所得向上対策につき

ましては、これまで関係5分野における県民所

得の増加目標の達成を目指しまして、さまざま

な取組を進めているところでございます。 

 こうした中で、農業、観光業では、産出額等

が目標を上回りまして、水産業でも一定増加が

見られたものの、それを上回る形で、製造業に

おいて大企業の付加価値額が1,000億円以上減

少したことから、平成25年度の県民所得は、国

の伸び率1.8％に対しまして0.2％増にとどまっ

ております。 

 これを踏まえまして、県では、ものづくり企

業の事業拡大や、小規模事業者の協同化・協業

化等への支援に加えまして、効果が見えつつあ

る農業、観光業、水産業等においては、産地計

画のさらなる取組強化、宿泊産業の生産性向上

や富裕層対策の強化、養殖産地の育成支援など、

取組の強化に努めているところでございます。 

 総合計画 チャレンジ2020においても、製造

業の従業者1人当たり付加価値額や、中小企業1

社当たりの売上高、農業所得1,000万円以上の経

営体数、漁業所得300万円以上の経営体数、宿

泊施設の正社員数など、県内企業や県民の実感

につながるような目標を掲げておりまして、こ

うした指標の達成状況をお示ししながら、県民

所得向上に取り組んでまいりたいと考えている

ところでございます。 

【外間委員】 企画振興部長より、1％の目標に

対して0.2％の成績しか上げられなかったと。い

ろいろと大企業の状況も含めてお話はあろうか

と思いますけれども、私はやっぱり目標額を設

定されたら、しっかりとそれを達成しなければ

いけないというふうに考えておりまして、強い

心持ちで目標を達成するんだという気概でぜひ

とも臨んでいだきたいと存じます。 

 3、統合型リゾート（ＩＲ）の誘致について。 

 本県へのＩＲの取組につきましては、一般質

問で、同僚議員お二人からＩＲ推進法について

ご質問があって、知事から一定答弁をいただい

たところで、理解をしているところであります。

特に、安倍首相に直接お会いしての要望活動と
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か、海外事業者へ本県のＰＲを積極的に行って

関係構築を図ってきた点は評価したいと思いま

す。 

 いよいよ国内でも、ＩＲの誘致に向けた競争

が本格的に始まっておりますが、横浜、大阪、

北海道など、さまざまな自治体が誘致を目指し

て活動を行っている状況において、これからの

1年は、本県にＩＲを誘致する上で大変重要な

時期であると考えます。 

 そこで、本県は、平成29年度の統合型リゾー

トの誘致に関する予算として342万5,000円を

計上されているようですが、この予算を活用し、

統合型リゾート誘致に向けてどのような取組を

行っていくのか、お尋ねいたします。 

【辻本企画振興部長】 平成29年度のＩＲ誘致

にかかる予算342万5,000円の内訳でございま

すけれども、長崎県・佐世保市のＩＲ推進協議

会への負担金306万8,000円と、それから県の活

動経費35万7,000円となっております。 

 実際にＩＲ誘致を推進する同協議会の予算は、

県と佐世保市からの負担金に協議会内の繰越金

を加えた2,265万円となります。 

 主な取組といたしましては、国へのＩＲ区域

申請に当たり必要となります「長崎ＩＲ構想」

の策定、県民の皆様への合意形成を図るための

地域別説明会の開催、それから官民連携による

国への要望活動などを行うこととしております。 

 これから1年間が、本県のＩＲ誘致にとって

大変重要な時期であるという認識のもと、県民

の皆様方のご意見を伺いながら、引き続き、Ｉ

Ｒ誘致に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。 

【外間委員】 誘致を実現するためには、本県へ

ＩＲを導入する目的と意義を県内に向けてしっ

かりと説明をし、コンセンサスを得ることが何

よりも重要なポイントになると考えます。 

 また、今後、実施法が成立し、全国で2～3カ

所と言われる地域選定を受けるに当たっては、

誘致に手を挙げているどこの自治体よりも高い

コンセンサスを得ているところから、ほかの候

補地との比較の中で優位になるものと考えてお

ります。 

 そこで、県内のコンセンサスを得るための取

組を、官民含めどのように進めていくのか、お

尋ねいたします。 

【辻本企画振興部長】 ご指摘のとおり、県内の

コンセンサスを得ることは、ＩＲ実現のために

最も重要な要素の一つと考えているところでご

ざいます。 

 そのため、先般の一般質問でもお答え申し上

げましたけれども、県内各地で住民説明会を開

催しまして、高い経済効果や雇用創出効果と併

せまして、青少年への悪影響や依存症等マイナ

ス面への対策を十分に説明いたしまして、県民

の皆様方のご理解を得てまいりたいと考えてお

ります。 

 加えまして、官民からなるＩＲ誘致に向けた

県民組織を立ち上げまして、機運を醸成するこ

とにより、ＩＲ誘致に向けた県内の合意形成に

努めてまいりたいと考えております。 

【外間委員】 頑張っていきましょう。 

 4、公共事業について。 

 （1）近年の予算規模の推移について。 

 本県の財政状況は、県税収入は伸びず、地方

交付税が減少するなど、貯金に当たる財政調整

3基金の残高も9億円となって大変厳しい状況

であることから、県は、昨年10月、特定の大型

事業を除き、①公共事業は対前年度比100％以

内で、平成28年度当初予算、または国内示額の

いずれか低い方をベースとする、②普通建設単
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独事業費は、前年度当初予算の80％以内、③単

独維持補修事業は、前年度当初予算の97％以内

との3つの予算編成方針を示しました。 

 その方針を受けて、平成29年度の予算案では、

公共事業費は、平成28年度当初予算5.9％増の

938億円になっており、一見すると見栄えのい

いものとなっていますが、その内容をつぶさに

見てまいりますと、前年度間の変動の大きい新

幹線事業やダム事業の予算を除き、道路、街路

事業、漁港事業などが大幅に減少するなど、公

共事業費は全体として減少に転じております。 

 新幹線事業などの大型事業が本格化し、予算

が増えていくこと自体は大変喜ばしいことです

が、道路、港湾、河川、砂防など、県内津々浦々

で県民生活の基盤を支え、地元企業の受注にも

つながる公共事業予算の確保は、県民の安全・

安心や地元業界の健全な維持発展という観点か

らも、極めて重要であると考えます。 

 そこで、まず、昨年度以前の3カ年程度の新

幹線、ダム事業を除いた公共事業費の推移をお

尋ねいたします。 

【浅野土木部長】 土木部、農林部、水産部など

で計上している公共事業費から、新幹線、ダム

事業を除いた公共事業費の推移ですが、平成28

年度は約733億円、平成27年度は約712億円、平

成26年度は約732億円、平成25年度も同額の約

732億円と、ここ数年は700億円を少し超える規

模で推移しております。 

【外間委員】 ただいま、何年かの予算規模につ

いてご答弁をいただきましたが、今回の予算案

では、先ほど申しました新幹線、ダム事業を除

いた額は約700億円となって、やはりここ数年

の規模と比較しても、減少しているように見受

けられます。 

 建設業は、就業者数、生産額ともに、本県産

業の約8％を占め、地域の基幹産業として雇用

の受け皿にもなる極めて重要な産業であり、道

路、港湾、河川、砂防などをはじめとする社会

基盤整備や、住民の安全・安心な暮らしに直結

しており、地域社会になくてはならない存在で

あります。しかしながら、ここ数年、一定規模

確保されていた予算がこのように減少すること

は、とりもなおさず、地元業界にとっては大変

厳しい状況であると考えております。 

 また、国においても、数年、公共事業費が回

復基調にある中で、県の予算がこのまま減少し

ていくことは、これまでの本県が長年の積み重

ねによって確保してきた公共事業の貴重な国費

を、みすみす他県に渡してしまうのではないか

といったことも危惧されます。 

 昨今の県の厳しい財政状況につきましては、

一定理解をしておりますが、このようなさまざ

まな状況や背景を踏まえ、公共事業予算につい

ては、今後とも減少させることなく予算を確保

していく必要があると考えます。土木部長の見

解をお伺いいたします。 

【浅野土木部長】 平成29年度の公共事業予算

は、委員ご指摘のとおり、新幹線、ダム事業を

除いて、前年度より約34億円の減となっており

ます。 

 公共事業予算については、これまでも予算確

保のため、国への要望活動を実施しており、観

光振興や産業振興などを下支えする地域交通ネ

ットワークの整備や、防災・減災など速やかな

対応が求められる社会資本整備を進めていくた

めには、公共事業予算をしっかりと確保してい

く必要があると考えております。 

 そのため、必要な公共事業費については、補

正予算での対応なども視野に入れながら、最大

限確保することができるよう取り組んでまいり
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たいと考えております。 

【外間委員】 よろしくお願いいたします。 

 知事は、今後の財政運営については、財政の

健全化を維持するために、聖域を設けることな

く、事務事業の選択と集中、重点化を行うとの

表明をされておられます。建設業界は、防災協

定に基づく災害発生時の活動、鳥インフルエン

ザ対策や口蹄疫対策にかかる活動など、地域だ

けではなく、県の事業への貢献という意味から

も、地域社会にはなくてはならない存在であり

ます。地域から建設業者がなくなって、作業す

る従業員や重機がなくなれば、冒頭述べました

熊本震災などへの災害対応にも大きな支障が生

じます。 

 県の厳しい財政状況は十分にわかった上で、

一方でこのような状況があることからも、十分

にご認識をいただきまして、その優先順位を常

に高く評価していただくことを強く要望して、

次の質問に入ります。 

 5、働き方改革について。 

（1）県庁における働き方改革への取り組みに

ついて。 

 当初予算における知事の思いとか、総合計画

の実現とか、公共事業についていろいろとお話

をお伺いさせていただきましたが、これからの

予算を実際に執行し、事業を実施していくのは、

県の職員であります。その県の職員の人件費に

かかる予算として、平成29年度当初予算におい

て1,936億円が計上されております。非常に厳し

い財政状況の中、限られた職員数の中で業務を

実施されているということは十分に認識してお

りますが、県庁では、予算や議会の時期など、

夜遅くまで電灯がついている、そういう事態で

あることも承知をしております。 

 一方、全国的には、電通の事案などを受け、

働き方を見直そうという動きが高まってもおり

ます。特に、勤務時間については、抑制をした

り、制限をかけたりということが、政府におい

て検討されている状況であります。 

 そのような中、知事は、新年の挨拶において、

「県庁の働き方改革を進めていく」という力強

い話をされたと伺っております。まさに、知事

の強い思いのあらわれだと思っております。 

 私は、昨年2月の予算総括質疑におきまして、

知事に対し、長崎県職員スピリットにかける思

いを確認させていただきました。その際、知事

からは、「一人ひとりの職員が意識を変えてい

かなければならない」との話がありました。意

識改革の先に働き方の改革があるという意味で、

私は、県庁の働き方改革は、職員スピリットの

延長として取り組むべきものだと捉えておりま

す。 

 そこで、県庁の働き方改革に取り組み、限ら

れた財源、職員数の中で政策実現や課題解決等

につなげていこうとされる知事の思いをお尋ね

いたします。 

【中村知事】 限られた人的、財政的な資源の中

で、総合計画を実現し、具体的な成果を県民の

皆様方に還元してまいりますためには、職員一

人ひとりが、ご指摘の職員スピリットを認識し、

その理念を政策の検討実施に当たっての行動プ

ロセスに取り入れて、より質の高い政策の立案、

推進に力を注いでいくことが大変重要であると

考えております。 

 そのため、職員同士の議論に加えて、県民の

皆様方との対話も極めて必要不可欠なものであ

ると考えており、これまでの事業・業務の実施

手法や仕事の進め方そのものを見直すことによ

り、時間を創出し、そこで生み出した時間をよ

り創造的な業務に振り向けていく必要があると
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考えております。 

 また、全ての職員がやりがいや充実感を持ち

ながら、継続してその能力を発揮していくため

には、ワーク・ライフ・バランスの推進も同時

に進めていかなければならない課題であると思

っているところであります。 

 そういったことから、昨年7月、長崎県庁働

き方改革として、組織内ミーティングによる時

間管理の徹底や事業・業務の見直しなど、徹底

して、まずは時間を生み出すためのさまざまな

取組にチャレンジしているところであります。 

 働き方改革を進め、生み出した時間を議論や

対話に結びつけ、あるいは時間外勤務の縮減な

どに配分をして、政策の質を高めるとともに、

ワーク・ライフ・バランスを推進して、職員の

総力を挙げて総合計画の実現を目指してまいり

たいと考えているところであります。 

【外間委員】 ありがとうございました。何とか

して、県民に成果を還元するんだという気持ち

を持っておられると、本当に最近の知事から感

じとられるところであります。 

 ただいま、知事の方から、スピリットの延長

として政策の質、サービスの向上、ワーク・ラ

イフ・バランス推進などを柱に置いて、働き方

改革を進められるということでありました。 

 そこで、現在、具体的にどのようなことに取

り組んでおられるのか、どのような成果が出て

いるのかという点についてお尋ねいたします。 

【上田総務部長】 昨年7月から取組を進めてお

ります「長崎県庁働き方改革」におきましては、

徹底して時間を生み出すため、組織内ミーティ

ングの励行による時間管理の徹底やメール・会

議のルール化、重複した業務の整理、ＩＣＴの

活用など積極的に取り組んでいるところでござ

います。 

 昨年7月から8月の集中期間には、数多くの業

務改善提案が出されますとともに、期間中の時

間外勤務が、前年度比で約14％減少するなど、

一定の効果が見られたところでございます。 

 また、現在、ワーク・ライフ・バランスの観

点から、育児や介護中の職員を対象に、在宅勤

務によるテレワークを試行するとともに、1日2

時間の介護時間の新設をはじめとした、育児や

介護にかかる制度改正を行うことといたしてお

ります。 

 さらに、新庁舎への移転と併せまして、消耗

品、コピー機などの集中管理や郵便物集配の効

率化、職員のパソコンを用いたウエブ会議や、

外部からの会議参加を可能としますテレビ会議

システムの導入につきまして、現在、準備を進

めているところでございます。 

 引き続き、働き方改革を前向きに進めていき

たいと考えているところでございます。 

【外間委員】 ぜひ積極的に進めてほしいと思い

ます。 

 私は、県庁の働き方改革の動きをお伺いいた

しまして、我々県議会においても、従来の手法

など見直すべき点があるのではないかと感じて

おります。この点については、県議会で議論す

べき内容ではございます。 

 知事におかれましては、ぜひ県内の民間企業

等をリードするつもりで、県庁の働き方改革を

進めていただきたいと思います。 

 終わります。 

【橋村委員長】 しばらく休憩いたします。 

 委員会は、11時から再開いたします。 
 

― 午前１０時５３分 休憩 ― 

― 午前１１時 ０分 再開 ― 
 

【橋村委員長】 委員会を再開いたします。 
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 山本由夫委員。 

【山本(由)委員】 自由民主党の山本由夫でござ

います。二番手として、総括質疑をさせていた

だきます。 

 1、今後の財政運営について。 

 平成29年度の当初予算は、非常に厳しい財政

状況の中で、人口減少対策、県民所得向上対策

という県政の最重要課題に必要な事業を確保す

るために、一般会計予算総額は、ほぼ前年並み

の7,245億円となっています。 

 この財源を確保するに当たっては、県税のう

ち、地方消費税や地方交付税などの歳入が、人

口減少、それから消費の伸び悩み、こういうこ

とで減少するため、行財政改革による収支改善

を進め、財源調整のための基金を残高9億円と

いうぎりぎりまで取り崩し、それでも足りない

ために、借換債の増発という借金の先送りまで

して何とか資金繰りを行ったという、まさに綱

渡りの予算編成となっています。 

 そこで、今回の予算編成の中身と今後の対応

について、お伺いします。 

 （1）収支改善策について。 

 昨年3月に策定をされました「長崎県行財政

改革推進プラン」では、平成27年度から平成30

年度までの3年間で154億円の収支改善を目標

とする、さらなる収支改善対策を拡充し、平成

27年度から平成32年度までの6年間で、総額383

億円の収支改善に取り組むとされています。 

 そしてこのうち、平成28年度の収支改善目標

は65億6,000万円、平成29年度は64億7,000万円

となっています。 

 今回の予算案では、この収支改善目標を達成

し、さらに上積みして14億円の収支改善がなさ

れるという見込みになっていますけれども、ど

のような取組でこれを達成しようとしているの

か、まず、ご説明をお願いします。 

【上田総務部長】 平成28年度から取り組んで

おります長崎県行財政改革プランについては、

平成29年度までの2カ年間の収支改善目標額約

130億円に対し164億円の改善と、目標額に比べ

34億円の増加を見込んでおります。 

 このうち15億円が未利用地の売却などの臨

時的な収入であり、主なものとしましては、桜

町の県公舎跡地売却収入が5億円、警察本部保

有の公舎跡地等の売却収入が2億円であります。 

 このほか14億円の収支改善についは、長崎県

地方税回収機構の活用や、個人県民税の特別徴

収制度の徹底などによる県税徴収率の向上で約

12億円、国庫補助事業の有効活用や国庫補助の

継ぎ足し補助金の見直しで約2億円の効果を見

込んでいるところであります。 

 残りの5億円につきましては、県単独補助金

の見直しや内部管理経費の見直しなどとなって

おりまして、これにつきましては、新規事業や

社会保障関係費の財源として活用しております。 

【山本(由)委員】 わかりました。 

 （2）借換債の発行について。 

 今回の予算では、基金を取り崩しても足りな

い財源を確保するために、35億円の借換債を増

発しています。借換債自体はこれまでも発行は

されているようですけれども、これまでの借換

債と、そして、今回増発をするという35億円の

借換債の内容は何が違うのか、ご説明をお願い

します。 

【上田総務部長】 これまで、県債の償還につき

ましては、世代間の公平性の観点から、基本的

に20年で償還をしてきたところでありますが、

臨時財政対策債などの一部の県債につきまして

は、交付税措置算入率に合わせまして、30年償

還ということで行ってきたところでございます。 
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 今回の借換債の増発につきましては、予算編

成に必要な財源を確保するための新しい措置と

して、これまでのルールに加え、35億円分を30

年償還に臨時的に延長をするものでございます。 

【山本(由)委員】 （3）事業の精査について。 

 それでは、今回、この借換債を35億円増発す

ると、その分、県債残高が増えてしまうという

ことで、残高を維持するために、投資事業の精

査で35億円対応したという説明がありました

けれども、どのような精査を行ったのか、その

基準と内容について、ご説明をお願いします。 

【上田総務部長】 35億円の借換債の増発につ

きましては、将来世代への負担増とならないよ

う、投資事業の精査で対応をしたところでござ

います。 

 この主な内容としましては、枠内の普通建設

単独事業のシーリングにより、約14億円の県債

の発行抑制を行っております。 

 また、県立学校や警察施設等の老朽化対策に

ついて、必要性や緊急性が高いもののみを実施

し、残りの施設につきましては、次年度以降に

対策を先送りすることで、約21億円の県債の発

行抑制を行ったところでございます。 

【山本(由)委員】 つまり、全部投資事業をカッ

トしたということではなくて、もちろん見直し

をしながら、一部については優先順位を考慮し

て送ったというふうに理解をさせていただきま

す。 

 （4）今後の対応について。 

 まず、退職手当の対応についてお伺いをしま

す。 

 昨年の中期財政見通しでは、退職手当債の発

行基準の見直しによる影響額が、平成29年度で

約25億円、平成29年度から平成32年度の4年間

では160億円という試算でした。昨年12月の私

の一般質問に対する知事の答弁は、「一般財源

で賄うことができるよう、財政構造改革を進め

る必要はあるが、短期的には一定限界があるの

で、一部借換債の発行についても検討する必要

がある」とのことでした。 

 今回の借換債の発行の大きな要因は、この退

職手当債の発行基準の見直しにあると考えます

が、退職手当について、今回どのように対応し、

今後はどのように対応しようと考えているのか、

また、それに当たって借換債の発行も行うのか、

この点についてご説明をお願いします。 

【上田総務部長】 退職手当債の発行基準の見直

しの影響によりまして、平成29年度には約25億

円、平成30年度には約39億円、平成31年度には

約48億円、平成32年度には約47億円の一般財源

が必要になってまいります。この影響につきま

しては、今回の予算編成においては、追加の収

支改善や借換債の増発により対応をしておりま

すが、来年度以降、影響が大きくなりますこと

から、今後も同様の対応が必要になってくるも

のと考えているところでございます。 

【山本(由)委員】 ありがとうございました。 

 基金残高についてお伺いをいたします。先ほ

どの長崎県行財政改革推進プランでは、平成37

年度の財源調整のための基金の残高を400億円

にするという目標が掲げられました。ただ、そ

の後、9月には、中期財政見通しにおいて、退

職手当債の発行基準の見直しによって、平成32

年度の基金残高が予想額311億円から154億円

へと、約160億円下方修正をされています。 

 そこで、平成37年度のこの基金残高を400億

円にするという目標については、これを維持さ

れるのか、それとも修正をされるのか、見通し、

見解をお聞かせください。 

【上田総務部長】 まず、先ほどのお尋ねで、一
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部答弁が漏れておりました。今後も同様に対応

が必要になってくるものと考えておりますが、

可能な限り借換債の増発ではなく、追加の収支

改善で対応できるよう、財政構造の見直しを進

めていきたいと考えているところでございます。 

 基金の規模につきましては、近年の当初予算

編成時の最大の基金取り崩し額は約300億円で

ありましたので、そのような予算編成となった

場合でも、年度途中の災害等の突発的な事象や

行政需要に適切に対応できるよう、10年程度で

400億円規模を目指していく目標を掲げており

ます。 

 行財政改革推進プランを策定した当時から、

退職手当債の制度改正などの環境変化がありま

すが、400億円の目標につきましては維持をし、

目標に向けて財政構造改革を進めてまいりたい

と考えているところでございます。 

【山本(由)委員】 わかりました。 

 それでは次に、県債残高と公債費についてで

すけれども、平成29年度末の県債残高は1兆

2,414億円、このうち臨時財政対策債を除く残高

は7,887億円、そして平成29年度の公債費は

1,036億円と見込まれています。長期的には、現

在の予算規模を超える県債残高、そして現在、

歳出の14％ないし15％を占める公債費を一定

の水準にコントロールしていく必要があります。 

 そこで、今後の県債残高について、また公債

費については、どれくらいに抑えようとしてい

るのか、ご説明をお願いします。 

【上田総務部長】 現時点では中期財政見通しを

改定しておりませんため、昨年の中期財政見通

しをベースにお答えをさせていただきます。 

 臨時財政対策債を除いた県債残高につきまし

ては、平成27年度末の残高7,799億円に対し、

平成33年度末では7,843億円と、44億円増加す

る見通しとなっておりました。しかしながら、

この見通しには、新幹線整備の前倒しや、借換

債の増発の影響は盛り込んでおりませんため、

平成29年度当初予算編成後の平成29年度末残

高は、既に中期財政見通しを上回る7,887億円を

見込んでいるところであり、今後、昨年の見通

しより、さらに増加する傾向で推移するものと

考えております。 

 一方、公債費につきましては、昨年公表しま

した実質的な公債費の長期シミュレーションで

は、退職手当債の制度改正の影響を追加の収支

改善で対応できた場合でも、平成44年度には、

現在の水準より14億円の負担の増加を見込ん

でおり、退職手当債の影響を借換債等で対応し

た場合には、平成49年度には、現在の水準から

50億円を超える負担の増加を見込んでいると

ころであります。 

 公債費につきましては、中長期的には、少な

くとも現在の水準程度にまで抑えていく必要が

あるものと考えており、投資事業の精査につき

ましても検討を進めてまいりたいと考えている

ところでございます。 

【山本(由)委員】 わかりました。 

 現在の財政状況を考えますと、その中で、人

口減少対策、それから県民所得の向上対策とい

う県政の最優先課題を緊急的に進めていくため

には、緊急避難的には、今回のようなやりくり

での予算編成もやむを得ないというふうに考え

ています。 

 ただ、これはあくまでも非常事態であります

し、中長期的には抜本的な構造改革が不可欠で

はありますけれども、その前に、まず現在の資

金不足を埋めて、基金残高を回復する必要があ

ると考えています。そのために、一番現実的な

方法としては、未利用の、あるいは利用実績の
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少ない、それから非効率な資産を、今、収支改

善計画の中で、かなり県有財産の売却、有効活

用等を見込んでおられるようですけれども、こ

れをさらに見直して、売却に向けて検討をして

いただきたいということをここでは要望させて

いただきます。 

 2、まち・ひと・しごと創生総合戦略につい

て。 

 （1）具体的目標数値（6項目）の進捗状況と

現状分析について。 

 「長崎県総合計画 チャレンジ2020」は平成

29年度に2年目を迎えますが、まち・ひと・し

ごと創生総合戦略については1年早く策定をさ

れており、平成29年度で3年目を迎えます。そ

して、この総合戦略には6項目の具体的な数値

目標が設定されておりますが、初年度の平成27

年度の実績が出ており、分析もなされているよ

うです。 

 そこで、まず、具体的目標6項目の実績と進

捗状況について、お伺いします。1つ目が5年間

の転出超過数を3割程度減少させること、2つ目

が5年間で4,000人の雇用を創出すること、3つ

目が5年後の大学新卒者の県内就職率を10％ア

ップすること、4つ目が5年後の高校新卒者の県

内就職率を8％アップすること、5つ目が5年後

の県内移住者を単年度で660人に増やすこと、

そして、6つ目が5年後の合計特殊出生率を1.8

まで引き上げるということです。 

 これらの目標の平成27年度の実績と、平成28

年度につきましても、現時点で把握できる進捗

状況をご説明ください。 

 そして、その現状分析の中で見えてきた課題

であるとか、特徴、そういうものがありました

ら、併せてご説明をお願いします。 

【辻本企画振興部長】 具体的目標数値6項目の

進捗状況でございますけれども、転出超過の減

少につきましては、外国人の増加によりまして

転出超過が減少したものの、日本人で見ると、

転出超過が依然4,976人となりまして、過去5年

間の平均に比べまして、246人の改善にとどま

っております。 

 次に、4,000人の雇用創出に向けましては、企

業誘致や製造業の雇用創出数が目標の700人を

超え、堅調に推移しているところでございます

けれども、観光業では、観光客数の増加を宿泊

施設の良質な雇用の増加につなげることが課題

となってございます。 

 また、高校生の県内就職率につきましては、

工業高校での企業説明会や企業見学会の開催な

どにより、前年に比べ2.5ポイント上昇し、今年

度も上昇傾向にある一方で、大学生の県内就職

率は、全国的な人材不足の影響によりまして、

経済、工学、保育・福祉等の分野で県外就職が

増加をいたしまして、1.8ポイント低下しており

ます。県内企業の情報発信の強化と大学生が魅

力を感じる良質な雇用の創出、開拓が必要であ

ると考えております。 

 さらに、移住者数につきましては、県、市町

一体となった移住サポートセンターの情報発信

や相談体制の充実によりまして、前年比約1.5

倍の213人となりまして、今年度も増加傾向が

続いておりまして、今後も、就職相談の充実や

県外での情報発信の強化に力を入れてまいりた

いと考えております。 

 最後に、合計特殊出生率につきましては、全

国6位の1.67となっていますものの、未婚率は全

国平均より高い状況にあり、引き続き、結婚支

援の充実を図るとともに、仕事と子育ての両立

が可能となるような環境整備に力を入れてまい

ります。 
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【山本(由)委員】 ありがとうございました。 

 （2）現状分析を踏まえた平成29年度の取組

のポイントについて。 

 平成29年度の重点戦略案では、平成27年度の

総合戦略の取組実績や、総合計画及び総合戦略

に基づく平成28年度から新たな取組の進捗状

況の検証に基づき、成果が見られている分野に

ついては、効果が一層高まるような施策の深化

や見直しを図るとともに、取組の強化が必要な

分野においては、新たな施策の構築に積極的に

取り組んでいるとされています。 

 そこで、成果が見られると思われる分野と事

業について、見直しを図った内容、また逆に、

取組の強化が必要と、つまり成果が余り上がっ

ていないと思われる分野と事業について、新た

に取り組もうとしている内容のご説明をお願い

します。 

【辻本企画振興部長】 依然として厳しい社会減

少の抑制に向けまして、まずは製造業において、

大企業の業績が厳しい状況にある中、中堅企業

の付加価値向上や層の拡大に力を入れつつ、県

内企業の生産性や収益の向上に向けて、協業化、

ＩｏＴ化等への支援の強化を図ってまいりたい

というふうに考えております。 

 また、施策の効果が見えつつある高校生の県

内就職につきましては、工業高校の取組を他の

学科や私立高校にも拡大を図りまして、さらな

る県内就職率の向上につなげていくこととして

おります。 

 一方で、大学生の県内就職につきましては、

厳しい状況が続いておりますので、ＣＯＣ＋の

取組と連携した大学内での県内企業面談会の拡

大、キャリアコーディネーターの配置による県

内就職支援の強化のほか、県外での県内企業説

明会の開催、県外大学との連携、県外へのふる

さと情報の発信等に努めまして、県外からの県

内就職の拡大に努めてまいりたいと考えており

ます。 

 自然減対策といたしましては、未婚率の改善

に向けた結婚支援、保育の充実、女性の就業支

援など、仕事と子育ての両立支援を図りつつ、

各市町において異なる少子化の要因を踏まえ、

県と市町が一体となって少子化克服戦略を構築

するとともに、県としても、市町の取組を支援

しながら出生率の向上に努めてまいりたいと考

えております。 

【山本(由)委員】 ありがとうございます。 

 国は、地方創生の取組を一層促進するために、

平成29年度からは、まち・ひと・しごと創生事

業費の地方交付税の算定において、取組の必要

度に応じた算定から、取組の成果に応じた算定

にシフトをしてきています。 

 一部厳しい地域への配慮というのがなされる

ようですけれども、こういった国の方針、流れ

からも、これまで以上に成果を客観的に厳しく

チェックをし、さらに成果が上がるような施策

の展開をお願いいたします。 

 3、観光とスポーツを核とした「稼げる観光

産業」創出プロジェクトについて。 

 このプロジェクトは、地方創生交付金事業の

一つとして、長崎のブランド力を高め、広域周

遊及び滞在型観光を推進するため、富裕層をタ

ーゲットとした取組を強化し、食の魅力、スポ

ーツツーリズムを含む旅の魅力を発信し、併せ

てホテル、旅館の生産性の向上や留学生の活用

など、観光業が抱える課題解決を目指していま

す。 

 全部で24の事業について、総事業費が13億

1,200万円、このうち地方創生交付金事業として

5億8,500万円となっていますけれども、この中
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から4つの事業について具体的な内容をお伺い

します。 

 （1）観光ステップアップ推進事業費につい

て。 

 この中のＤＭＯ推進事業についてですけれど

も、現在、国においても、ＤＭＯの候補法人の

登録制度など、ＤＭＯの形成、確立に向けた取

組が進められていますけれども、県の取組の現

状はどうなっているのでしょうか。 

 また、ＤＭＯ化におきましては、多様な業種

の方が関係をすることになると思いますけれど

も、地域の観光産業、団体、そして行政など、

それぞれの役割分担を県としてどう考えている

のか、この点についてもご説明をお願いします。 

【松川文化観光国際部長】 県内では、長崎市と

佐世保市の2団体が日本版ＤＭＯ候補法人の登

録を既に終えておりますが、県の取組としまし

ては、登録を目指しております島原半島の2団

体が行う人材確保やマーケティング調査等に対

して補助金による支援を行うとともに、他の地

域では、セミナーを開催し、ＤＭＯ化に向けた

機運醸成を図っております。 

 ＤＭＯ法人と行政、観光団体等との役割分担

につきましては、多様な関係者との合意形成や

データに基づく戦略の策定など、観光まちづく

りのかじ取り役を担うＤＭＯ法人を中心に、観

光業者のみならず、例えば、商工業者は土産品

の開発・販売、農林業者は体験プログラムの提

供、交通事業者は2次交通の確保、地域住民は

観光ガイドとしてのおもてなしなど、多様な関

係者がそれぞれの役割分担のもと、観光による

豊かなまちづくりという同じ目標に向かって一

体となって取り組むことが求められております。 

 一方、県や市町の行政におきましては、多様

な関係者の合意形成の調整や助言をはじめ、広

域にわたる地域間の調整や各種制度の緩和、見

直し等を行うことによりまして、ＤＭＯ法人を

中心に、地域が主体的に取り組む魅力ある観光

まちづくりを後押しする役割を担ってまいりま

す。 

【山本(由)委員】 ありがとうございます。 

 もう一点、今度は富裕層対策についてですけ

れども、富裕層対策として、ホテルコンシェル

ジュ配置実証実験などに引き続き取り組むこと

になっていますけれども、そもそも本県として、

富裕層のイメージをどのように捉えているのか、

そして、全国が富裕層対策に取り組む中で、本

県としては、どのような観光素材を活用し、ど

のようなサービスで独自性を出して富裕層を呼

び込もうと考えているのかについて、総括的に

ご説明をお願いします。 

【松川文化観光国際部長】 本県がターゲットと

しております富裕層のイメージとしましては、

国内では、首都圏発の2泊3日で約20万円を超え

るような比較的高額な旅行商品を購入されるよ

うな、時間的にも経済的にも余裕がある方を想

定しております。また、海外では、ラグジュア

リー船によるクルーズを恒常的に楽しむ客層は

もとより、高級会員制クラブに所属しているよ

うな方々を想定しております。 

 こうした方々は、自分たちだけの特別感のあ

るコンテンツや優先的なサービスを好まれる傾

向にあるため、県では今年度から、県産食材を

用いた食事付きの九十九島貸し切りクルーズ、

また中国歴代博物館や松浦史料博物館所蔵の文

化財の特別公開、平戸、五島、上五島における

神楽の特別公演など、20を超えるコンテンツの

発掘、顕在化を進め、既に旅行商品化につなが

るなどの成果も見られるところであります。 

 今後は、さらなる観光コンテンツの充実を図
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るとともに、富裕層を対象としている国内外の

旅行会社の招聘や海外観光展への出展などによ

り、富裕層の獲得につなげてまいります。 

【山本(由)委員】 ありがとうございました。 

 今の質問の中で、ＤＭＯの推進についてなん

ですけれども、国は、こうした日本版のＤＭＯ

を国内に100組織つくろうとしており、その候

補となる法人の登録制度を創設しています。今

回の県の事業は、今ご説明があったとおり、そ

の前の段階で、この登録を目指す県内の法人を

支援するものであります。 

 今、ＤＭＯの問題として、関係者の巻き込み

といいますか、かかわり合いというのが一番問

題になっているのかなと思っています。プロデ

ューサー的な人材を招聘すること、そしてその

方に力を発揮していただくこと、その中で特に、

旅館、ホテル以外の、今まで観光業者と言われ

ていた人以外の食であったり、交通事業者、住

民の方、こういった方の合意形成、それから協

力体制が一番問題となっていると考えておりま

すので、事業の対象先がこういった条件を満た

して、今後は、国のさらなる支援によって、Ｄ

ＭＯとして期待される役割が果たせるように、

県としても引き続きご支援のほどをよろしくお

願いいたします。 

 （2）周遊観光スマート化推進事業費につい

て。 

 県内の各地域が観光で稼げるようにするため

には、観光客の方に広く周遊をしてもらうとい

う必要がありますけれども、県内の周遊観光に

ついては、これまでどのように取り組んでこら

れたのか、ご説明をお願いします。 

 そして、今回のものは「長崎と天草地方の潜

伏キリシタン関連遺産」の関係ですけれども、

こういった中には公共交通機関が未整備な観光

地もあります。こうした地域を含む広域周遊に

ついて、今後どのような取組を展開しようとし

ているのか、ご説明をお願いします。 

【松川文化観光国際部長】 県では、これまでも

候補を含む2つの世界文化遺産や3つの日本遺

産等をはじめとした歴史・文化遺産など、本県

独自の魅力ある観光素材を盛り込んだ周遊モデ

ルルートを設け、県観光ホームページや大手旅

行雑誌などに掲載し、広く発信しているほか、

県内2泊以上の周遊型旅行商品の販売促進を通

して、観光客の県内周遊を進めてきたところで

あります。 

 今後は、歴史・文化遺産のほか、地元の食や

体験プログラムなど、その地域ならではの観光

素材をさらに発掘、開発し、その魅力を顕在化

させるとともに、観光バスやタクシーなどの交

通手段も組み合わせた広域周遊ルートの構築に、

新たに民間事業者と連携して取り組むこととし

ております。 

 さらに、ウェブ上での経路検索機能を充実さ

せるほか、より多くの交通結節点に観光パンフ

レットを配置するなど、観光客の方々が県内各

地を快適に周遊できるような環境整備にも力を

注ぎながら、広域周遊をさらに推進してまいり

ます。 

【山本(由)委員】 これまで「周遊観光」という

言葉は広くあったんですけれども、この内容を

見ますと、定番のモデルコースが示してあって、

あとは自分で車で行ってくださいというものが

結構多かった、商品とは言えないのではないか

という内容であったというふうに感じています。

その意味で、今回、「長崎と天草地方の潜伏キ

リシタン関連遺産」を中心に、食であるとか、

交通事業者、バス、タクシーまで含めた複数の

事業者が連携をした形で魅力ある着地型商品の
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造成をし、販売を行うということですので、大

変期待をしております。 

 また、県内の周遊もさることながら、旅行客

にとって、県境というのは関係なく周遊をされ

ますので、今、一部取り組んでおられるようで

すけれども、佐賀県との連携、熊本県等九州横

軸の連携した広域周遊につきましてもこれまで

以上に取り組んでいくべきだと考えております

ので、県においても、そういった取組をより一

層推進していただきたいと思います。 

 （3）インバウンド個人旅行客誘客拡大事業

費について。 

 インバウンドの誘致についても、これまでさ

まざまな取組が行われていますけれども、訪日

外国人の65％が個人旅行客ということです。香

港や韓国では8割程度、それから中国や台湾で

も5割前後、欧米についてはもう9割の方が個人

旅行客というデータもあり、今後は、こうした

個人客をターゲットとした取組に今まで以上に

力を入れていくべきです。 

 この場合、そもそも長崎を目的に直接来られ

る方はもちろんですけれども、東京や大阪など

を目的に来られた方に本県まで足を延ばしても

らう方法というのも考えていく必要があります。 

 今回の事業は、まさにそういう目的だという

ふうに聞いておりますけれども、この事業の具

体的な内容をご説明ください。 

【松川文化観光国際部長】 東京、大阪などのゴ

ールデンルートに集中している訪日旅行客を本

県に呼び込むため、県では来年度事業において、

航空券と本県宿泊がセットになった訪日個人旅

行客専用の日本国内発着旅行商品を訪日前の海

外現地において販売することとしております。 

 また、九州の主要な玄関口である福岡からの

個人旅行客の取り込みを図るため、九州内バス

乗り放題のＳＵＮＱパスやレンタカーを組み込

んだ旅行商品を造成するとともに、首都圏にお

ける外国語フリーペーパーや宿泊予約サイト等

を活用した本県観光情報の効果的発信に取り組

むこととしております。 

 2020年東京オリンピック・パラリンピックが

控える中、これらの事業展開を通して、外国人

観光客の本県へのさらなる誘客拡大につなげて

まいりたいと考えております。 

【山本(由)委員】 今回の企画が、いわゆるゴー

ルデンルートと言われているところプラスアル

ファといいますか、プラス長崎という形で売り

込むおもしろい内容だと思います。 

 ただ、この企画自体が、多分、出発前にそこ

まで予約をしてしまう、東京に行って、それか

ら長崎に行くというふうな形。旅行者の中に、

例えば、日本に来て、その上で、じゃ、これか

ら長崎に行こうというふうな形の呼び込みとい

うのもありかなというふうに思っておりますの

で、出発前、それから到着後も含めまして、よ

り効果的な取組となるようにお願いいたします。 

 （4）情報発信拠点運営事業費について。 

 これは日本橋長崎館のことですけれども、日

本橋長崎館は、長崎県のアンテナショップとし

て昨年3月にオープンしました。 

 先日の近藤議員の一般質問の答弁で、今年1

月末までの11カ月で約36万人が来館をされ、売

上高は約1億6,000万円ということでした。そこ

で、この1年間の実績の中身について少しお伺

いします。 

 まず、平日と土日・祭日の来店客の動向はど

うなっているのか、また全体の売上の中で、い

わゆる物販部門と飲食部門との売上構成はどの

ようになっているのか、ご説明をお願いします。 

【松川文化観光国際部長】 平日と土日・祭日の
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来店客数については、平日が一日平均912人、

土日・祭日が一日平均1,466人となっており、土

日・祭日に、より多くのお客様にご来店いただ

いております。 

 また、これまでの売上額約1億6,000万円のう

ち、物販部門が約1億5,000万円に対し、飲食部

門が約900万円となっており、飲食部門が売上

全体に占める割合は約6％となっております。 

【山本(由)委員】 次に、日本橋長崎館の建物に

は、入って左側にイベントスペースがあります。

このスペースを使って市町の物産などを含むイ

ベントを行っていくことが集客には効果的です

し、そもそも本県の魅力を発信していくという

本館の目的でもありますけれども、具体的にど

のようなイベントを行ってきているのか、ご説

明をお願いします。 

【松川文化観光国際部長】 イベントコーナーに

おきましては、運営委託事業者が主催する県産

品の販売促進フェアのほか、県、市町や県内団

体・企業等が主催するさまざまなイベントをこ

れまで97回、延べ332日実施してまいりました。 

 県主催のものとしましては、世界遺産や日本

遺産のＰＲ、「旅する長崎学講座」の開催、ば

れいしょ、アスパラガス等の県産野菜や県産鮮

魚の試食会を開催するなど、本県観光・物産の

魅力を発信してまいりました。 

 市町が主催するイベントとしましては、郷土

料理の試食や郷土芸能の披露、生産者等による

地域の特産品の試食販売会などを行い、それぞ

れ趣向を凝らし、地域の魅力発信に取り組んで

おられます。特産品の試食販売では、生産者が

直接、消費者へ商品の魅力を伝えることにより、

消費者の反応を実感でき、このイベントを契機

に日本橋長崎館で取り扱われるようになった商

品も出てきております。 

 今後も、市町、県内団体・企業、運営委託事

業者等とも連携しながら、魅力的なイベントの

創出に努め、本県の魅力発信に取り組んでまい

ります。 

【山本(由)委員】 それでは、今度、建物の右側

の方なんですけれども、観光案内コーナーがあ

ります。観光案内コーナーには、今年1月まで

で約1万5,000人が立ち寄られたと聞いており

ます。このコーナーで本県の魅力を発信し、実

際に長崎への誘客につなげることが本館の目的

の一つだと思いますけれども、このコーナーに

ついて、具体的にどのような対応を行っている

のか、ご説明をお願いします。 

【松川文化観光国際部長】 日本橋長崎館の観光

案内コーナーにおきましては、旅の案内人を1

名常時配置し、お客様からの交通アクセスなど

の相談にきめ細かく対応するとともに、本県の

まだ知られていない隠れたスポットなどを含む

観光ＰＲの動画放映を行うなど、本県の魅力を

紹介しております。 

 また、店内においては、県や市町、観光協会

等が観光や物産など、地域の魅力を発信するイ

ベントを実施しているほか、ランタンなど、四

季に応じた装飾を行うことにより、本県観光へ

の関心が高まるよう、ショップ全体での誘客促

進に取り組んでいるところでございます。 

【山本(由)委員】 ありがとうございました。 

 日本橋長崎館という場所ですけれども、ご承

知のとおり、日本橋という東京の一等地にあり

まして、すぐ近くにコレド日本橋、それからち

ょっと行くと高島屋という形で商業施設もある

んですけれども、周辺にはオフィスビルが集積

をしており、平日は多くのビジネスマンやＯＬ

の方が働くビジネス街という特徴があります。

こうした立地の中で、お客様に注目をしてもら
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い、来店をしてもらうためには、特に、平日の

ランチタイム、それから夕食時というのでしょ

うか、夕方から5時、6時という時間帯に、ちゃ

んぽん、皿うどん、こういったものを出して、

まずは食べに来てもらうと。そして、これをき

っかけに物販や観光へつなげていくような視点

が必要だと思いますけれども、この点について、

ご見解をお聞かせください。 

【松川文化観光国際部長】 飲食コーナーにおき

ましては、角煮カレー、かんぼこなどの軽食や

県産コーヒー、お茶、清酒、焼酎などを提供し、

食と暮らしの案内人がお客様へ本県の魅力をお

伝えしているところでございます。これまでも

企業や市町と連携し、期間限定での皿うどん、

諫早楽焼うなぎ定食、壱岐のウニ関連メニュー

等の提供を行い、ご来店いただいた方から好評

を得ているところでございます。 

 今後は、ちゃんぽん、皿うどんをメニューに

加えるほか、期間限定での県産酒を使ったオリ

ジナルカクテルなども提供していくこととして

おり、併せて県産品に対する評価やご意見など

も積極的に聴取してまいりたいと考えておりま

す。 

 委員ご提案の食を通じた本県の魅力発信につ

きましては、本県への誘客を図る上でも効果的

であることから、引き続き、運営委託事業者と

連携し、飲食メニューの充実など、日本橋長崎

館の魅力アップに取り組み、来館者数の増加に

つなげてまいりたいと考えております。 

【山本(由)委員】 ありがとうございました。 

 東京というのは、観光客とか買い物客も多い

ところですけれども、それ以上に、何といって

も平日の日中に働いている人が多い町です。特

に、日本橋長崎館のある場所は、いわゆるビジ

ネス街であるというふうに思います。かなりの

数の方が前を通っておられると思うんです。ま

ず、この人たちの認知度を上げ、興味を持って

もらい、そして行ってみようかなというふうな

動機づけをすることが重要だと思います。 

 それから、日本橋駅からは、出口によります

けれども、徒歩1分もかからない、それから日

本のターミナル駅である東京駅からも徒歩5分

程度という抜群の立地というのも、もっとＰＲ

をしていただきたい。 

 加えて、有楽町や銀座、新橋方面と違ってア

ンテナショップの競合店も比較的少ないのでは

ないかと思います。長崎県を単独でＰＲできる

チャンスであると思っています。 

 くしくも昨日からオープン1周年記念イベン

トも始まっています。ぜひこのような特徴と立

地を活かして、所期の目標、成果が上げられる

ように取組の工夫をお願いいたしまして、質問

を終わらせていただきます。 

 ありがとうございました。 

【橋村委員長】 しばらく休憩いたします。 

 委員会は、11時50分から再開いたします。 
 

― 午前１１時４２分 休憩 ― 

― 午前１１時５０分 再開 ― 
 

【橋村委員長】 委員会を再開いたします。 

 前田委員。 

【前田委員】 私の周囲の人で、産業が十分に活

性化せず、人口減が進み、財政もこういう厳し

い状態になってくると、長崎市も長崎県も沈没

するんじゃないかと言われる方がおります。私

自身も同じような危機感を持っております。そ

のことを踏まえて質問いたしますが、質疑の答

弁の内容によっては、予算の編成、また施策の

実務的な決定をされている副知事に質問するこ

ともあろうかと思いますので、よろしくお願い
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いたします。 

 1、人口減少並びに地方創生への取り組みに

ついて。 

 （1）本県ならではの課題の認識と取り組み。 

 中村県政2期目ではありますが、1期目の議事

録等を読むと、既に1期目の頃から中村県政の

課題として、一人当たりの県民所得の低迷、人

口減少、地域活力の低下の改善ということを公

約とされておりました。そういう意味では、今々

人口減少対策、地方創生が始まったわけではな

く、本県においては先駆的に取り組んできた、

そして、この課題につきましては、全国どの県

も重要な課題であります。そうしたことを考え

た時に、私は、本県ならではの課題があると思

っておりますので、その本県ならではの課題の

認識と取組について、まずご答弁をお願いした

いと思います。 

【中村知事】 本県では、ご指摘のとおり、若年

層の進学、就職による社会減が非常に大きいこ

とが最大の課題となっているところであり、離

島・半島地域に加えて、長崎市や佐世保市でも

社会減が大きい状況にあります。 

 県内には中小零細企業が多く、若年層に対し

て県内企業の魅力や情報が伝わりにくい状況で

あるといったことに加えて、本県は、ご承知の

とおり、県域が非常に広域に及び、離島・半島

が多いことから、地域によっては、県外の都市

とのアクセス、あるいは結びつきが強いといっ

たような状況にもあるものと考えております。

そういったことから、離島・半島地域からの進

学、就職に伴う県外転出が多く、県庁所在地等

に人口をとどめる、いわゆるダム機能が弱い状

況にあるのではないかと考えているところであ

ります。 

 こうした点を踏まえて、まずは最も人口減少

が厳しい状況で推移しております離島地域の人

口減少に対しては、有人国境離島法等を最大限

に活用しながら、雇用の場の創出と島内定住の

促進に継続して全力を注いでいかなければいけ

ないと考えております。 

 また、企業誘致の推進、あるいは製造業、観

光業、サービス業といったさまざまな産業分野

における良質な雇用の創出に力を注ぎ、県内企

業の魅力や情報を高校生、あるいは大学生等に

着実に届けていかなければいけない、そのため

に「Ｎなび」の活用や県内企業の合同面談会の

開催等に力を注ぎ、経済界とも連携した取組を

積極的に推進してまいりたいと考えております。 

 さらにまた、こうした取組に加えて、若年層

が求めております処遇やキャリアパスの充実を

図っていくということも極めて重要であると考

えておりまして、こういった働きやすい職場づ

くりに積極的に取り組む企業を認証する「Ｎぴ

か」としての認証制度等の活用、大学と連携し

た人材育成戦略等の構築にも力を注いでいかな

ければならないと考えているところであります。 

 そうした取組を進める一方、本県で暮らすこ

との魅力、ふるさとに対する思い、そういった

ものについて、しっかりと広報も進めてまいり

たいと考えているところであります。 

【前田委員】 今、知事から、本県ならではの課

題について、そして、その取組についてご答弁

がありました。 

 その中で、いみじくも人口のダム機能が課題

だという認識も示されましたので、そのことに

ついては通告をいたしておりますので、後ほど

関連して質問させていただきたいと思います。 

 先ほども申し上げましたように、中村知事に

おかれては、県政1期目から、人口減少対策、

また地方創生に対して、1期目の3年目から、こ
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ぎ出せ長崎枠というような独自のルール、工夫

もしながら、その改善に向けて努力をしてきて

いると思います。 

 そして、その後、国の方においても、平成26

年度から、地方創生先行型の交付金ということ

で、人口減少や地方創生にかかわる補助金、交

付金について、新たな制度がしかれたところで

あります。 

 この制度につきまして、私自身は、九州知事

会等でも国に要望しておりますように、総枠に

おいて1,000億円ぐらいしかないというその額

の問題もですが、やはりしょせんこれはひも付

きの補助金であって、こういうふうな一括で地

方に権限が与えられているものではないという

ことも含めまして、不満はあります。しかし、

そのことはそのこととしながら、与えられたル

ールの中で、地方創生のこの交付金をしっかり

活用するというのであれば、このルールの中で

1円でも1万円でも多く交付金を取ってくるこ

とが大変重要であると思います。 

 そういうことを考えた時に、本県の地方創生

交付金の採択状況について、九州各県の中での

比較、それから県下の各市町が他県の中でどの

ような順位になっているのかを、まずご答弁い

ただきたいと思います。そして、そのことによ

る課題についてもご答弁いただきたいと思いま

す。 

【辻本企画振興部長】 地方創生交付金につきま

しては、平成26年度から平成28年度までの補正

予算で措置された各種交付金のほかに、平成28

年度当初予算で創設された地方創生推進交付金

がこれまで交付をされており、本県におきまし

ても、総合戦略の推進に向けて、積極的に活用

させていただいているところでございます。 

 このうち、国が指定をします事業分野、仕組

み、先駆性を満たす事業について交付される競

争型の交付金は4分野ありまして、地域活性

化・地域住民生活等緊急支援交付金の上乗せ型、

地方創生加速化交付金、地方創生推進交付金、

地方創生拠点整備交付金の4交付金がございま

す。これを合わせた長崎県分の採択状況は34件、

20億3,000万円であり、採択額では九州で2位と

なっております。また、共同申請を含む市町事

業分の採択は92件、15億1,000万円でございま

して、採択額では九州6位となってございます。 

【前田委員】 県としての採択は九州で2位とい

うことでありますが、1位が熊本県でありまし

て、その差がかなり大きく出ております。そし

て、後段でおっしゃった市町の分に関しては、

九州の中で6番目というご報告がありました。

ちなみに、熊本県は、直近のところでいくと、

地方創生拠点整備交付金は10億円取れている

のに対して、長崎県は5億3,700万円、佐賀県が

6億3,200万円、大分県が8億2,700万円、鹿児島

県が7億1,300万円です。今、企画振興部長が言

ったのは、多分、地方創生推進交付金の分だと

思います。 

 そして、市町においては県下合わせて6位と

いうことですが、地方創生推進交付金が3億

3,300万円しか取れてなくて、地方創生拠点整備

交付金に関しては1億5,500万円しか取れてい

ません。福岡県が15億6,000万円、佐賀県が3億

3,000万円、大分県が3億円、鹿児島県が3億

2,500万円というふうに、この採択状況を見た時

に、やはり私は、特に市町の分については、県

がきめ細かい計画時申請のところからのフォロ

ーアップをしてやらなければいけないのではな

いかということを1点指摘しておきたいと思い

ます。 

 今後、実務的に取れるお金というものは最大
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限取れるような努力をしていただきたいという

ことを要望しておきます。 

 そうした中で、人口減少対策はいろいろ打た

れていると思うのですが、しかし一方で、人口

が減少するという事実は紛れもなく覆しがたい

事実でありまして、そういうことを考えた時に、

今後、人口増対策と併せて、人口が減っても耐

え得る都市や地域の形成、並びに人口減少の中

でも新規にまた収入を上げるような施策の展開

というものが必要だと思っております。 

 そういうことを考えた時に、新年度におきま

して、また、これまでの地方創生の取組の中で、

本県としては、人口減社会に対する対応として

どのような取組をしているのか、ご答弁をいた

だきたいと思います。 

【辻本企画振興部長】 人口減少を見据えた対策

として、今現在、市町が進める集落生活圏にお

ける小さな拠点づくりを後押しするために、昨

年度から、小さな拠点プロジェクトに取り組ん

でいるところでございまして、現在、モデル地

区として、五島市、西海市、南島原市、東彼杵

町を支援しているところでございます。 

 今後は、モデル的な取組を支援しながら、県

内各地域にこういった取組を広げていくことも

力を注ぐ必要があると考えておりまして、具体

的には、市町とも連携をしながら、県政出前講

座の積極的な活用や、小さな楽園フォーラムの

開催などによる小さな拠点づくりの普及啓発、

小さな楽園プロジェクト実践者の地域への派遣

などによりまして、地域の自立的な取組を促し、

県内各地域への波及を目指してまいりたいと考

えております。 

【前田委員】 知事の先ほどの答弁の中で、まず

離島から先行して集中的にやりたいという答弁

があったわけですが、本県におきましては、県

下の大きな面積を占める中山間地域と言われる

ところにおいても、離島ほどではないにしても、

大幅に人口が減ってきているのが数値として出

てきております。 

 そう考えた時に、こういった地域での生活維

持が困難になってきている現状をどう改善する

かということの中で、今取り組んでいるような

小さな拠点づくりですが、今、企画振興部長か

ら答弁があったようなモデル事業はモデル事業

でやっていただいていいのですが、しかし、地

方創生のメニューというのが、今のところ、Ｋ

ＰＩの指標が平成31年までということになっ

ていますので、私は、平成31年以降にこの地方

創生の交付金が継続して制度として保たれるか

というのは甚だ疑問でありまして、むしろ逆に、

ＫＰＩ指標が平成31年であるならば、その年ま

でに何とかそういう仕組みを完成させなければ

いけないという意味においては、少しスピード

感が遅いと思っていますし、またそういった制

度が消えた時に、本当に将来的に自立できるよ

うな事業になっているのかというのは甚だ疑問

であります。 

 そういうことを考えた時に、例えば高知県で

は、各地域で集落活動センターを立ち上げるな

ど、積極的に県が地域を支援する仕組みをつく

っております。このような取組が我が県も必要

であると思いますし、そのためには、今現在は

地域づくり推進課と農山村対策室が中心にやっ

ていますが、しかし、こういった中山間地の課

題については、農林部、水産部、産業労働部ほ

か、企画部を含めて、土木部、横断的に取り組

むことが必要だと思っていますので、そういっ

た部署を横断する総合支援本部のようなものの

設置が必要と思われますが、その点についての

ご見解を問いたいと思います。 
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【辻本企画振興部長】 今ご指摘の地域における

さまざまな地域課題に対しましては、現在は、

課題に応じまして関係部局が連携した対策に取

り組んでいるところでございます。また、地域

ごとには各振興局がございますので、その振興

局の中に農林水産部門、地域づくり部門、保健

部門等がございますので、そういったものが横

断的に連携をしまして、市町とも話し合いを深

めながら、連携して地域のまちづくり、そのほ

か産業の振興などについても取り組んでいきた

いと思っております。 

 そういったこれまでの取組に加えまして、さ

らに庁内各部が連携をいたしまして、市町と地

域創生に向けた取組を進めてまいりたいと考え

ているところでございます。 

【前田委員】 そのような答弁ですが、本当にス

ピード感を持って、モデル事業で出たような課

題を克服しながら、さっきのような取組につい

ては施策として県下一円に広げていただきたい

し、その財源をどう確保するかということにつ

いては、庁内でしっかりと財源捻出に努めてい

ただきたいということを最後に要望しておきま

す。 

 2、県民所得向上対策のこれまでの成果と取

組について。 

 （1）こぎ出せ長崎枠の施策成果の検証。 

 もう何度も言っているように、これは中村県

政1期目からの重要課題だと認識しております。

そうする中で、平成27年度を1期目の目途とす

る県民所得向上対策は、事業費ベース900億円

は、まだ確定ではありませんが、県がかかわる

事業としては達成できたんだというようなこと

が今まで議会で報告されておりました。そして、

今度の新3カ年については、1,028億円の生産額

増を目指すということですが、しかし、これは

個人質問の中でも指摘があっていましたが、そ

ういった基準と別にして、いろんな多方面から

の数値を見ると、本当に県民所得が向上したか

というのは甚だ疑問でありまして、4年前の「比

べてみれば」の資料と比べてみましても、県民

所得向上の順位というものは44位から43位と、

上がっておりません。 

 そして、額が上がっているという説明をよく

されるのですが、それは全国どこでも上がって

おりまして、そうした中で、しっかりと取り組

んだところは大幅に順位を上げている県がある

こともご承知をいただきたいと思っております。 

 それから、さっき課題としてありましたよう

に、県内就職率等も上がっていませんし、一番

問題だと思っているのは、月間現金給与総額が

4年前と比べて、前回は31万円あったものが、

今回、28万6,000円というふうに、32位から43

位に大幅に下がっていることであります。 

 そして、先ほども答弁があっておりましたが、

実質経済成長率も、前回の順位では、1.0％で全

国2位であったものが、今回の調査では、0.2％、

全国の中で41位という結果であります。 

 また、さらに、これはちょっとデータが古い

ですが、平成25年度のデータとして、所定内給

与、各製造業や宿泊、長崎が力を入れていると

いう観光、そういったものにおいても、全ての

給与において全国との差というものが40万円

から65万円ぐらい幅があります。そのことはい

まだに改善されていないということを見た時に、

私は、知事ほか、先ほども企画振興部長がおっ

しゃっていましたが、しっかりと成績は上げて

いると、そしてまた、いろんな指標について、

これからも県民に対して示していきたいと言っ

ていますが、非常に都合のいいところの数字を

とって、県民に対して、一定成果が出ていると



平成２９年２月定例会・予算決算委員会（総括質疑）（３月２日） 

- 32 - 

言っているのではないかというふうに思わざる

を得ないわけでありまして、県民から見て、県

民所得向上と言われた時に、やはり自分たちの

給料がどう上がるかというのが一番だと思って

いて、そこの数字が全く出ていない、むしろ下

がっているということは、中村県政における県

民所得向上対策がどうだったのかということに

ついては、改めてその認識を問いたいと思いま

す。 

 そうした中で、こぎ出せ長崎枠で、まず先駆

的にやってきたわけですから、こぎ出せ長崎枠

を通じての知事が1期目に言われた「人が輝く、

産業が輝く、地域が輝く」、このことが人口減

少・県民所得向上対策であるとするならば、こ

ぎ出せ長崎枠としての事業をここまでやってき

た成果について、簡潔で結構ですのでご披露い

ただきたいと思います。 

【上田総務部長】 本県では、各部局が自由な発

想で事業を構築して、既定の予算要求枠にとら

われることなく、積極的に所要額を要求できる

仕組みとしまして、平成24年度から、こぎ出せ

長崎枠などの予算要求の特別枠を設けていると

ころでございます。 

 平成24年度以降、平成28年度予算までの5年

間では、81事業で103億円の予算を計上してお

ります。総合計画に掲げます人、産業、地域の

それぞれの分野につきまして、個別の事業の成

果ということで代表的な事例をご説明させてい

ただきたいと思っております。 

 人が輝く分野では、例えば、長崎県教育ＩＣ

Ｔ化推進事業におきまして、平成25年度から、

県立学校のＩＣＴ推進拠点校に電子黒板等を導

入し、実践教育を実施した結果、ＩＣＴ推進拠

点校におきましては、他の高校に比べ、生徒の

授業理解度の向上が図られております。なお、

その結果を受け、平成29年度からは、次世代型

教育環境整備事業により、3カ年で県内の全県

立高校の全普通教室に電子黒板を整備すること

といたしております。 

 また、産業が輝く分野では、元気なものづく

り企業成長応援事業におきまして、県内中小企

業への波及効果が高い中堅企業を認定し、補助

金を交付しており、支援した中堅企業におきま

しては、平成27年度において、25億円の県外か

らの受注に成功するなど、着実な成果があらわ

れているところであります。なお、この事業に

つきましては、平成28年度から、専門家による

支援の拡充など、より効果的な支援ができるよ

う見直しを進めているところでございます。 

 次に、地域が輝く分野では、長崎をかえる人

財誘致プロジェクト推進事業におきまして、市

町における地域課題の解決を図るため、国の地

域おこし協力隊を活用して、都市部から経験、

スキル、熱意を持った人材を採用する市町に対

して、その財政負担の一部について補助を行い、

平成27年度の全国調査では、全国6位、九州1位

となる92名の地域おこし協力隊員が活動を行

っております。なお、本事業については、一定

の成果が見られましたことから、平成28年度か

ら、市町への新規財政支援は行わないこととし、

県は、隊員のスキルアップ、あるいは定住に向

けた支援の充実を図っていくこととしておりま

す。 

 予算要求のこの特別枠に関する事業につきま

しては、総合計画を牽引する事業として一定の

成果を上げているものと考えており、さらに高

い成果が上げられるよう改善を進めてまいりた

いと考えているところでございます。 

【前田委員】 こぎ出せ長崎枠が始まった年に私

は同様の質問をしておりまして、その時、当時
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の総務部長が、「シーリングに関係なく所要額

を自由な発想のもとに要求できる特別枠ですか

ら、高い成果が求められる」ということを答弁

されておりました。 

 そして、知事も、「財政的な制約から一旦逃

れて、発想を自由にして、次の時代につながる

ような戦略を練ってほしいということで設定し

た。最小の経費で最大の効果があらわれるよう

な査定をした」というふうな答弁もあっていま

す。 

 当時のそういった思いからした時に、今少し

ご披露いただきましたけれども、そのような成

果の答弁というものが、先ほど私が言いました

ように、いろんな統計データの数字が上がって

こない中で、本当にそこまでの思いを込めたこ

ぎ出せ長崎枠というものが、成果が出せたのか

ということについては、私は十分でないという

ふうに認識をしております。 

 それと、途中で組み替えたものや、もう事業

目的を達成したものがあるとはいえ、平成24年

度、平成25年度の44事業の中で、いまだかつて

その事業を引っ張っているものが25事業あり

ます。それというのは、知事が当初に求めた短

期の中で、しっかりと最大限の成果を出すため

にシーリング枠を外したんだということから考

えると、何となく、満遍なく今も続けているよ

うな事業があって、そこに集中と選択のめり張

りが効いていないんじゃないかということを感

じております。 

 先駆的にやったことですから、財源の捻出に

非常に苦労したと思いますが、今現在、そうい

った交付金の制度ができていますから、そうい

ったことももう一度検証しながら、しっかりと

今後も交付金を取ってほしいと思っていますが、

今年度の創生交付金というものは、今、予算ベ

ースの中では、どれだけの予算計上をしている

のか、総額についてお答えいただきたいと思い

ます。 

【辻本企画振興部長】 平成29年度の地方創生

推進交付金につきましては、有人国境離島対策

分も含めまして、9プロジェクト、事業費ベー

スで24億8,000万円、交付金ベースでは12億

3,000万円を予算に計上してございます。 

【前田委員】 これは今から申請を出して、採択

されるわけですから、今言った24億円、しっか

り満額に近い額がとれるような努力、また先ほ

ども申し上げましたように、市町に対するフォ

ローアップもよろしくお願いしたいと思います。 

 （2）第1次産業振興の今後の課題。 

 次に、成果が上がっているという農業分野で

ありますが、生産額は重々承知していますので、

所得としてどれぐらい上がったのかということ

について、端的に答弁をいただきたいと思いま

す。 

【加藤農林部長】 本県の農業産出額は、委員ご

指摘のとおり増加しておりまして、それに併せ

まして県内の純生産額でございますけれども、

これとほぼ近い値を示します生産農業所得の動

向でございますが、平成22年の408億円から、

平成27年には493億円と85億円増加しておりま

す。また、農家1戸当たりの農業所得ですが、

経営規模や品目によって差がございますけれど

も、県全体の販売農家数で平均すれば、1戸当

たりの生産農業所得は、平成22年、163万9,000

円から、平成27年には231万4,000円に向上して

いるところでございます。 

【熊谷水産部長】 水産分野につきましては、生

産農業所得のような個別の統計はないため、公

表されております県民経済計算の県内純生産額

でお答えさせていただきます。 
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 平成22年度の268億円から、平成25年度でご

ざいますが、309億円と41億円増加しておりま

す。また、1経営体当たりで見ますと、沖合の

大きな経営体から沿岸の漁家までございますが、

平成22年度の320万円から、平成25年度は402

万円となっております。 

 なお、県民所得向上対策で目標とした平成27

年度の水産業生産額は公表されておりませんが、

目標の基礎となった養殖業生産額及び輸出額に

ついては目標値を上回り、海面漁業生産量につ

いても目標値に近い水準となっております。 

【前田委員】 所得として、農業が231万円、そ

して漁業に対しては、コンセンサスによる抽出

から130万円という所得、この所得をどう見る

かということですが、好調と言われている1次

産業ですが、農業分野、水産業においては課題

がさまざまであると思っていますので、そのこ

とについてはきめ細かい対応を、平成29年度予

算の中でしっかりと取り組んでほしいと思いま

す。 

 その中で、知事説明でも海外輸出について頑

張っていくんだというようなお話もありました。

日本の成長戦略でもありますので、その方向性

は間違っていないと思いますが、しかし、過去

の実績を見たところ、農産物の生産量に対する

輸出物量の割合というのは、和牛で0.04％、果

実で0.1％、野菜で0.009％、花きで0.07％とい

うような、全体からしたら、まだそのくらいの

ボリュームなんです。 

 そういうものを考えた時に、海外輸出を声高

におっしゃってくださるのも結構なんですが、

しかし、全体の物量からするとそんな現状の中

で、それでも成長分野だからというのであれば、

例えば、海外戦略の現地市場のどこを狙うのか

とか、どういったターゲットにするのか、そし

て安定した供給が1年間通じて可能なのか、長

崎だけで難しかったらオール九州で臨まなけれ

ばいけないのではないか。まして現地のネット

ワークというものはしっかり構築できているの

か。多分、これは全国が東アジアに向けていく

わけですから、その中で勝ち抜くために、しっ

かりとした市場を確保することについて全力を

挙げてほしいということを要望しておきます。 

 （3）「人口のダム機能構築」への取り組み。 

 知事の最初の答弁にありました人口のダム機

能が長崎県は弱いということは、これは重々私

どもも理解している現実だと思っています。平

成17年から平成22年までと少し古い資料です

が、県庁所在地の人口のダム機能として、鹿児

島市が58.6％、宮崎市が53.1％、熊本市が20.3％、

そして佐賀市が13.4％ですが、長崎市は3.5％、

そして参考として佐世保市は9.9％しかない。要

は、県内各地からの就職というもの、人口流出

というものを大都市である長崎市、佐世保市に

おいて人口のダム機能が他都市に比べて大幅に

機能していないということであります。 

 そのために、本県としては、これまで企業誘

致を頑張ってきたという側面が1つあると思い

ますが、この企業誘致については、4,036人とい

う数字については報告があっておりますが、本

当に知事が言われるような質の高い雇用が創出

されているのかということについて確認をした

く、これまでの企業誘致の実績、その評価につ

いて、ご答弁をいただきたいと思います。 

【古川産業労働部長】 企業誘致の実績と評価に

ついてのお尋ねでございますが、平成22年度か

ら今年度までの企業誘致件数は42社、雇用計画

数で4,036人でございます。昨年10月時点の実

雇用者のうち、正規での雇用率が74.5％と、県

全体の正規雇用率64.2％を10ポイント上回っ
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ている状況にございまして、県民に安定した雇

用の場を提供しているものと一定評価をしてい

るところでございます。 

【前田委員】 事前に担当部署から資料をもらっ

ていますので、今の数字は了解しております。

一定は効果を出していると思います。 

 しかし、今おっしゃったように、製造業が23

社、1,011人に対して、オフィス系が3,025人と

いうことで、私自身は、オフィス系の企業誘致

は当然大事だと思いますけれども、やはり本来

は県が目指すように製造業、給与が高い、それ

から成長性がある製造業を多く誘致してこなき

ゃいけないと思っていますが、人数の実績とし

てはそういう実績であります。 

 そして、雇用の形態としても、製造業は正規

が82.3％ですが、非正規が17.7％、それに対し

て、今、部長が答弁したオフィス系の19社の正

規雇用は69.4％で、非正規が30.6％だけれども、

そのうちの保険の8社は正規雇用率が96％、残

ったオフィス系企業の非正規雇用というのは

50％を超えているというのが現実であります。 

 そもそも、この質問をするに当たって、担当

部署については、企業誘致した後の誘致企業の

雇用の実態については承知をしていなかった。

そこで、調査をしてもらったわけですが、企業

誘致することは大事ですけれども、やはり一番

大事なのは、知事が言われたような質の高い雇

用という意味では、どういう方が雇用されてど

ういう条件になっているかというのは、次の戦

略を練るに当たっては、大きな課題というか、

確認する点だと思っているので、その点につい

ては、今後、もう少しアフターフォローという

か、追っかけをやってほしいと思っています。 

 そういった時に、さっきのダム機能の話にま

た戻しますが、製造業に限って言えば､長崎市は

この7年間の取組の中で、誘致企業は1社で、雇

用は22人しかやれてない。それに対してオフィ

スは15社の2,447人、佐世保については、製造

業が4社で440人、オフィス系は2社で366人とい

うふうに、明らかに長崎市、佐世保市において

製造業の誘致について遅れをとっているという

か、取り組めてないというのが実態であります。 

 そのことについて、これまでも随分予算をか

けてきたと思うんですが、一義的には、長崎市

や佐世保市の考えることでありまして、そうい

う意味では、これは要望にとどめますけれども、

やはり人口ダム機能という課題がある中で、長

崎と佐世保の雇用が弱いんだということである

ならば、もっと長崎市、佐世保市と事前に打ち

合わせをしながら施策をつくり上げ、役割を分

担し、そして、限られた予算も分けながらやっ

ていかないと、今言ったような数字は上がって

こないと思っていて、企業誘致した4,036人で満

足することなく、その内容について、しっかり

質の向上について取り組むのは産業労働部の役

割だと思っていますので、しっかりと責任を果

たしていただきたいということを要望しておき

たいと思います。 

 その上で、ダム機能に関連しての話ですが、

知事の方から、近藤委員の質問の中で、三菱重

工の話が出ました。 

 これは、本当に長崎市内、県民にとっても非

常に大きな不安材料というか、心配をしている

中で、知事の答弁を確認させてもらったら、ま

だまだ現時点において情報の収集に努め、そし

て、これから適切な対応をしていきたいという

ことでありますが、一ついろんな新聞報道やネ

ット、それから、いろんな聞き取りをする中で、

知事が言われるような「人員体制等に幾分の影

響はあるものの、大規模な人員削減にならない
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見込みであるという話を伺っている」というふ

うに聞かれていますが、本当は現場はそれ以上

に深刻な状況にあるのではないかなと思ってお

りますし、それは関連企業もしかりであります。

「下請け業者は、本州にも足を伸ばし、県外か

ら仕事をとってこなきゃいけなくなっている状

況がある」、「分社化によって子会社に移行し

た商船部門の社員たちも、来年までは三菱から

の出向社員として認められるが、それ以外は三

菱の本雇用ではなくなる」、「立神ドックで働

いているのは大島造船所の社員で、三菱は場所

を貸しているだけ」等の報道もある中で、私た

ちはこの真偽についてはわかりませんが、しか

し、知事が認識している以上に、三菱重工の状

況は深刻でありますし、知事が宮永社長にお願

いしているということは、私は逆の目で見ると、

やはりお願いに行くところは東京じゃないかと

思っていて、東京の方に訴える時に、どうして

長崎に拠点を維持しなきゃいけないのか、その

ことをしっかりアピールできないと、幾ら地元

の中でお願いをしていってもなかなか難しいと

思っていて、そのことに対しては、造船産業の

中で培ってきた長崎の技術力等々を含めて、し

っかりと三菱重工として長崎に拠点を置き続け

なきゃいけないんだ、生産活動を下関ではなく

て、商船クルーズも含めて長崎でしっかりやっ

てもらいたいということを、私は東京の方に訴

えていかなきゃいけないと思っています。 

 そういう意味では、まだ情報収集力が足らな

いと思っていますし、私は、過去においてＳＳ

Ｋがそういう非常に厳しい体制にある時に、協

力会社の佐世保重工業に対する仕事の依存度の

割合等も質問した時には、もっと事細かな情報

収集をし、そして新規採用を3カ年止めるとい

う話の中では、県としても積極的にその状況い

かんによっては何らかの支援策を検討したいと

いうような答弁も当時出ておりました。 

 そういうことを鑑みた時に、やはり長崎市、

県全体に波及すると思うんですが、この三菱造

船の問題というのは、世界的な原発の影響等も

含めて、三菱重工本体が追う債務のことも含め

た時に、大変な状況であるという認識をしてい

ますので、今後、進んでいく幸町工場跡地のこ

とも含めて、動向にさらに注視していただきた

いと思いますが、このことについて、もしご見

解があればご答弁をいただきたいと思います。

なければ、そのまま続行します。 

【中村知事】 さきの本会議におけるご議論の時

にもお話をさせていただきましたけれども、三

菱重工の一連の大きな改革に向けた動きの中で、

ここ長崎にどういった影響があるのかというの

は重大な関心事項でありまして、一連の方向性

をお示しになられた時に、一刻も早く社長に直

接お会いしたいということでアポイントのお願

いもして、なかなかとれなかったのであります

が、さきにお話をさせていただきましたように、

11月、ようやく直接お話をさせていただく機会

をいただいて、これまで長崎は地元として、客

船の連続建造体制の構築に向けてしっかりとし

た地元としての協力体制も整えている、これだ

け期待も寄せているといった思いを含めてしっ

かり話をさせていただいたところであります。 

 ただ、その段階では、まだ個々具体的な内容

については内部の方で検討をされている段階で

ありましたので、情報がとれない状況でありま

した。その後は関係の皆様方からも、さまざま

な機会を捉えて情報収集に力を注いでいるとこ

ろでありますが、総じて、さきに答弁させてい

ただいたとおりのお話でありまして、こちらの

責任あるお立場の方からもそういったお話を聞
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いていたわけであります。 

 ただ、具体的な形がどうなっていくのかとい

うのは、これはしかるべき時期には明らかにな

ってくるわけでありますので、できるだけ早く

そういった情報を手に入れて、どこにどういっ

た影響が懸念されるのか、今後とも重大な関心

を持ち、また必要な対策については、迅速、的

確に講じていかなければいけないと考えている

ところでございます。 

【前田委員】 今、答弁があったように、ぜひ情

報収集を幅広く求め、そして、東京の方の動き

もキャッチしながら、適切な対応、もしくはも

っと強い危機感を持つ中で、長崎市やほかの市

とも連携しながら取り組んでほしいことを要望

しておきます。 

 3、長崎港の2バース化と柳ふ頭の活用につい

て 

 （1）今年度の予算計上状況と今後の見込み。 

 時間が限られてきておりますので、まず、今

年度の予算の計上状況並びに、そこについては

50メートルの予算がついているという理解を

していますが、私たちが国に求めている320メ

ートルの延伸について、なかなか事業化しない

ということについて、新年度も当然予算を上げ

ているでしょうが、どうやって目的を達成しよ

うとしているのか、その意気込みについて答弁

をいただきたいと思います。 

【浅野土木部長】 松が枝岸壁の平成29年度の

予算の状況です。 

 直轄事業につきましては、松が枝岸壁の延伸

と航路拡幅の工事推進を、県事業につきまして

は、松が枝岸壁から出島岸壁に暫定的に移動し

ていた船舶の係留場所を琴平地区に移転させる

ということで、今年度から来年度にかけて、琴

平地区の施設整備を行っていくことにしており

ます。 

 また、併せて、松が枝岸壁の背後のターミナ

ルを含めた臨港地区の再開発構想の検討を予算

計上しております。 

 2バース化についてですが、クルーズ需要は

引き続き拡大を続け、長崎港は、今年、過去最

多の約300隻のクルーズ船の予約が入っており、

来年もさらに増加が見込まれております。 

 また、国では、訪日クルーズ客500万人を目

標に掲げているところでございます。長崎港は、

景観にすぐれたまちなかに直接クルーズ船が接

岸できるなど、町全体で上質なおもてなしが可

能な港であり、半世紀にわたり、ワールドクル

ーズをはじめ、多くのクルーズ船を受け入れて

きた歴史を有し、現在も根強い寄港の希望がご

ざいます。 

 このため、日本を代表するクルーズの拠点で

ある松が枝岸壁の2バース化と、背後の港湾機

能の拡大は、長崎県にとって、ぜひとも必要で

あり、これを着実に推し進めることが、長崎ブ

ランドを高め､交流人口の拡大による県内経済

の活性化につながるものと考えております。 

【前田委員】 意気込みについては答弁がなかっ

たような気がしますが、平成26年に計画を立て

た時に、平成26年はクルーズ船の入港が75隻、

そして、その時の計画時において、10年から15

年後に130隻を目指すということでの計画が立

てられております。 

 しかるに、現在は、平成29年予定で295隻と

いうことで、既に10年、15年後の実績というも

のを、ありがたいことに大幅に伸ばしてきてい

るわけで、はたから見ると、それでも2バース

化しなくても回ってはいるねというのが感覚で

すよね。それでも回っているというか、2バー

ス化しなくてもやれているよねということが一
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つあります。 

 それと、10年、15年先に完成する時にどんな

環境の変化が起こっているかということも想像

しなきゃいけない。 

 そして、全体で250億円かかる事業費の中で、

2分の1以上は県の財政から出さなければいけ

ないということを考えた時に、計画の見直しみ

たいな声もないではないし、私のところにも、

どうなのときています。 

 しかし、今､土木部長が言われたようなことを

是とするのであれば、やはり手を変え品を変え、

ＰＲというか、アピールをしながら、国の方に

納得してもらって、早期に事業化をしていただ

くことを要望しておきます。 

 一つには、その計画地に地元の造船会社が張

りついていますよね。張りついていると言った

ら失礼ですけれども、彼らも平成27年の長崎県

造船関連産業競争力強化検討業務で、県内中小

造船及び関連企業の現状と課題の調査の中で出

ているように、老朽化している設備投資をした

いと言っているんですよね。それを止めてとい

うか、待たせているということを考えた時に、

私はどこかで見きわめが必要なのかもしれない

し、いやいや、この計画を変えないということ

であるならば、何かやり方を変えないと、この

方たちにも非常に大きな影響を及ぼすのではな

いかということを感じておりますし、その方々

からも、日頃から本当に強い要望を受けていま

すので、ぜひこの政府施策要望に向けて、しっ

かりと戦略を立てて取り組んでほしいというこ

とを、これは会派としても要望しておきます。 

 それから、併せて柳埠頭の活用ですけれども、

もともとは上海航路の延長線上の中でこれは上

がってきている話なので、当時も私は中村知事

に、世界における日本の貨物物流の状況、それ

から、その中での九州の状況、そして、長崎の

状況を見る時に、本当に本気で取り組むのかと

いうような質疑をさせてもらいましたが、その

頃は上海航路がまだ残っていたので、「シーム

レス」という言葉も出てきながらしっかり取り

組むと言いましたけれども、現状において物量

が全く伸びていない。そして、入ってくるのは

入ってきているけれども、出すものがないから

空コンテナで返しているのが現状であります。 

 そういうことを考えた時に、この柳埠頭を核

とした、ガントリークレーンも入ってきた中で、

これからどうやって本当に物量を増やすのかと

いうことについては、一定戦略の見直しであっ

たり、集荷体制を頑張っていると思うけれども、

何かインセンティブがないと、この現状は変え

切れないと思っているんですが、そのことにつ

いて、新年度を含めてどう取り組もうとしてい

るのか、ご答弁いただきたいと思います。 

【古川産業労働部長】 柳埠頭の物流対策の関係

でございますけれども、長崎港は、委員ご承知

のとおり、釜山航路のみであると、また、定期

便が少ない､ヤードが狭い等の課題がございま

して、近隣の他港との競争の中で集荷に苦戦を

している状況でございます。 

 来年度は、先ほど委員からもご紹介がありま

したが、新たにガントリークレーンが供用開始

されるということでございますので、その辺の

ＰＲを行いながら、専門知識を有する物流事業

者とともに、荷主企業を訪問し、長崎港の利用

につながる実務的な提案を行うポートセールス

をさらに強化することによりまして、新たな貨

物の取り込みにつなげ、長崎港の物流の活性化

による地域振興を図ってまいりたいと考えてお

ります。 

【前田委員】 担当部署が知恵を出し合いながら、
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本当に長崎県政の発展､推進を目指して、いろん

な知恵を出してやっているけれども、なかなか

成果が出てきてない、それが県民に十分伝わら

ないという話の中で、私自身は予算の編成の仕

方に問題があると思っていて、やはりこの30％、

40％のシーリングのやり方というのは、新しく

まいた種を、翌年になって、その芽が育たない

中でまた新しく種をまくような形になっている

んじゃないかということがあって、じっくり施

策事業を育て上げることが必要だと思いますが、

最後に濵本副知事、こういった手法の予算の組

み立て方で本当に私たちが目指すような県政の

成果が達成できるんでしょうか。 

 最後に、副知事のご見解を問いたいと思いま

す。 

【濵本副知事】 この間、議会でもご論議いただ

きましたけれども、本県の非常に厳しい財政状

況の中で、一体どのように対応していくのか、

限られた予算の中で、今求められる必要な事業

にどう注力をするのかという中で努力をしてお

ります。今後とも、スクラップ・アンド・ビル

ド、また、推進組織の見直し等も含めて総点検

しながら対応していきたいと思っております。 

【橋村委員長】 午前中の審査はこれにてとどめ、

しばらく休憩いたします。 

 午後は､1時30分から再開いたします。 
 

― 午後 零時４０分 休憩 ― 

― 午後 １時３０分 再開 ― 
 

【橋村委員長】 委員会を再開いたします。 

 午前中に引き続き、総括質疑を行います。 

 改革21の質疑を行います。 

 なお、質疑時間は、答弁を含め45分でありま

す。 

 山田朋子委員。 

【山田(朋)委員】 改革21の山田朋子でございま

す。 

 会派を代表して、総括質疑を行わせていただ

きます。 

 1、県庁舎建設整備費について。 

 （1）移転による執務環境について。 

   ①執務環境について 

 新庁舎への移転まで1年を切っているが、新

庁舎はオープンフロアとなり、職員の執務環境

も、これまでと大きく変わってくると伺ってお

ります。 

 日本全体で働き方を見直していこうという検

討が進んでいる中、長崎県においても、県庁舎

移転という好機を捉え、職員の働き方を変えて

いく必要があると考えております。 

 県職員の働き方改革について、本日の外間委

員とのやりとりの中で、知事の考え方が示され

たところですが、私から改めて質問をさせてい

ただきます。 

 まず、新庁舎で、知事は職員にどのような働

き方を望んでいるのか、伺います。 

【中村知事】 地方創生の時代にあって、厳しい

地域間競争が進んでいるわけでありますが、こ

ういった中、県政の諸課題に的確に対応してま

いりますためには、これまでと同じような政策

の立案手法では足らざる部分が出てくるのでは

ないかと考えております。 

 また、人口減少対策、県民所得向上対策等、

大きな政策課題として施策を推進しております

けれども、こういった政策の実現のためには、

まさに県の職員だけの力では達成不可能であり

まして、幅広い県民の皆様方と連携・協働しな

がら、施策の実現を目指していかなければなら

ないと考えております。 

 そういったことから、新庁舎では、県民の皆
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様方と力を合わせて、さまざまな施策の推進に

取り組む連携拠点として位置づけ、職員の皆様

方には職員スピリットをしっかりと認識してい

ただいた上で、部局間の連携、職員同士の議論

の中で、現状の課題の分析を深めて、県民の皆

様方と政策の立案・推進に全力を注いでもらい

たいと考えているところであります。 

【山田(朋)委員】 県の職員だけの力では足りな

いから、これからこういう難しい時代において

は、県民の皆様とも連携をしながら、連携拠点

となる県庁舎というお話でございました。職員

スピリッツというのは、前からよくこの場にお

いても質疑がされておりましたが、そういった

ことはずっと言っているけれども、なかなか、

知事があと任期も1年残されている状況の中に

おいて、今まで知事が職員にこういうふうに働

いてほしいという思いというものが、私は十分

に届いていなかったのではないかなと思ってお

ります。 

 今、知事の方から課題があり、解決ができて

いない部分もあって、このようなことで今お話

があったかと思いますが、職員になかなか十分

に届いていなかったと私は思っておりますが、

知事のご見解をお聞かせください。 

【中村知事】 私は、折に触れ、職員スピリット

に対する私の思いもお伝えしてきたところであ

りますが、やはりそれぞれの職員、日々業務を

抱えておりまして、目の前に積み重ねられたそ

の業務を推進することに、まずは全力を注いで

いかなければならないと。もう少し中長期的な

課題に対して、課題の分析を進め、具体的な政

策を立案していくということにかける時間がな

かなか取れなかったのではないかと反省をして

いるところでありますので、改めて働き方の改

革を進め、より戦略性の高い政策の立案・推進

に力を注いでいかなければならない。また、そ

のためには、職員間のさまざまな協議の時間を

取るのも重要でありますし、また、各分野にわ

たる専門家の方々の知識、専門的な情報なども

積極的に取り入れて、これからの政策に反映さ

せていく必要があるものと考えております。 

 いずれにいたしましても、私の思いは、これ

からも、折に触れ、職員の皆様方にしっかりと

お伝えしていかなければいけないと思っており

ます。 

【山田(朋)委員】 職員間の議論とか、専門的な

知見とかも、もっともっと取り入れながら、よ

りいい政策立案をしていきたいという知事の思

いがあられるようです。そして、知事は、折に

触れて、直接職員に対して思いというものを伝

えていくというお話でございました。 

 今も訓示や部課長を通して知事の思いという

ものは伝えてきたと思うんですけれども、お忙

しいかとは存じます。山積する県政の課題も多

くある中においてですけれども、ぜひ、じかに

職員と働き方も含めて話をする機会というのも

設けていただきたいと思います。私は、それは

決して無駄ではなく、この県庁で働く職員の皆

さんというのが、この長崎県の発展においては

不可欠な、とても重要なところと私は思ってお

りますので、ぜひそういった機会を設けること

についての知事の考え方を、簡単で結構ですの

で、お聞かせください。 

【中村知事】 先ほどもお話をさせていただきま

したように、これまでも仕事上でいろいろ職員

と意見交換をする場もありますし、あるいは、

いろいろな会合の場で話をさせていただくこと

もあります。今後とも、いろいろな機会を捉え

て、私の思いはお伝えしていかなければいけな

いと考えているところであります。 
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【山田(朋)委員】 知事が直接話をするのは、部

課長の方、部長か課長か、そういった方々にな

ってくるかと思います。じかに、担当の方とか

も含めてお話をいただいているということであ

れば、もちろんその仕事を通して、仕事の話を

するのはもちろんですけれども、ここで働く働

き方とか、県庁でいかに働くことによって政策

がもっといいものになるとか、いろんな意見交

換は積極的に行っていただきたいということを

申し上げておきます。 

 ②移転スケジュールについて。 

 県庁舎移転により、いわずとしれたことです

が、業務が停滞してはなりません。移転スケジ

ュールについて伺います。 

【上田総務部長】 移転スケジュールでございま

すけれども、11月の末に県庁舎は完成の予定で

ございます。 

 その後、準備を行った後に、12月28日から1

月初旬の年末年始休暇、並びに1月中の土日、

それと平日の夜間の一部、こういった日にちを

活用しまして、１月下旬までには移転を完了し

たいと考えているところでございます。 

【山田(朋)委員】 11月末完成で、年末年始休暇

と土日、平日の夜間を使いながら、1月の下旬

までに完了するということであります。 

 部ごとで引っ越しをするとかいうお話も聞い

てはおりますが、県庁の来訪者が1日約1,000人

いるとお伺いいたしました。その方々が困るこ

とがないように、どこの部局がいつ引っ越しを

しているとか、そういったこともきちんと広報

を通して、県民にそういったことで不利益がな

いようにしていただきたいということをお願い

申し上げておきます。 

 ③什器の購入について。 

 県庁移転の際には、机、いす等を持って行く

と聞きましたが、新しい什器だと、移転の際、

業者が直接新庁舎に納品をします。移転もスム

ーズにいき、パソコン一つですぐに業務が開始

できると考えます。そして、引っ越し費用も抑

えられるのではないかと考えております。 

 県が考えるもったいない精神、使えるものは

使うという考えも理解はしています。しかしな

がら、耐久年数が短いものなど、近いうちにま

た購入しないといけないものがあるのではと考

えております。 

 そこで、ペーパーレスを含むオフィス改革を

進める上では、引き出しがない、もしくは少な

い、安易にレイアウトが変えやすい可動式の机

などが望ましいのではないかと考えております。

総務省等が使用しているような高額じゃない什

器で十分ではないかと私は考えております。再

度、見積もりを取り直し、試算すべきだと考え

ていますが、ご見解をお聞かせください。 

【上田総務部長】 今、委員がお尋ねになられま

した総務省、これはグループアドレスを行って

おります。このグループアドレスは、いわゆる

職員が自由に移動をして業務をこなしていくと

いう、そういう形に合わせた執務環境でござい

ますけれども、そういう際の机、これは委員ご

指摘のとおり、確かに片袖机、固定式よりは割

安になっております。これはそういう経費の部

分だけで申しますと、総務省にあるような机を

入れた場合、これは机だけじゃなくて、職員が

自由に行き来をいたしますので、片方でＰＨＳ、

いわゆる移動式電話をそれぞれが所有しないと

いけない。あるいは、引き出しがありませんの

で、そういった意味では収納ボックスなりを置

かないといけない。そういったものを総合的に

見ないといけませんので、そういった意味では

机だけ見て云々ということでは、これはなかな
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か検討が難しいかなと思っております。 

 ただ、全体的に働き方を含めて、そういった

形で進んでいくケースはあろうと思っておりま

すけれども、現在、私どもが考えておりますの

は、職員の机、いすを全て新規で、委員お尋ね

のように新規で購入した場合と、それから全て

移転した場合と比較しますと、経費的には約4

倍になる見込みでございます。 

 新庁舎で使用する職員の机やいすなどの備品

類については、資源の有効活用と経費の縮減と

いうことで、規格があって、そして、使用がで

きるものは可能な限り転用していきたいという

ことを基本としておりまして、机では、全体的

には現在の半分程度が転用になっていくのでは

ないかと考えております。 

 見積もりの再検討というお話でございますけ

れども、先ほど来のグループアドレスについて

どうするかという、これは業務の進め方、ある

いは書類の量、こういったものの取扱いと密接

にかかわってくる話でございますので、そうい

った意味では経費のみでは検討はなかなか難し

いと私は思っているところでございます。 

【山田(朋)委員】 総務部長からご説明いただき

ましたＰＨＳですけれども、総務省は確かに一

人ずつＰＨＳを持っていらっしゃいました。そ

れは、結構電話の引き継ぎ等に時間がかかって、

そういうのが効率よくなるということでそうい

うふうにされているとお聞きをしました。これ

は、固定電話でも全然大丈夫なんですよ。グル

ープアドレスというのは、一つの課ごと、グル

ープごとのところに机、そこを自由にという話

でございます。 

 そして、紙の量のことがありましたけれども、

私は以前調べたことがあります。長崎県の本庁

舎でコピーしている枚数を確認したところ、積

み上げていくとスカイツリーの7.7倍ぐらいの

紙の量です。私は議会に入って一番びっくりし

たのは紙の量です。それで、そういったものを

ペーパーレスしていくには、いつまでも片袖机、

引き出しがあれば要らないものも絶対ずっと残

っています、前の担当者からの引き継ぎとかで

すね。どんどんＰＤＦ化をしたりして、物を少

なくしていくこと、本当にこれは徹底的にやら

ないといけないことと思っております。 

 先々、働き方改革がこれだけ議論されている

中です。グループアドレス、そして、フリーア

ドレス等の検討も行うことも踏まえた上で、本

当にぺ―パーレスとかやる気があるんだったら、

私はこの際、そういったものも再度見積もりを

取ってみることをお願いしたいと思っておりま

す。 

 今の時代に合った働き方、そして、本当にそ

れこそ環境にやさしい働き方をしていただきた

いと思っていますので、総務部長、ぜひお願い

を申し上げます。答弁をお願いします。 

【上田総務部長】 グループアドレス、これはグ

ループ内で共同して複数の業務を行っていく場

合には、ペーパーレス化、あるいはコミュニケ

ーションが活発化するという効果が非常にある

と考えております。しかしながら、県庁の現在

の業務ですけれども、どうしても補助金交付、

あるいは許認可の事務、あるいは免許等の交付

や申請書の審査事務など、書類を扱わざるを得

ない部署、これが多うございまして、グループ

アドレスを直ちに導入するというのは、業務の

実態から難しいと考えており、新しい働き方の

流れの中で、今後の検討課題として、私は関心

を持ってまいりたいと考えているところでござ

います。 

【山田(朋)委員】 ぜひお願いをしたいと思って
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おります。 

 京都府、そして総務省、北九州市の東京事務

所等、取り入れているところもありますので、

その部署によって導入できるとかいろいろある

と思いますけれども、興味を持っていただいて

いるようでございますので、ぜひ前向きにご検

討いただきたいと思います。 

 ④グループアドレス導入について 

 次に、グループアドレスの導入についてです。 

 私は先日、総務省にフリーアドレスの視察に

伺いました。フリーアドレスとは、行政におい

てグループごとの机に自由に着席し、個人専用

のスペースを設けず、徹底的にペーパーレスを

行い、創造的に仕事をすることを言います。 

 平成27年1月から電子政府を担当する行政情

報システム企画課のフロアからスタートをし、

袖机廃止、書棚廃止、ロッカーのスペースダウ

ン、ペーパーレスを徹底、以前は40名が執務し

ていたところに、80名の倍の人数が執務可能と

なり、残業が30％削減、コピーの枚数も50％削

減、新たに会議可能スペースが5カ所、リフレ

ッシュルームまで設置ができたという成果が上

がっております。 

 せっかくの移転という好機に、私はフリーア

ドレス、グループアドレスの導入を検討できな

いか、伺います。 

 今、総務部長の方でご答弁をいただきました

ので、端的にでございますが、こういったこと

も見据えて検討いただきたいということをお願

いしたいと思います。再度お願いします。 

【上田総務部長】 先ほどご答弁させていただき

ましたように、これは働き方を見直す際には、

その働く対象としては、当然ながらその客体、

何を対象にしながら業務を行っているかという

ことを念頭に置かないといけないと思っており

ます。不要な書類、こういったものはペーパー

レス化していくことは当たり前でございますけ

れども、そういった中でも、やはり県庁の業務、

どうしても先ほど申しました、補助金関係、あ

るいは許認可関係、免許交付、あるいは申請書、

こういったものを取扱う業務というのが、全庁

的に底辺としてございます。そういった意味で

は、担当制で業務を行っているということもあ

り、グループアドレスを直ちに導入するのは、

実態としては非常に難しいというふうに考えて

おります。 

 ただ、新庁舎におきましては、作業の効率化

を図り、働きやすい環境を整えますため、執務

室の中央に、職員間で必要な時に協議が可能な

共用の打ち合わせスペースを設けます。あるい

は、来庁者がいらっしゃった際の打ち合わせス

ペースも設けていこうと思っております。 

 あるいは、それぞれの職員が一時期集中的に

業務にはまっていくということで、そういう集

中スペースというものも設けたり、そういった

意味ではグループウエアということではござい

ませんけれども、職員の机、いすはそれぞれ固

定式ではございますけれども、レイアウト全体

で働きやすい、共同で検討しやすい、そういう

職場環境を目指して、現在、進めているところ

でございます。 

【山田(朋)委員】 今、お話がありましたフリー

アドレス、グループアドレスの件もそうですけ

れども、県庁内の働き方改革について、平成24

年に検討したと聞いております。それから5年

が経過をし、まさに国を挙げて働き方改革を進

める今、再度フリーアドレスを含め、テレワー

クやフレックスタイム導入など、働き方改革の

再検討をすべきだと私は考えております。ぜひ

検討いただきたいと思いますが、ご見解をお聞
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かせください。 

【上田総務部長】 いわゆる働き方、これは私ど

もも事業、業務を進めていくプロセス、これを

効率化しようということで現在進めております

ので、そういった中で現状の行政業務、あるい

は政策形成業務、こういったものに支障がなく、

かつ、さらに効率的に職員が業務を行えるよう

な環境づくり、これを働き方改革を含めて進め

ていきたいと考えているところでございます。 

【山田(朋)委員】 平成24年に検討してから、本

当に5年が経っております。今の時代に合った

働き方改革を検討していただくことをご期待申

し上げたいと思います。 

 知事におかれましては、総務省や北九州市役

所東京事務所など、先進地の視察をご提案申し

上げます。可能でありましたら、民間の先進地

も含め、じかに見て、県庁の働き方改革の中で

前向きに取り入れていただきたいと思いますが、

知事のご見解をお聞かせください。 

【中村知事】 私もフリーアドレスなのか、グル

ープアドレスなのか、画期的な取組を進めてお

られる民間企業を視察させていただきました。

その際、県庁でこういったシステムが導入でき

るだろうかと、こう考えましたけれども、先ほ

ど総務部長からお話もさせていただいたように、

さまざまな書類で、いわゆる個々の職員が独自

の担当領域を持って仕事を進めている中では、

直ちにはなかなか難しい部署もあるだろうと、

こう考えているところであります。 

 いずれにいたしましても、働き方改革を含め

て、県民の皆様方と協働しながら、新たに県勢

の発展を目指していくというのが我々の使命で

ありますので、職務環境のあり方等については

継続して検討を進めてまいりたいと考えており

ます。 

【山田(朋)委員】 ありがとうございます。 

 このフリーアドレスですけれども、グループ

アドレス、ＢＣＰにも非常に有効であります。

熊本のような、もしかしたら本県にもそのよう

な災害が起きるかもしれません。そういった時

にもパソコン一つですぐ業務にかかれる、そう

いう状況をつくっているということは、私は非

常に有効と思っておりますので、併せて知事か

らも比較的前向きなご答弁もいただいたのかな

と思っておりますので、ぜひご検討いただきた

いと思います。 

 2、里親育成支援事業について。 

 （1）広報啓発について。 

 今年度の里親研修の実施状況を見ますと、土

日開催の割合が多くなっています。出前講座に

ついては平日開催が多い状況にあります。研修

や出前講座に多くの人に参加してもらうために

は、その日程設定においても配慮が必要であり、

特に、新規里親を開拓する出前講座については、

土日での日程設定などの開催日の工夫が必要と

考えております。そういった配慮を考えていな

いのか伺います。 

【永松こども政策局長】 里親の新規開拓を目的

とした出前講座を含め、里親制度の広報啓発に

つきましては、平成26年度から外部委託を実施

しております。また、出前講座につきましては、

事業を受託していただいております里親育成セ

ンターにおいて、開催する市町と具体的な日程

調整などを行っております。 

 今年度におきましては、地元市町とも協議の

上、講座に参加した方々から、おのおのお住ま

いの地域の方々へ制度の周知を図っていただく

ことを目的とし、民生委員など福祉関係者を中

心とした講座を開催した地域もあり、それらの

方々の集まる日に合わせたことが、平日の開催



平成２９年２月定例会・予算決算委員会（総括質疑）（３月２日） 

- 45 - 

が多くなった要因の一つというふうに聞いてお

ります。 

 出前講座を開催する目的は、多くの県民の皆

様に里親制度に関してご理解いただき、関心を

持っていただくことにありますので、できるだ

け多くの方々に参加していただけるよう地元の

ご意見もお聞きしながら、今後とも開催日の工

夫などを行ってまいりたいと考えております。 

【山田(朋)委員】 出前講座は、今年度16地区で

開催をされていますが、可能な限り多くの地域

においても実施していただきたいと思っており

ます。特に、離島地域での出前講座の開催がで

きないのかを伺います。端的にお願いします。 

【永松こども政策局長】 これまでも出前講座の

開催に当たりましては、できる限り多くの県民

の皆様に参加していただけるよう、センターと

も協議しながら拡大を図ってきたところであり

ます。 

 平成29年度におきましては、これまで未実施

であった離島地区での開催も予定しているとこ

ろであり、今後、実施に向け､地元市町のご協力

もいただきながら、里親育成センターとも協議

を行うことといたしております。 

【山田(朋)委員】 離島での開催をぜひお願いし

たいと思います。滋賀県では、里親の委託率が

4割を超える状況ですが、中学校区に1家庭以上

を目標として、フォーラムなどの開催を通じた

積極的な里親募集登録を進めています。新聞の

見出しにも、「里親、全県域で募る」との記事

もありました。里親確保のため、広報啓発の取

組として､県では平成23年度にシンポジウムを

開催しているようですが、こうした取組は効果

的ではないかと考えております。 

 次年度の里親に関する周知啓発活動に関して､

県はどのように考えているのかお尋ねします。 

【永松こども政策局長】 里親制度に関します周

知啓発活動につきましては、委員ご指摘のシン

ポジウムの実施なども選択肢の一つとは思いま

すが、里親の地域偏在の問題もあることから、

その解消のため、まずは県民の身近な地域で実

施する出前講座の開催地域の拡大に取り組んで

いくことといたしております。 

 また、加えて､10月の里親月間において、集

中した広報啓発活動も考えております。県民の

周知啓発の強化も図ってまいりたいと考えてお

ります。 

【山田(朋)委員】 近年、高齢化を理由にやめる

世帯が増えてきています。若い世代の登録を促

すため、長期休暇期間だけ育てるホームステイ

型、各制度の周知に力を入れていただきたいと

思っております。滋賀県のように、子どもが転

校しないで済むように、中学校区ごと一里親を

目標に、ぜひ頑張っていただきたいとお願いを

申し上げます。 

 3、女性の再就職応援事業費について。 

 （1）ウーマンズジョブほっとステーション

について。 

 昨年4月から長崎市以外の広い範囲で女性の

就労を支援するために巡回相談がスタートをし

て、間もなく1年になります。 

 現在までの利用状況はどのようになっている

のか、また、相談者への対応、フォローはどの

ように行っているのか伺います。 

【吉浜県民生活部長】 巡回相談につきましては、

今年度から県内9地域で60回を予定し、実施を

しているところでございまして、1月末までに

47回実施し、利用状況は延べ相談者118名、託

児の利用が46名、就職された方は11名となって

おります。 

 相談者に対しましては、経歴や前職などを踏
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まえた強みの把握、仕事の選択肢の提示、目標

設定と活動計画策定、必要な資格取得のための

情報提供など、相談者の段階に応じましたきめ

細やかな対応を行っております。 

 また、次回の相談日を案内いたしますほか、

定期的な電話による状況把握、助言などにより

まして、継続した支援につなげているところで

ございます。 

【山田(朋)委員】 長崎市以外に住んでいる方々

がなかなかこのウーマンズジョブほっとステー

ションを利用できないということで巡回相談を

スタートしていただいております。本当にあり

がたく思っておりますが、その中で、相談者が

遠隔地に住んでいるということで不利益をこう

むらないように、フォローをきちんとしていた

だきたい。今､県民生活部長の答弁の中で、定期

的に電話をしたり、次回の予約をしたりとか、

できる限りのきめ細やかなことをやっていただ

いているのかなとは思っておりますが、来年度

の巡回相談の実施をどのように考えているのか

を伺います。 

【吉浜県民生活部長】 巡回相談につきましては、

来年度も機能をより充実しながら継続して実施

していくこととしております。 

 具体的には、今年度3地域のみでありました

託児サービスの提供を、平成29年度は全地域に

拡充しますほか、就職支援セミナーを実施する

など、巡回相談の機能充実を図っていくことと

しております。また、巡回相談の実施場所につ

きましても、より利用しやすい環境となります

よう、開催地の市町と協議をしているところで

ございまして、今後とも、市町やハローワーク

など関係機関等と連携しながら、女性の就労を

支援してまいります。 

【山田(朋)委員】 全会場での託児の実施など、

充実をされるようですが、やはり月1回程度で

は十分でないと私は思っております。いつでも

相談できるようになることが望ましいと思いま

す。巡回相談の結果も踏まえながらになるかと

思いますが、これまで要望してきました、まず

本県第2の都市であります佐世保市にウーマン

ズジョブほっとステーションのサテライトオフ

ィスの設置について引き続き要望をいたします。 

 終わります。 

【橋村委員長】 改革21の質疑を続行します。 

 吉村正寿委員。 

【吉村(正)委員】 皆様、こんにちは。 

 改革21、民進党の吉村正寿です。 

 山田(朋)委員が残された時間を私の質問時間

とさせていただきましてありがとうございます。 

 質問させていただきますが、単位時間当たり

の発言量が山田(朋)委員の大体3分の1から4分

の1ぐらいじゃないかなと思いますので、お伝

えできる情報は少なくなると思うんですが、そ

の分よく執行部の皆様にはかみしめていただい

て、お答えいただければと思いますので、どう

ぞよろしくお願いいたします。 

１．歳入について 

 長崎県執行部の皆さん、知事を筆頭として、

大変苦しい財政状況の中で、四苦八苦しながら

の予算の組み立てというのは大変だなと思いな

がら、私も今回質問するに当たって、歳出面ば

かりをやるんじゃなくて、これはひとつ歳入面

をやってみようかということで今回質問させて

いただきました。 

 なぜ歳入をやるのか。とても気になる項目が

あるんですね。何回かこの一般質問でも取り上

げたことがあるんですが、それは臨時財政対策

債です。 

 まずは、この臨時財政対策債について、言葉
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はもうどなたもよくご存じなんですけれども、

中身も、私も近頃揺らいでいるんですよ。財務

省にちょっとあることで相談したら、今までの

考えと全然違うことを言われたものですから。

まず、県の執行部の皆様と、この臨時財政対策

債とはどういうものかという言葉の意味を、お

互いきちんと同じくしたいと思うんですね。 

 それで、私が、地方議員、もうかれこれ市議

会議員時代からすると10年になるんですが、や

はり長崎市議会においても、この臨財債を起債

して発行していました。その時に執行部から受

けていた説明というのは、臨財債というのは、

地方交付税交付金を長崎市も受けているんです

けれども、その地方交付税交付金を受けるんで

すが、全額現金で受けるというのが基本なんだ

と。ところが、国の財政が苦しいので、今、地

方交付税交付金特別会計に、長崎市なら長崎市、

長崎県なら長崎県、佐世保市なら佐世保市とい

う交付税を受ける団体に全額現金を配ることは

できないと。でも、どうしてもやっぱり必要な

経費でしょうから、その分についてはそれぞれ

の地域で起債をしてくださいと。その起債枠を

臨時財政対策債ということで許可した枠が臨時

財政対策債の枠なんですよと。 

 だから、「使わなければならないとかいうの

ではなくて、長崎県が我慢して使わなければ使

わなくていいし、使うんだったら使えばいいじ

ゃないか」みたいな言い方をされるわけですよ。

ちょっと待てと、私が聞いたのは、「国が現金

で用意できないから、その分を地方が苦しい中

でも債権を発行しているんじゃないか」と言い

返したんですけど、「いやいや、使わんなら使

わんでいいじゃないですか。別に無理して使う

必要ないですよ」と、おまけに借金なのにみた

いな言い方をされたんですよね。 

 それで、長崎県も、臨時財政対策債を発行し

ている団体として、臨財債についてはどういう

ふうなお考えをお持ちなのかということをまず

確認をさせていただきたいと思います。 

【上田総務部長】 この臨時財政対策債、これは

平成13年度から措置されておりますけれども、

委員、当初お話になられましたように、やはり

国の財源不足が大きくなった結果、交付税につ

いて一部、いわゆる地方の借金、起債で補って

もらうと。その償還原資については、もともと

地方交付税の不足分ということで後年度補塡を

行っていくと、そういう趣旨で創設されて、現

在活用させていただいている、そういう状況で

ございます。 

【吉村(正)委員】 今のお答えだと、ちょっとよ

く理解できないというか、私が理解していた臨

財債というのは、要はもう臨財債イコール地方

交付税交付金ですよという考え方でした。それ

は、県が出しているこの予算書にも、臨財債と

地方交付税交付金と一緒にまとめて一つの欄に

書いてありましたよね、マトリックスの中に。

やっぱりそれでいいんだと最初は思っていたん

です。ところが、どうもそれが違うみたいです

よという話を皆さんにしたところ、いや、やっ

ぱり私のでいいというので、一体どっちが本当

なのかなというか、何か中央の頭のいい官僚に

だまくらかされているような感じがとてもした

ものですから、県の皆さんでさえ、そういうふ

うだったら、ましてや長崎県内はほとんどが地

方交付税の交付団体ですよね。不交付団体はな

いはずですよ、長崎県内は。となれば、長崎県

はある程度の財政規模を持っているんですけれ

ども、財政規模が脆弱なもっと地方の市町に行

くと、この地方交付税交付金のとり方一つで、

要は危機的な状態に陥る可能性もあるなと。幾
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つもこういう場合、こういう場合というのはあ

るんですが、それをここで申し上げるのもちょ

っと時間もありませんのでやめておきますが、

そういう意味で地方交付税交付金については、

やはりこれを借金で、後から地方に手当てさせ

るというのではなくて、きちんと現金で国から

もらってくるという努力をもっとしていいんじ

ゃないかと。 

 要は、地方交付税交付金については臨財債を

発行できるんだから、まあいいよと。その臨財

債の償還分については、利子も元本も全部国が

100％後年度見てくれるから、地方財政に痛い

ところは全然ないじゃないか、もういいよとい

う考えにもしあるんだったら、それはぜひ改め

ていただきたいと思います。 

 なぜかというと、今年度の長崎県の予算もそ

うですが、借換債とか、そういうものが非常に

多くなっていますよね。臨時財政対策債は、1

年の中のその自治体が使う需要額に組み込まれ

ていくんですね。ということは、借換債もそう

ですけど、この地方交付税交付金も、要は、借

金の先送りになっていく。それも借金を借金で

返すためだけれども、その年に返し切らんから、

借金で返すんだけれども、それさえも先送りに

なってしまうという、とても質の悪い自転車操

業になってくるというふうに思うんですよね。

これはどこかでやめて、臨財債の分だけでも早

く真っさらにしないと、県は今、基金がなくな

って大ごとだという話をしていますけれども、

基金の枯渇以上に質の悪い借金だと思うんです

けれども、そのあたりはいかがでしょうか。 

 自分の財布に置きかえてみたらよくわかると

思うんですけれども、あるサラ金から借りてき

ました。サラ金には明日返さなければいけませ

ん。明日返さなければいけないけれども、その

明日返さなければいけないお金を、また別のサ

ラ金から借りてきましたというような状況と全

く一緒じゃないかと私は言いたいわけです。 

 ほかのことだと思ったんです。ちゃんと借金

は借金としてあるんだけれども、それはちゃん

と親が面倒を見てくれるんだと、親が借金の支

払日にはちゃんと、「ほら、これ、ちゃんと払

っておけよ」と言ってくれるものだというふう

に思っていました。ところが、それがどうも違

うぞというふうな感じになってきたし、（発言

する者あり）それでどういうふうにお考えです

かということをずっと聞きたかったんですが、

私が思うような回答が得られないものですから

長くなって申し訳ございません。 

【上田総務部長】 委員ご懸念を持たれていると

いうことでございますけれども、臨時財政対策

債、この元利償還額につきましては、法令上、

後年度の地方交付税の基準財政需要額に全額を

算入するということが定められております。措

置をするということになっておりますので、平

成28年度の地方交付税算定におきましても、実

際の償還額とほぼ同額の240億円が措置されて

いるところでございます。 

 ただ、委員ご指摘のように、いわゆる借金に

は変わりございません。そういった意味では、

財政の健全性の観点からは、やはり本来的には

全額地方交付税として現金で交付をしていただ

くべきものと思っているものでございます。 

 そういうこともありまして、例年の政府施策

要望におきましては、臨時財政対策債の発行等

によることなく、法定率のさらなる引き上げに

よる必要な地方交付税の確保、こういったこと

につきまして、国の方にも要望をさせていただ

いているところであります。 

 将来、これが返ってこないかもしれないとい
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うお話でございますけれども、ここの部分につ

きましては、法令上、地方財政措置を講ずると

いうことでしっかり明記をされております。そ

ういった意味では、これは地方交付税という中

のものということで私たちも確保を図り、財源

として活用させていただいているところでござ

います。 

【吉村(正)委員】 私も、地方交付税交付金につ

いては、随分と担保を探してみたんですけれど

も、とうとう見つけ出すことができなかったん

ですね。100％措置するとか、あと、その償還

分の元利については100％国でちゃんと交付税

措置をするとか、そういったことがどこにちゃ

んと法律として明記してあるのかということが

わからなかったものですから、それは明文化し

てある部分を、後から私にもいただければいい

と思うし、ほかの委員も興味があるところだと

思うので、よかったらお配りいただければと思

います。委員長におきましては、取り計らいを

お願いしたいと思います。 

 前回の時もそういう答えで今回もそういう答

えなので、この地方交付税交付金のことについ

ては危機感を持ってやっていらっしゃるのかな

という疑問しか湧いてこなかったんですが。 

 ということで、ちょっと皆さんのお答えの中

に入っていましたが、地方交付税交付金に頼る

のではなくて、地方交付税交付金を1円でも多

く現金でもらってくる、現金でちゃんと長崎県

の口座に振り込んでもらう。そのための努力が

今のところ、要は国に対して陳情しているんで

すよとか、そういうことだけだったんですけれ

ども、ほかにないですか。 

【上田総務部長】 これは地方交付税をいかに確

保するかという意味での取組でございますので、

国に対しまして、その政府要望の中で種々提案

もさせていただいております。人口減少対策の

補正措置の充実、あるいは僻地の加算措置、こ

ういったものの充実対策、こういったものをし

っかり取り組ませていただいているところでご

ざいまして、総務省の方にも、提案内容につい

ては要望の折ならず、実情についてご説明し、

地方への制度の充実というのを現在働きかけを

進めてきているところでございます。 

 国自体も、いわゆる総務省自体も、やはりこ

の臨時財政対策債を何とか減らしていきたいと

いうことで、法定率の引き上げ等を、国自体に

おきましても財務省の方に要望を概算要求等で

出されているところでございまして、そういっ

た意味では、交付税の確保に向けて地方も頑張

っておりますし、国自体も受け止めていただい

て取組がなされていると考えているところでご

ざいます。 

【吉村(正)委員】 さまざまなお取組をされてい

るということについてはわかりましたが、ぜひ

成果が出るようにお願いをしたいと思います。 

 この臨財債についてですが、次年度予算につ

いても臨財債プラス地方交付税交付金というこ

とで積み上がっていますので、減らすという方

向を明確におっしゃってくださいましたので、

じゃ、どうやって減らすのかということも追々

明らかにしていただければと思います。こうい

う状況にあって、なかなか簡単じゃないと思う

んですよね。 

 それで、今、長崎県がいろんな施策をやられ

ています。チャレンジ2020にしてもそうです。

要は、いかにこの町の税収を上げていくかとい

うことですよね。人口を増やし､仕事を増やしと

いうことは、この町に落ちる税金、この県に落

ちる税金をどうやって増やしていくかというこ

とがやっぱり重くのしかかってくると思うんで
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すよね。それを達成するために、いろんな予算

措置を講じながら、手当てを県はしているわけ

ですね。 

 だから、いろんなお金というのは行きっ放し

じゃなくて、やはり県に戻ってくるべきものの

お金だと思うんですね。そういった場合に、税

収を上げる努力を、今、私が申し上げたいろん

な施策のほかに、単純に言えば、県税の賦課率

をちょっと上げましょうかとか、そういったこ

とにもなってくるんでしょうけれど、増税とか、

そういう簡単な方向じゃなくて、もっと戦略的

なことで、こうやってもうちょっと上げようと

思いますということがあれば、チャレンジ2020

以外で、あれはもうあれとして1つの税収アッ

プの施策でしょうから、何かあればお願いしま

す。 

【上田総務部長】 現在、企業誘致の推進とか、

あるいは製造業の付加価値向上などの各種経済

活性化策、あるいは県内就職促進対策による人

口減少対策を推進しておりまして、こういう取

組は税源の確保の上でも重要であり、引き続き

取り組んでまいりたいと考えております。 

 また、長崎県地方税回収機構による徴収対策

や個人住民税の特別徴収制度の徹底、あるいは

ふるさと納税の推進などを鋭意進めますととも

に、県有財産の売却や有効活用、貸付金回収な

ど、行財政改革プランにおける収支改善の取組

を一層進めて、自主財源の確保に努めてまいり

たいと考えております。 

【吉村(正)委員】 積み上がった債務、返済に猶

予はないと思います。こうやって会議をやって

いる間でも、利息はどんどん、どんどん膨れ上

がっていっているわけですから、子どもたちに

借金を残すことなく、豊かな明るい長崎県を、

できれば税のたくさんとれる長崎県を後につな

げていきたいと思いますので、皆様方、どうか

先頭に立ってよろしくお願いしたいと思います。 

 まとまらない質問で申し訳ございませんでし

た。ありがとうございました。 

【橋村委員長】 総務部長、先ほど資料をという

話がありましたけれど、臨時財政対策債の件に

ついては、個別に疑問があられる方は質問して

いただくということで、財政課長なり、ご説明

に出向いておいてください。 

 続いて、公明党の質疑を行います。 

 なお、質疑時間は、答弁を含め25分でありま

す。宮本委員。 

【宮本委員】 公明党の宮本法広です。通告に従

いまして、いただきました25分間、全力で質問

をさせていただきます。 

 1、医療分野におけるＩＣＴの推進。 

 （1）「あじさいネット」による地域医療構

想支援事業について。 

 あじさいネット、これは、長崎県が全国に誇

れる医療ネットワークであります。あじさいネ

ットの詳細につきましては割愛をさせていただ

きますが、来年度当初予算におきまして、本事

業費といたしまして約2,825万円が計上されて

います。 

 本事業におきまして、医療機関や他職種の意

見を取り込みながら、あじさいネットへの参加

を促す、強化することを目的として、プロジェ

クトマネージャー及び補助事務員の人件費も計

上されております。 

 あじさいネットへの加入、これがもちろん大

前提となりまして、ここが非常に重要であると

私も考えております。 

 地域別で見ますと、特に、県北地域での県北

医療機関における強化をもっともっとすべきで

あると、私は考えております。その中におきま
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しても、薬局における推進、ここがこの医療ネ

ットワークが大きく広がるポイントになると私

は考えております。 

 そこで、このプロジェクトマネージャーを活

用いたしまして、どのような形で参加を推進し、

促していかれるのか、お尋ねをいたします。 

【沢水福祉保健部長】 あじさいネットは、現在、

32の情報提供病院と、その情報を閲覧する診療

所、あるいは薬局など291の施設が参加してお

りますけれども、委員ご指摘のとおり、佐世保

県北医療圏の参加率は、情報提供病院が4病院

にとどまるなど、長崎医療圏あるいは県央医療

圏等に比べて低くなっている状況でございます。 

 来年度からは、システムに精通いたしました

プロジェクトマネージャーが、救急医療機関、

あるいは薬局等を、訪問等により参加勧奨を行

うほか、佐世保市の救急応需システムとの連携

を検討するなど、佐世保県北医療圏の参加機関

の拡大を図ってまいりたいと考えております。 

【宮本委員】 プロジェクトマネージャー、この

方たちが、やはりキーマンになると考えており

ます。大きい単位ではなくて、小さい単位で核

となる方々に対して、一点突破でしていくこと

が、私は重要であろうかと考えておりますから、

どうかそのような活動もしていただきますよう

に要望をさせていただきます。 

 現在、五島市におきまして、薬局連携のＩＣ

Ｔを活用した調剤情報共有システムというもの

が稼働しております。このシステムに関しまし

ては、同僚議員が一般質問をし、行政に働きか

けて稼働しているという非常にすばらしいシス

テムでございます。そしてまた、現場、利用者

からも大変好評であります。 

 今後の展開といたしまして、五島市における

共有システムは、まだあじさいネット網と接続

をしておりません。このあじさいネット網と接

続をすることによって、医療機関の電子カルテ

が見られたり、薬局における薬歴の情報の閲覧

であったり、在宅におけるモバイル端末への運

用活用というのが非常に幅広くできるようにな

ってくるわけであります。 

 医療分野におけるＩＣＴを活用する、推進と

いう面から、そしてまた在宅医療を大きく推進

していくという観点から、このようなシステム

構築において、県が何か支援できないかと考え

ますが、これに関してはどうでしょうか。 

【沢水福祉保健部長】 五島市の調剤情報共有シ

ステムにつきましては、市内の全薬局が参加を

し、薬剤師による服薬指導、あるいは相談対応

のほか、調剤履歴等を市、医療機関、消防が共

有することで、救急搬送時の薬歴確認等にも活

用されているとお伺いしております。 

 あじさいネットと接続することで、委員ご指

摘のとおり、在宅医療での活用や本土の医療機

関等との情報共有ができるようになることから、

現在、五島市が地元薬局等と調整を行っている

ところと聞いておりまして、今後、県としてど

のような支援ができるのか、検討をしてまいり

たいと考えております。 

【宮本委員】 もう少し具体的に質問させていた

だければと思います。 

 先ほど申しましたプロジェクトマネージャー、

この方たちも、五島にはもちろん行かれるんで

すよね、お尋ねいたします。 

【沢水福祉保健部長】 プロジェクトマネージャ

ーは、各地域のシステムを含めて、あるいは参

加勧奨も含めて、あじさいネットの活用をさら

に図っていくために配置をするわけでございま

すので、五島にも参る予定と伺っております。 

【宮本委員】 であるならば、恐らくこれは加速
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度的に進むはずであります。 

 このプロジェクトマネージャーたちが五島に

行かれて、そして薬局の方々とお話をし、あじ

さいネットの良さをもっともっとアピールする

ことによって、このシステムが構築される。そ

うするならば、在宅医療、そしてまた、いろん

な医療機関との連携が可能になり、他地域との

薬局連携が可能になります。そうすることによ

って、非常に住みやすいまちづくりにもつなが

っていくことは事実であります。 

 ですから、これをできるだけ早めに、来年度

ぐらいにはシステムが構築できないかと考えま

すが、いま一度答弁をお願いいたします。 

【沢水福祉保健部長】 来年度のシステム構築、

そこまで進むかどうかというのは、これからプ

ロジェクトマネージャーを配置するあじさいネ

ットの運用をしております事務局ともよくよく

協議をして、さらにこのあじさいネットを活用

する参加機関が増えるように取組を進めてまい

りたいと考えております。 

【宮本委員】 ぜひとも、一日でも一年でも早く

システムを構築し、現場で活用を促すことがで

きるようなシステム構築を促していただきたい

というふうに、強く強く要望をしておきます。 

 そしてまた、この調剤情報共有システムとあ

じさいネット網とをつなぐネットワークが、壱

岐市でも今始まっておりまして、平成29年の中

ごろに稼働予定であります。 

 五島市におけるシステムと壱岐市におけるシ

ステム、これは医療ネットワークにおいては非

常に大事なポイントになりますから、五島市、

そして壱岐市、これをモデル地域として県下各

地域に広がっていく、薬局にもずっと広がって

いくようなことができないかと考えますが、県

の見解をお尋ねいたします。 

【沢水福祉保健部長】 あじさいネットに調剤情

報を取り込んで、医療機関と薬局との連携、あ

るいは在宅医療で活用するということで、五島

市の先行事例や、壱岐市で現在開発中のモバイ

ル端末の利用が可能なシステム、こういうこと

を踏まえまして、今度配置を予定しております

プロジェクトマネージャーを中心に検討会を開

催するなどして、県内各地域への普及を目指し

て重点的に議論をしてまいりたいと考えており

ます。 

【宮本委員】 この医療ネットワークシステムが

広がると、これは全国にも類を見ないネットワ

ークであります。これは長崎県の強みであり財

産であります。今後、後でも述べます地域包括

ケアシステム、この構築においても非常に重要

なポイントとなりますから、どうか、プロジェ

クトマネージャーを中心にして、システムが構

築できるように進めていっていただくことを強

く要望をさせていただきます。 

 2、認知症施策。 

 （1）離島の認知症施策強化事業について。 

 この事業におきましては、公明党の県議団が

毎年、県に対して提出しております「長崎県政

の施策並びに予算編成に関する要望書」におき

まして、「認知症疾患医療センターについては、

県下の適正配置を推進すること」という項目で、

平成26年度から4年連続、一貫して要望を行っ

てまいりました。この要望に沿った形で、今回

の本事業が予算計上されたこと、これにつきま

しては一定の評価をさせていただきます。あり

がとうございます。 

 約1,230万円計上されたこの事業につきまし

て、お尋ねいたしますが、事業内容を見ており

ますと、離島地区3地区に認知症疾患医療セン

ターを配置とあるんですが、離島の医療圏は3
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つではなくて4つあります。私は、3つではなく

て4つ配置すべきであると考えますが、これに

ついてお伺いいたします。 

【沢水福祉保健部長】 認知症疾患医療センター

は、二次医療圏ごとに1カ所以上を整備するこ

ととなっておりますので、離島の4圏域にも設

置する必要がございます。 

 一方で、その指定に当たりましては、専門医

療機関として人員の配置や検査体制、あるいは

急性期入院治療体制の整備など、解決すべき課

題もございまして、予算編成段階におきまして

は3圏域での設置を目指すこととしておりまし

た。 

 ところが、国の新年度からの制度改正もなさ

れまして、計上予算の範囲内ですね、今、全体

で3地区900万円計上しておりますけれども、そ

の範囲内でも離島4圏域全てで設置可能となろ

うと考えておりますので、現在、各地域の企業

団病院、あるいは医療関係者、市町と設置に向

けた協議を進めているところでございます。 

【宮本委員】 ぜひとも、壱岐、対馬、上五島、

五島、4つ全ての離島医療圏にこれは設置すべ

きと考えます。このことによりまして離島の医

療が大きく開けることは間違いありませんので、

先ほど部長がおっしゃったとおりに、4地区、

ちょっと制度が変わったということであります

から、どうか、その設置に向けて全力投球して

いただければと思います。 

 そして、認知症疾患医療センターにおきまし

ては、基幹型、地域型、そして連携型というタ

イプがありますけれども、離島地区、そしてま

た本土とのスムーズな連携は確保できておりま

すでしょうか、お尋ねいたします。 

【沢水福祉保健部長】 現在設置されております

本土地域の認知症疾患医療センターにつきまし

ては、県全体の拠点病院で、基幹型の長崎大学

病院と連携するとともに、圏域内の連携病院や

かかりつけ医とも協力しながら、地域の認知症

医療支援センターの拠点として活動を行ってい

るところでございます。 

 ただ、今後、設置を目指しております離島地

域のセンターにつきましては、特に島内の医療

資源が限られている、連携病院が少ないという

こともありますことから、本土地区の病院等と

の連携が不可欠であるため、しっかり連携体制

が構築できるように、県としても、センターと

なる病院と一緒になって取り組んでまいりたい

と考えております。 

【宮本委員】 ぜひとも連携というのが大事にな

ってくると考えます。離島の医療圏の方々が認

知症に対して遅れをとらないような形で、しっ

かりと連携の強化も進めていただきたいという

ふうに要望をさせていただきます。 

 （2）若年性認知症に対する取組みについて。 

 これにつきましては、認知症の早期発見につ

ながる大事なところであると私は考えます。認

知症の早期発見につながる若年性認知症の県に

おける取組についてお尋ねいたします。 

【沢水福祉保健部長】 若年性認知症対策につき

ましては、平成27年度から、若年性認知症の人、

あるいはその家族のニーズ把握と支援策を関係

者間で共有いたしますために、意見交換会を開

催しておりますほか、昨年4月からは、基幹型

認知症疾患医療センターであります長崎大学病

院に若年性認知症相談窓口を設置いたしまして、

個別の相談を実施しているところでございます。 

【宮本委員】 相談窓口が、今現在、長崎大学病

院の1カ所にとどまっている状況であります。

設置に向けてはいろんなハードルがあるという

のは承知でありますけれども、今後、こういっ
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た相談窓口を増やしていくこと、これがまずは

大事であると考えます。 

 今後、若年性認知症に対する相談窓口を増や

すということについての見解をお尋ねいたしま

す。 

【沢水福祉保健部長】 認知症対策につきまして

は、認知症サポート医の養成、あるいはかかり

つけ医の研修、市町による認知症初期集中支援

チーム等の設置推進などに取り組んでおります

けれども、まずは身近な地域で認知症の相談が

できるような体制をしっかり構築して、その中

で基幹型、あるいは地域型等の認知症疾患医療

センターと連携を図りながら、若年性認知症に

も対応してまいりたいと考えております。 

 相談窓口のあり方も含めて今後検討していき

たいと思っておりますけれども、若年性認知症

というのは、早期診断、あるいは早期対応の必

要性に加えまして、働き盛りに発症することに

よる経済問題、あるいは自宅に閉じこもり、孤

立化する社会問題など、若年性特有の課題があ

ることから、来年度は、発症初期から高齢期ま

で、本人の状態に合わせた適切な支援を図るた

めのネットワーク構築に向けて検討を進めたい

と考えておりますので、そういう中でもフォロ

ーできるようなことを考えてまいりたいと考え

ております。 

【宮本委員】 そうですね、やっぱりそういった

一つひとつの取組が大事になってまいろうと考

えておりますので、どうかこれは、先ほど福祉

保健部長も言われたとおり、社会的な影響も非

常に大きいものになってきます。ですから、今

回、離島の認知症に対して強化事業が計上され

ていますから、これと併せて、早期発見という

観点から、若年性認知症に対する取組の強化も

考えていただければという思いをさせていただ

いたところであります。 

 3、地域包括ケアシステム構築に向けて。 

 （1）地域包括ケアシステム構築加速化支援

事業について。 

 これは、来年度予算額は約1,680万円で、地域

包括ケアシステム構築加速化支援事業費として

計上されています。この事業について、2~3点

お聞きします。 

 まず、目標設定でありますが、これは2025年

問題として全国的にも取り上げられていること

から、2025年を目標にということはあると思い

ますが、私の考えとしては、2025年を目標にす

ると、これは遅いというふうに考えています。

目標設定に関して、2025年より早く前倒し、1

年でも2年でもいいから前倒しをして構築して

いくこと、これが重要であるというふうに考え

ます。今回の事業におきましては、2025年を目

標にという設定があります。それで果たして加

速化支援事業と言えるのかという疑問が残りま

す。まず、この目標設定に関しての県の見解を

お尋ねいたします。 

【沢水福祉保健部長】 全国よりも早く高齢化が

進んでおります本県においては、地域包括ケア

システムを早期に構築することが喫緊の課題で

あるとは認識をしております。 

 そのため、長崎県総合計画におきましては、

最終的には2025年を100％ということにしてお

りますけれども、まず2020年までに60％の圏域

でシステムを構築することを目標に、介護予防、

生活支援、あるいは医療・介護サービス体制の

整備など、さまざまな取組を進めていくという

ことにしておりまして、さらに来年度からは、

達成度を毎年度確認できるような客観的な評価

を行い、各市町のシステム構築状況を見える化

することによりまして、具体的な課題の抽出で
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あるとか、解決策の検討を促しまして、市町の

具体的な取組を支援することで、2025年よりも

できるだけ早くシステムを構築してまいりたい

と考えております。 

【宮本委員】 スピード感を持って取り組んでい

くことが大事であろうと考えます。社会情勢は

一年一年変化していきますし、介護を受けてい

らっしゃる方々も、日々体調は変化していきま

す。そういったことを考えるならば、目標設定

はどこまででも前倒しをして、できるだけ早い

スパンで構築していくことが大事であろうと考

えますので、どうかよろしくお願いいたします。 

 そして、先ほど福祉保健部長も少し述べられ

ましたが、本年2月4日に、県地域包括ケアシス

テムの評価指標というものが作成されたとの地

方紙の報道がありました。 

 この評価指標を見ますと、非常に細かい分類

で、医療、介護、予防分野、さまざまな分野か

ら、15項目ぐらいでしょうか、評価指標があり

ます。この評価指標をもって100％構築へとい

うようなことがありますけれども、この評価指

標と今回の本事業との整合性は確実にとれてい

ますか、お尋ねいたします。 

【沢水福祉保健部長】 委員ご指摘のとおり、本

県では、本年度、各市町の地域包括ケアシステ

ムの現在の到達点と課題を共有するために、暫

定版の評価指標を作成したところでございまし

て、現在、試行的に市町において評価を実施し

ております。 

 この試行結果を踏まえまして、来年度は、本

事業によりまして本格的に客観的評価を実施し、

その結果に基づき、各市町にシステム構築に向

けたロードマップを策定していただくというこ

とと、その具体的な取組について、県としても

しっかりと市町を支援していくということで、

一定整合性は図られていると考えております。 

【宮本委員】 この評価指標は、非常に細かい単

位になっています。今まで、各市町におきまし

ては、どうやって指標を構築したと言えるんだ

ろうというふうな形で疑問を持たれているとこ

ろも多いと思います。こういった指標があるな

らば、非常に今後進むというふうに考えますか

ら、この指標を踏まえて、先ほど言われたとお

りロードマップをつくり、そういったものをス

ピード感を持って対応していただきたいと考え

ております。 

 そしてまた、ケアシステムの構築におきまし

ては、中学校区を目安にということがあります。

これはもちろんそうではあるかもしれませんけ

れども、中学校区を目安にした日常生活圏内の

21市町を109圏域内という形でされていますが、

もうちょっと細かい単位で見ていくことが大事

ではないかと思います。 

 要は、地域に配置されている介護ケアの事業

所であったり、社会福祉法人が構築されている

施設であったり、地域で頑張っていらっしゃる

施設がたくさんあります。そういったところに

も県として目を向けながら、支援をしていきな

がら、体制を整えていくということも大事であ

ろうという考えますが、これについての見解を

お尋ねいたします。 

【沢水福祉保健部長】 地域包括ケアシステムを

構築していく上で、委員のご指摘のとおり、地

域と密着した社会福祉施設、あるいは事業所と

の連携も重要だと考えております。 

 そのために、本年度作成いたしました評価指

標におきましても、地域の法人が実施する在宅

高齢者への生活支援サービスの提供とか、ある

いは介護人材の育成、地域住民の交流の場とし

て施設を提供することなど、その地域の拠点と



平成２９年２月定例会・予算決算委員会（総括質疑）（３月２日） 

- 56 - 

しての地域貢献活動の状況を評価項目の一つと

して設定をしてございます。 

 今後、その評価を実施することによりまして

各地域における連携状況を把握することができ

ますので、その結果を踏まえて、また市町に対

し先進事例の紹介とか、あるいは助言を行うこ

となどによりまして、市町と福祉施設等との連

携の取組を推進してまいりたいと考えておりま

す。 

【宮本委員】 ぜひとも、そういった形で進めて

いただきたいと思います。 

 そしてまた、この事業におきましては、県内

3地区でモデル事業を進めていくということで

ありますけれども、どこを想定していて、そし

て事業終了後の横展開をどういうふうな形で考

えていらっしゃいますか、お尋ねいたします。 

【沢水福祉保健部長】 モデル事業につきまして

は、県内の圏域を地理的な環境や医療、介護等

の地域資源の状況などを踏まえまして、都市型、

過疎型、離島型の3つに分類をいたしまして、

それぞれの類型ごとに地域包括ケアシステムの

モデルをつくっていくこととしております。 

 モデル地区の具体的な選定に当たりましては、

現在、市町において試行的に実施しております

システム構築状況の評価結果によりまして、3

類型ごとに、進捗が早いと判断した圏域の中か

ら、市町の意向を踏まえ決定してまいりたいと

考えておりますけれども、県の方に今、地域包

括ケア構築支援委員会というものがありますけ

れども、これを協議会ということで新たにつく

りまして、その中で検討をしなから決定してい

くということを考えております。 

【宮本委員】 これも加速化支援事業であります

から、どうかスピード感をもって対応していた

だきたいと考えております。 

 以上で終わります。ありがとうございました。 

【橋村委員長】 しばらく休憩いたします。 

 委員会は、14時50分から再開いたします。 

 

― 午後 ２時４２分 休憩 ― 

― 午後 ２時５０分 再開 ― 
 

【橋村委員長】 委員会を再開いたします。 

 県民主役の会の質疑を行います。 

 なお、質疑時間は、答弁を含め20分です。 

 小林委員。 

【小林委員】 県民主役の会の小林でございます。

20分間、お許しをいただきましたので、質問を

させていただきたいと思います。 

 1、長崎県立・大村市立一体型図書館の建築

工事に係る契約について。 

 （1）公共工事が地域に及ぼす経済効果につ

いて。 

 今回の図書館の入札方式、県立図書館の入札

がございました。その結果と、また、その際の

方式として総合評価落札方式が持ち込まれまし

た。この辺の問題点について、併せてお尋ねを

いたしたいと思います。 

 ただいま申し上げましたように、今年の1月

の中旬ごろ、まさに長崎市に100年以上君臨を

しておりました県立図書館が大村市に移転する

ことが決定をし、今回、その入札が執り行われ

たところでございます。この入札の方法でござ

いますが、総合評価方式でございました。 

 大村市民といたしましては、まさにこの入札

によって、大村にも仕事が少ないということも

あって、それなりに大村の業界の地元業者が落

札をすること、あるいは受注をすることができ

るのではないかと、こんなようなことを期待を

いたしておったところでございますが、なかな

かそれができなかったということであります。 
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 今回の入札の方式は、今言いましたように、

いろいろありますけれども、特に24億7,000万

円という金額を超えておりますので、ＷＴＯの

案件であるということも十分承知をいたしてい

るところでございます。したがいまして、地域

要件という、地元に傾斜された内容のものでは

ないということも十分理解をいたしております。 

 しかしながら、やはり地元大村市民といたし

ましては、その建設工事に当たりまして、約30

億円を超える市民の血税がそこに投入されてい

るのであります。したがいまして、先ほどから

言うように、幾らかは受注できるのではないか

という期待を持っておったところでございます。

しかしながら、残念ながら、それが全く受注で

きる機会がなかったということ。そういうこと

の中で、大変な失望と同時に、怒りを込めたそ

ういう声が聞こえてくるということも事実であ

ります。まず、そのことをしっかり申し上げて

おきたいと思うのであります。 

 そこで、土木部長にお尋ねをいたしますけれ

ども、今回のそういう建設工事、県立・市立一

体型図書館についての建設工事が五十数億円を

超えているということです。五十数億円の公共

工事によって、その地域にどのような経済効果

とか、あるいは雇用の誘発力というものが生じ

てくるのか。まず、そういう50億円からくる公

共工事の効果についてお尋ねをしたいと思いま

す。 

【浅野土木部長】 公共工事の経済波及効果です

が、これを算定する方法といたしましては、産

業連関表を用いた手法があります。これにより

算定される効果は、建設工事に伴う直接効果に

加えて、資材の取引や雇用者の消費支出を通じ

て、他の産業の生産活動を誘発する間接効果も

含みます。 

 仮に、今回の工事の契約予定額約56億円で試

算した場合、経済波及効果は約95億円と見込ま

れ、工事費の約1.7倍となります。 

 また、雇用誘発効果というものがございます

が、これは、今回の試算では約800人の雇用機

会が確保されるというふうに見込まれます。 

【小林委員】 ただいまの答弁で、五十数億円の

状況から、経済効果が大体95億円、約1.7倍とい

うふうな形の中で、雇用の誘発につきましても、

その効果は718人ぐらいになるだろうと、こん

なようなご答弁をいただいたところであります。 

 私は、そういう今の数字、95億円とか、ある

いは700人を超える雇用力、こういう点から考

えましても、公共工事というものが地域に及ぼ

す影響というものは計りしれないものである、

こういう認識の中において、質問を続けていき

たいと思うのであります。 

 （2）今回の入札の結果について。 

 私が今申し上げますように、地元大村市は、

市民の血税として30億円を超えるお金を今回

の建設工事に投入しているという事実は、土木

部長もご案内のとおりであります。 

 したがいまして、地域要件ということが傾斜

できないということは十分承知をいたしており

ましても、やはり市民としては、かすかな期待

とか、あるいは当然という期待感があるという

ことはおわかりいただけると思うのであります。 

 しかしながら、総合評価方式というものは、

勉強してみますと、なかなか奥が深く、非常に

わかりづらいところがあるわけであります。 

 そこで、第1点にお尋ねをいたしますけれど

も、まず、この入札価格は、それぞれ3つのチ

ームが共同企業体として参加しています。一番

高い金額と最低価格というもの、例えば落札し

た企業体が入札した価格、それと同時に最低価
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格というものはどれくらいの差があったのかと

いうことをお尋ねしたいと思います。 

【浅野土木部長】 入札価格の差ですが、最高価

格が51億9,800万円、最低価格が51億1,400万円、

その差が8,400万円になります。 

【小林委員】 8,000万円ですか。まずは、（発

言する者あり）もう一回。（発言する者あり） 

【浅野土木部長】 先ほどの委員の質問は、入札

価格の最高と最低と言われました。 

 今回、入札結果として、落札された価格と、

その次点の価格の差があります。落札された価

格よりも次点の価格の方が安いということで、

その差を申しますと、4,020万円というふうにな

ります。 

【小林委員】 やっと打ち合わせしたとおりの金

額が出てきて、安心をいたしました。土木部長

は人柄がいいから。いいですか、4,000万円の差

があったんですよね。 

 （3）総合評価落札方式の課題について。 

 そこで、質問を続けますが、4,000万円の差と

いうのは、正直言って驚きです。こんな大きい、

4,000万円の価格差がありながら、高い価格の企

業体が落札をすると、こういうところに今回の

入札の摩訶不思議なところもあるわけです。 

 この4,000万円も低い価格を入れた企業体が

取れなかったということは、つまり、最低制限

価格を下回ったのか、それとも、低入札調査基

準価格があって、この調査基準価格を下回った

のか。この4,000万円は一体どういうことだった

のかということをお尋ねしたいと思います。 

【浅野土木部長】 最低額で入札した企業体は、

今、委員が言われましたように低入札調査基準

価格を下回ったわけではありません。総合評価

によって、評価値の最も高い者が落札者となっ

ているということです。 

【小林委員】 今言いますように約4,000万円の

高い価格が、総合評価落札方式においては最低

制限価格という言葉はないと。今言われますよ

うに、低入札調査基準価格というものがあると。

しかし、それを下回ったものではないというこ

とを明確におっしゃいました。では、約4,000

万円というこの差があって、そして総合評価方

式というものは、この評価値によって決まるん

だと、こういうご答弁でございますね。 

 では、今回のこの評価値の差は、どれぐらい

の総合評価落札方式で出てきた差なのか、この

差についてどれぐらいのものであるかというこ

とを数字でお示しいただきたいと思います。 

【浅野土木部長】 落札した企業体の評価値が

3.10426、最低額で入札した企業体の評価値が

3.10422です。その差が0.00004点です。 

【小林委員】 もう一回確認いたしますね。0.4

じゃなくして、0.00004点。0の次に0が4つつく

の。そして4点ですか。こんな数字は、聞いた

こともなければ、こんなようなことは見たこと

もないわけです。 

 こんな0.00004点というような差で、4,000万

円も高い企業体が落札をするということについ

ては、なかなか納得できないところであります

けれども、その辺のところについてはどういう

考え方をお持ちですか。 

【浅野土木部長】 まず、数値自体のお話をしま

すと、これは大型の建築工事です。総合評価の

結果のこの数値というのは、ほかのものに比べ

ると、確かに少し小さいかなというふうに思っ

ております。（発言する者あり） 

【小林委員】 0.00004点というのが、ちょっと

小さいと。 

 私は、これ以上の僅少差というか、どう言え

ばいいのか、そんな数字はないと思うんです。
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なんでこういうような、今申し上げるような天

文学的な数字が、結果的に4,000万円という高い

入札価格を入れた企業体が落札をするのかと。 

 まさに4,000万円の県民の血税なり、そうした

公のお金を、その差によって支払わなければな

らない。こういうところに、私は率直に言って

釈然としないわけです。これはもう正直に言っ

て、納税者である県民の皆様方は、この数字の

差によって4,000万円高く払わなければならな

いということに対しては、相当な、理解を得る

ことができないのではないかと。 

 また、我々議会側のチェック機能が、果たし

てそういう状態を素通りさせてよいのかという

ような、我々の役割の中におけるところの問題

点も生じてくるのではないかと思います。なん

でこういうことが起きるのかと。 

 その前に土木部長にお尋ねをしたいのであり

ますけれども、こういう0.00004点とかという

ような差が、例えば、品確法というものが総合

評価落札方式の中においては言われることであ

ります。要するに、値段だけではないんだよと、

その立派な建物をつくっていただきたいという、

いわゆる品質の保証ですね、そういうものの品

確法なんですね。だから総合評価落札方式とい

うものがまかり通ると。 

 では、この0.00004点というものが、品確法

からいく品確に問題が出てくるのかどうか、こ

の辺のところについてはどのようにお考えにな

りますか。 

【浅野土木部長】 総合評価の評価値の差が確か

に小さいというのは、委員が言われたとおりで

す。 

 総合評価の評価値というのは、もともとの出

し方が、標準点と技術提案等の加算点及び入札

価格で決定されるものでありまして、確かに評

価値自体が工事の品質を示しているという数値

ではございません。工事の品質につきましては、

実は、この点数を出す前に、技術提案の内容を

出していただいておりまして、この技術提案の

内容で判断するということになっております。 

 例えば、今回の図書館の工事の総合評価の技

術提案の内容としては、躯体の品質向上対策と

工事中における周辺への環境対策という技術提

案を求めました。 

 この技術提案に対して、落札した企業体は、

全ての項目について有効な答えを出しておりま

す。最低額で入札した企業体は、一部の提案に

おいて、県がもともと標準的な仕様として示し

ているものを提案されておりまして、より一層

の品質向上にはつながらないという判断をして

いるものです。これを点数化したものです。（発

言する者あり） 

 こういうことで、技術提案の内容が工事の品

質を左右する個々の企業体の技術力をまさにあ

らわしているものというふうに考えております。 

【小林委員】 時間がないから急いで答弁も、急

いで質問もしたいと思います。 

 今の話は、こうして少しこんがらがってくる

わけだよ。今回の企業体が3者で組まれるとい

うところの中の、いわゆる代表構成員というの

は全部スーパーゼネコンクラス。スーパーゼネ

コンクラスが、いわゆる経営審査とか、そうい

う数値は1,200点以上になっているわけだよ。そ

ういうことを考えていくと、やっぱり日本を代

表する企業で、経験も実績も何一つ問題はない

と思うんだよ。そういうところにおいて、事前

に技術提案を求めて、その作文がよかった、悪

かったとかというようなことで点数をつけて、

それが結果的にそういう評価値にはね返ってく

る。 
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 一番の問題は、加算点というところの事前に

技術提案書を出させる、その内容のところが一

番問題ではないかと思うんです。それは一体誰

が点数をつけるんですか。そこの点数のつけ方

に、非常に大きな問題点があるのではないかと

私は思いますが、ちょっと短く、一言で、誰が

つけるんですか。 

【浅野土木部長】 入札に関する書類の中に、ど

んな形で評価するかという点数のつけ方があり

ます。それに基づいて職員が行います。 

 その結果を、外部評価委員会がありまして、

その中で妥当かどうか検討していただいて、最

終的に企業に通知するということになります。 

【小林委員】 今、土木部長がおっしゃるように、

これは、まず内部で、そういう技術提案を出さ

れると。今回の場合は、今おっしゃるように、

まず第1番目は、躯体についてどうするのかと、

それから2番目に周辺の環境対策をどうするの

かと、この2つだというふうにきていますよね。

躯体の耐久力と、周辺のまさに環境対策。 

 正直に言って、このスーパーゼネコンぐらい

なってくると、その辺のところはもう争うよう

な状態ではなくして、この辺のことについては

しっかりわかっていただいていると思います。

ですから、こういうスーパーゼネコンあたりの

皆様方の入札関係については、総合評価方式の

やり方じゃなくして、むしろそういうことを前

提として、まさに価格競争の入札方式の中で、

もう少し県民の皆様方にわかりやすい、そうい

う方式を持ち込むべきではないかと思うけれど

も、その辺のところについてはどういうお考え

ですか。 

【浅野土木部長】 今回はＷＴＯ対象工事という

ことで、発注する場合には総合評価方式を採用

するというふうに決まっております。 

 これは、先ほど言われた品確法の中身に書か

れている契約方式、そういう契約方式を採用し

なさいというふうに書かれております。 

 それから、国の補助金や交付金の交付決定に

当たっても同様な条件が付されております。 

【小林委員】 とにかく、事前に技術評価を出さ

せて、それを通知する。「○、×、―」、こう

いうようなことを入札価格の決定の参考にせよ

と。これも一つは正直言ってわかりにくいんで

す。総合評価落札方式は、それなりの効果もあ

るんだろうと思いますけれども、今回、4,000

万円違うということの重きをもって、これから

十分、入札方式をご検討いただきたいことをお

願いして終わります。 

【橋村委員長】 続いて、日本共産党の質疑を行

います。 

 なお、質疑時間は、答弁を含め10分です。 

 堀江委員。 

【堀江委員】 日本共産党の堀江ひとみです。 

 1、九州新幹線西九州ルートについて。 

 新年度、長崎新幹線予算は212億円、昨年に

比べ90億円もプラスになっている理由は何で

すか。 

【浅野土木部長】 九州新幹線西九州ルートにつ

きましては、県内の本線土木工事の発注が本年

1月まででほぼ完了いたしております。これか

ら工事の最盛期を迎えるということで、トンネ

ルや高架橋等の土木工事にかかる予算が増加す

るということでございます。 

【堀江委員】 これまで地方の負担として長崎は

どれぐらい負担し、今後の負担見込みをお示し

ください。 

【浅野土木部長】 本県の負担額につきましては、

平成28年までの実績は383億円、国からの交付

税措置を考慮した実質負担額は約211億円とな
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っています。 

 同様に、今後の本県の負担額は約740億円と

見込まれ、交付税措置を考慮した実質負担額は

約400億円と想定されます。 

【堀江委員】 アクションプラン策定事業費とし

て、昨年の1,129万円に加え、新年度も511万円

計上されていますが、どういう予算でしょうか。 

【辻本企画振興部長】 アクションプランの策定

事業費でございますけれど、九州新幹線西九州

ルートの開業に向けまして、県では、官民一体

となって取り組むアクションプランを策定する

ことといたしております。 

 アクションプランに関しましては、おもてな

しの向上による受入体制の整備、二次交通アク

セスの充実など、県内各地への周遊の促進、そ

れから特産品の販売促進など、開業を活かした

産業の活性化などについて、経済団体や旅行・

交通事業者等からご意見を伺いながら、さまざ

まな対策を検討しまして、開業効果の最大化と

県内全域への波及を目指して取り組んでまいり

たいということで取り組んでいるところでござ

います。 

【堀江委員】 これまで、長崎新幹線について国

へ要望活動をしたり、県民への広報活動を行っ

ていますが、こうした予算は新年度も計上され

ていますか。 

【辻本企画振興部長】 九州新幹線西九州ルート

の要望等にかかる経費は、関係都道府県による

国等への合同要望と、それから新幹線の整備推

進等を図る協議会での広報・啓発活動に対する

経費として、平成29年度予算では例年並みの約

880万円を計上してございます。 

【堀江委員】 午前中からの審議で濵本副知事が

答弁されたように、長崎県の財政が厳しいと質

疑が交わされました。新年度予算で財政調整3

基金を取り崩した残高が9億円、1桁の基金残高

に県民は驚いています。 

 長崎新幹線の現状で今問題なのは、フリーゲ

ージトレインが技術検証段階、フリーゲージト

レインができるかどうかわからない、この点で

す。それにもかかわらず、るる回答があったと

おり、長崎新幹線の予算はこれまでどおり。し

かも、開業した時どうするか、そういう予算ま

で、これまでどおり確保されている。 

 むしろ、トンネル工事をどんどん進めて、例

年より倍近く増えて212億円、今後は740億円見

込まれる。いやいや、交付税で45％戻ってくる

から400億円の見込みと言われましたけれども、

400億円という金額も大変な額だと思います。 

 私は、地方交付税ほどあてにならないと個人

的には思うので、この場は予算審議の場ですか

ら、今後、少なくとも740億円は、まずは確保

しなくてはなりません。 

 そこで質問いたします。フリーゲージトレイ

ンが技術的にできるかどうか、はっきりしない

現在、なぜ事業推進なのか、見解を求めます。 

【辻本企画振興部長】 フリーゲージトレインに

つきましては、平成26年末に発生した台車の不

具合によりまして、平成34年度に量産車の導入

には至らないということになりました。 

 しかしながら、沿線各市が既に開業に向けて

駅周辺のまちづくりを進めていることなどを踏

まえまして、平成28年3月に、本県を含みます

関係者6者において、対面乗換方式により平成

34年度に開業することなどについて合意をし

たところでございます。 

 このため、国が認可した工事実施計画、それ

から関係6者による合意等に基づきまして、平

成34年度までの完成、開業に向けて整備が着実

に進められているものでございます。 
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【堀江委員】 平たく言えば、はっきりしないけ

ど、もう事業が進んでいるから、しかも、フリ

ーゲージトレインではなく、リレー方式でやる

と決めたんだというご回答だと理解をいたしま

した。 

 長崎新幹線と子ども医療費助成事業、もちろ

ん財源内訳は全く違います。しかし、県民の立

場から、子ども医療費の年齢を広げてほしい、

その思いで長崎新幹線の予算を見てみますと、

新年度、子ども医療費助成事業は7億8,000万円、

あと5億5,000万円プラスすれば中学校卒業ま

で県の補助ができると、これまで答弁をしてい

ます。つまり、長崎県が1年間に13億3,000万円

確保できれば、県内の子どもたちは中学校卒業

まで医療費助成が可能です。 

 長崎新幹線の新年度予算212億円は、単純計

算で子ども医療費15年間分、補助ができる予算

です。子どもが生まれて小学生になり、中学校

を卒業する、この15年間の予算を、長崎新幹線

で今年は1年間で使う、こういう予算とも言え

ます。新幹線よりも福祉の充実を。長崎新幹線

建設を中止する考えはありませんか、知事の見

解を求めます。 

【中村知事】 九州新幹線西九州ルートは、本県

の将来の発展を考える場合に必要不可欠な事業

であると考えております。中国・関西圏域への

アクセスを確保し、観光市場、ビジネス市場を

大きく広げていくものであります。そういった

中で、さまざまな交流基盤の整備の一環として、

計画的な整備に力を注いでいるわけであります

けれども、他方、財源的に考えて、ご指摘のよ

うに子ども医療費も13億円程度あれば、さらに

対象年齢の拡大ができるというご指摘でありま

すけれども、それはやはり施策の選択であろう

と考えているわけでありまして、今の段階は大

変厳しい財政状況ではありますが、新幹線を整

備すると、その将来にわたっての効果が地域に

期待できるわけでありますので、今はしっかり

と事業の推進に取り組んでいかなければならな

いと考えているところであります。 

【堀江委員】 施策の選択であろう、財政が厳し

い中で知事は新幹線を選択している。 

 私は、財政が厳しい、だからこそ新幹線にも

きちんとメスを入れて、15年間分、子どもの医

療費だったら見られる予算を1年間で使う、そ

れはどうかというのが私の意見です。 

 長崎から博多に行くのに、必ず乗り換えなく

てはならないのがリレー方式です。今、長崎か

らかもめに乗れば、これはそのまま博多に座っ

て行くことができます。しかし、乗り換えなけ

ればなりません。時間はさほど短縮はされず、

料金も上がります。かもめに乗りたいと思って

も、もうかもめはありません。 

 私の周りで、こうした新幹線に乗りたいとい

う声は聞いておりません。長崎新幹線計画、こ

の中止を求めて質問を終わりたいと思います。 

【橋村委員長】 続いて、改革21・五島の質疑

を行います。 

 なお、質疑時間は、答弁を含め10分です。 

 山田博司委員。 

【山田(博)委員】 改革21・五島の山田博司でご

ざいます。 

 1、Ｖ・ファーレン長崎に対する長崎県の支

援について。 

 （1）Ｖ・ファーレン長崎に対する長崎県の

支援状況について。 

 この委員会におきまして、実は、教育委員会

と県警本部に質問したかったわけでございます

が、地元の若い有権者の方、特に、かわいいお

子さん、お孫さんがサッカーの大ファンの、特
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にV・ファーレン長崎の大ファンの子どもたち

から、V・ファーレン長崎のことを心配する声

がたくさんあったものですから、教育委員会、

県警本部に対する質問を置いて、それは別の機

会に質問したいと思いますので、よろしくお願

いしたいと思います。 

 それでは、時間がありませんので、通告に従

いまして質問させていただきたいと思います。 

 まず、V・ファーレン長崎に対する長崎県の

支援について、お尋ねしたいと思います。 

 現在、長崎県で、V・ファーレン長崎に平成

21年度から平成28年度まで、どれだけの支援を

して、なおかつ現在、現在ですよ、県当局にお

いて、このV・ファーレン長崎の累積赤字をど

れぐらいの見込みとして把握されているか、ま

ず、その2つをお答えください。よろしくお願

いします。 

【辻本企画振興部長】 県といたしましては、県

内唯一のプロサッカークラブであるV・ファー

レン長崎への支援を行うことで、さらなる地域

活性化や経済波及効果を生み出すために、平成

26年度以降、負担軽減のためのホームゲーム会

場使用料の減免に約5,640万円、集客増と長崎の

地域活性化のためのめぐりあい・ふれあいキャ

ンペーン事業や、県産品愛用＆県民応援デーの

開催などに約1億3,000万円を支出しておりま

す。 

 また、ＪＦＬに昇格した平成21年度から平成

25年度までは、クラブの地域貢献活動の補助な

どを行っておりまして、これらの総額は約3億

4,500万円となっております。 

 それから、財務の状況でございますけれども、

平成28年1月期決算で、資本金及び資本準備金

を合わせまして約2億6,000万円、累積赤字は約

1億8,700万円で、純資産といたしましては約

7,300万円となっております。 

 平成29年1月期決算につきましては、現在、

Ｖ・ファーレン長崎におきまして、4月開催予

定の定時株主総会に向けて決算整理中でありま

すけれども、これまでの発表によりますと、約

1億2,000万円の単年度赤字を見込んでいると

いうことをお聞きしております。 

【山田(博)委員】 ですから、累積赤字はどれぐ

らいになるか、その数字だけお答えください。 

【辻本企画振興部長】 累積赤字の見込みが、約

3億1,000万円でございます。 

【山田(博)委員】 県議会でも、実は、Ｖ・ファ

ーレン長崎支援長崎県議会議員懇話会、八江会

長、会長は来ていますか。会長が議員を、県議

団を引っ張ってやっているんです。 

 しかし、これだけの3億円余りの累積赤字が

あったということでございます。企画振興部長、

聞いておりますか。 

 （2）Ｖ・ファーレン長崎に対する長崎県の

今後の支援方法について。 

 それで、今回、また新クラブハウスにおきま

しても、長崎県も建設の中で、新クラブハウス

を1億7,000万円余りつけるんですが、それに関

して、建設費に県が幾ら出すか、それをお答え

ください。金額をお答えください。 

【辻本企画振興部長】 失礼しました。先ほどの

累積赤字でございますけれども、今年度の赤字

を見込んだところが約3億1,000万円というこ

とで、現在確定しておりますのは、先ほど答弁

で申し上げましたけれども、平成28年1月期末

の累積赤字ということで、約1億8,700万円とい

うことでご理解いただきたいというふうに思っ

ています。 

【山田(博)委員】 それで、もう時間がありませ

んから、ちょっと事前に話をしているわけでね、
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知事、こういった厳しい経営状況と、なおかつ、

もう一つ、今回、株主総会で問題が出ておりま

すね。整骨院の不正請求とあるんです。 

 知事、今回、Ｖ・ファーレン長崎に大きな2

つの問題があるんです。経営の問題と、この整

骨院の不正請求があるんです。この不正請求と

経営の問題をあわせて、長崎県として、今後、

Ｖ・ファーレン長崎に対してどうするのか。平

成29年度にも予算が組まれております。それを

踏まえて、県として、知事としてどういった考

えを持っているか、それをお答えいただきたい

と思います。 

【中村知事】 まず、経営問題でありますけれど

も、現在、経営安定化に向けた取組が進められ

ているものと理解をいたしております。 

 一方、一部報道等で耳に入っておりますけれ

ども、保険の不適正請求、これは実情がどうい

う状況であるのか、一切把握できません。した

がって、それに対する評価は、今の段階では、

いかんとも申し上げがたいところがございます。 

 いずれにいたしましても、地域の県民の皆様

方にとって極めて大切なプロサッカーチームで

ありますので、今後の推移をしっかりと見極め

てまいりたいと考えております。 

【山田(博)委員】 ということは知事、不正請求

の方は別に置いておいて、今後、こういった累

積の赤字とか、経営の問題があっても、長崎県

としては引き続きしっかりと応援していくとい

うことで理解していいのか、それだけをお答え

いただきたいと思います。 

【中村知事】 先ほど申し上げたように、郷土の

大切なチームでありますので、しっかり、県民

の皆様方と一緒に支えてまいりたいと考えてお

ります。 

【山田(博)委員】 いやね、知事、これは県民の

皆さんは大変、どうなるんだろうと不安があっ

たんです。その知事の決意をもって、これもし

っかりと応援していただきたいと思うわけでご

ざいます。 

 私としては、この累積赤字でＶ・ファーレン

長崎が経営破たんにならないように祈るだけ、

祈る、期待しております。 

 2、県有財産の売却のあり方について。 

 （1）県有財産の売却入札結果公表のあり方

について。 

 国の方でも、実は国有財産の売却について、

大変な議論がされております。 

 それで、長崎県は、じゃ、そのように国に準

じてやっているか、やっていないかというと、

やっていなかったんです。一部の同意を求めて

やっています。私は、それについてお答えいた

だきたいと思います。 

 時間がないので、社会福祉法人の監査のあり

方については、議員の皆さん方、理事者の皆さ

ん方にぜひご理解いただきたいのは、平成24年

10月5日に、介護保険法に基づく、要するに実

地指導及び監査のあり方に関して委員会を開い

たんです。その委員会の議事録を見たら、とん

でもないです。 

 国境離島新法の、大変なご尽力をいただいて

いる国会議員の一人であります谷川代議士が、

いろいろ名前が出てくるんですよ。えらい、こ

んなことをやっているなと思っているわけです

が、これは別の機会に質問したいと思いますの

で、よろしくお願いしたいと思います。 

 時間がありますので、さっきの、国有財産の

やり方と県有財産の入札のあり方で、県当局と

してはどのように整合性をもっていくか、その

件だけはお答えいただきたいと思います。 

【上田総務部長】 県有財産の売却にかかります
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一般競争入札結果の公表につきましては、落札

者の経営に支障が生じないか配慮し、落札金額

や法人、個人の区別について、相手方の同意を

得た上で、現在、公表をいたしておりますが、

入札結果につきましての透明性をより高めるこ

とは重要であると考えておりますので、国に準

じた公表方法への見直しができないか、検討を

進めてまいりたいと考えております。 

【山田(博)委員】 いや、これは今、国において

は売却額がどのような金額になっているかとい

う不透明さがあって、いろいろな議論の末、あ

あいうふうに、改めて国の基準どおりやったん

です。 

 長崎県は、一応、先ほどの同意書というのを

平成24年3月末に、総務部長、教育長が総務部

長の時に出したんですね、これ。その時に透明

性を図ろうということになったんです。これは、

落札額の公表について同意するか、また、個人、

法人の公表について同意するか、同意しないか

ということを書いているんです。 

 本来、こんなことはあってはならないんです

よ、県民の財産なんですから。これは、まして

や国に準じて、速やかにぜひやっていただきた

いと思うわけでございます。 

 最後にもう一つ、Ｖ・ファーレン長崎が、経

営健全化して、県民の期待に応えるスポーツ振

興をやっていただくよう、心からお祈り申し上

げまして、私の質問を終わりたいと思います。

ありがとうございました。 

【橋村委員長】 続いて、前進・邁進の会の質疑

を行います。 

 なお、質疑時間は、答弁を含め10分です。 

 友田委員。 

【友田委員】 それでは、通告に従って質問をさ

せていただきます。 

 まず、今議会に提出されました平成29年度一

般会計予算を審査するに当たって、やはり県民

の皆さんにしっかり県の姿勢をご理解いただく

ことが必要ではないかと思ったものですから、

今回、このテーマについて通告をいたしました。 

 今議会に提出されているこの予算を、2月13

日に知事が公表なさいました。その翌日の各新

聞社のこの県新年度予算に対する記事を見ます

と、非常にショッキングな見出しが並んでいる

わけですね。県民の皆さんにとっても、自らが

住んでいる長崎県の将来に不安を覚えた方も少

なからずいらっしゃるんじゃないかと思います。 

 「財政基金初の10億円割れ」、「財政運営自

転車操業」、知事におかれては、知事の発言を

取り上げれば、「綱渡りの財政運営、乾いたぞ

うきんを絞り直すように見直しを進めていく」

と強調なさったというふうに言われています。 

そういった状況のもとで、来年度の予算は、相

当苦労なさって編成されたんだろうと思います。 

 その予算を編成するに当たって、昨年の秋に、

私どもにも、これは県民にもホームページで公

表されていますけれども、「平成29年度長崎県

予算編成方針」というのが示されました。これ

に基づいて今年度の予算が計上されているわけ

であります。 

 その中に、「厳しい財政状況を乗り切るため

に、切れ目のない行政改革を進めるための予算

方針」として、具体的に見直すべき内容が19項

目にわたって示されております。この中で、特

に、県民に対して十分な理解を求めていく必要

があるんじゃないかと思ったのがこのくだりで

あります。「他県に比べ、税収や地方税率の伸

びが小さく、他県では大幅な見直しや縮減が進

められている県単独普通建設事業について、一

定の規模を維持している構造が基金取り崩しの



平成２９年２月定例会・予算決算委員会（総括質疑）（３月２日） 

- 66 - 

主な要因となっている。このため、普通建設事

業については、徹底的に見直す」というふうに

されています。 

 そこで、この平成29年度予算において、普通

建設事業と普通建設単独事業の予算総額はどの

ようになっているのか、お尋ねをいたします。 

【上田総務部長】 普通建設事業全体の状況でご

ざいますけれども、平成28年度当初予算額が

1,550億円に対しまして、平成29年度当初予算

では、ほぼ横ばいの1,554億円であります。 

 そのうち、普通建設補助事業につきましては、

平成28年度当初予算額の862億円に対しまして、

平成29年度当初予算は、約96億円減の766億円

となっております。 

 減少の主な要因としましては、公共事業のう

ち、道路、漁港等について、平成28年度の内示

状況を反映したことにより39億円の減少、新県

庁舎整備費について、ヘリポートなど、国庫補

助対象事業の進捗により23億円の減少、畜産ク

ラスター構築事業や産地総合整備対策事業につ

いて、国の経済対策により、28年度の補正予算

として前倒し計上したことなどにより22億円

の減少などとなっております。 

 また、普通建設単独事業につきましては、平

成28年度当初予算額644億円に対しまして、平

成29年度当初予算では約100億円増の745億円

であります。 

 主な増加の要因としましては、新幹線整備の

前倒しにより90億円の増加、新県立図書館整備

の本格化により20億円の増加、新県庁舎整備費

18億円の増加などがございます。 

 一方、主な減少の要因としましては、総枠で

管理をしております枠内の普通建設単独事業の

シーリングによりまして、前年度に比べ21億円

減少している状況でございます。 

【友田委員】 具体的な中身をお示しいただきま

した。普通建設単独事業については、644億円

が745億円、100億円増えたということですけれ

ども、その中には新幹線や図書館、県庁舎の増

が含まれていると。これは予算の概念図みたい

なものにも、80％にして、その残りの20％を使

って、さらに国の補助金などを使って80億円と

か、40億円の予算を執行しますというふうにな

っていましたね。 

 そういったものが加味されてこのようになっ

ていくんでしょうけれども、私どもが県民の皆

さんの声を聞く中で、いまだによく寄せられる

のは、やはりどうしても生活環境に整備という

ところで多く求められています。県の出先機関

である土木の維持管理事務所や、あるいはそれ

ぞれの振興局には、自治会や市町から多くの整

備事業が求められています。 

 そういった中にあって、シーリングがかけら

れて、財政状況が厳しいということは十分わか

るんですけれども、どこかで見直さなければ財

政が破たんするということは十分認識しつつも、

まじめに納税している県民からすれば、ぜひ県

にこういった問題を解決してほしいという思い

はずっとあるわけですね。こういったものを今

後どうしていくのかということについてお伺い

したいんですが、こういった厳しい状況の中で、

いまだ要望が多い生活環境整備に対して、今後、

どのように対応しようとお考えなのか、お尋ね

いたします。 

【上田総務部長】 本県では、ピーク時に600億

円ありました基金が、現在、半減するなど、厳

しい状況が続いております。 

 その要因でございますけれども、単独の普通

建設事業において、平成21年度を基準として比

較しますと、他県で19％から55％を超える大幅
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な削減が進んできたこと、本県では7％の削減

と一定の規模を維持してきたこと、ここがやは

り大きな財政構造の違いになってきております。

このため、道路関係や河川砂防関係の単独の普

通建設事業について見直しを行うことで、離島

地域の振興や人口減少対策などの積極的な施策

や、借換債の増発による将来世代への負担増の

影響緩和に対応したところでございます。 

 生活環境整備に関します県民の皆様からの要

望が多いことは承知をいたしております。全体

の施策と財政状況のバランスを踏まえながら、

生活環境整備につきましても、優先順位の高い

ものから順次実施をしてまいりたいと考えてい

るところでございます。 

【友田委員】 財政の中身を検討する時に、どう

しても他県と比較するというのはやむを得ない

ことだろうと思います。しかし、他県ではもう

縮減されていると。他県に比べると、まだ我が

県は一定規模を維持しているということを県民

に伝えたとしても、長崎県の道路改良率は、先

日出されたこの「比べてみれば」に書かれてい

ます。長崎県の道路改良率は、九州で最下位の

8位です。51.7％、全国でも39位です。県道の

改良率は48.1％です。 

 県民は、ちゃんと納税をしています。そして、

その中で優先順位がもちろん県としてあって、

そのために予算を集中して投入しなければいけ

ないということよくわかります。しかし、今を

生きている、今、現状を何とかしてほしいとい

う県民にとって、切実な問題を解決することも

県の大切な役割だと思っています。 

 そういった意味では、他県と比較して、まだ

多いからということであるなら、この51.7％の

改良率ということも、私は他県と比較しなけれ

ばならないと思いますが、この点について、ど

のようにお考えですか。 

【上田総務部長】 いわゆる水準に違いがあると

いうご指摘でございます。私どもも、各施策を

総動員しながら、現在進めてきているところで

ございます。限られた予算の中で、じゃ、どう

していくかという場合には、必要性、緊急性、

それから事業効果が高い方を選んで、まずはや

っていく必要があろうと思っております。 

 ただ、その中でも、限りがあります予算でご

ざいますので、低コストで対応できるような工

法の工夫、あるいは国庫採択基準の緩和、こう

いったものを国の支援制度の充実も求めていき

たいと考えているところでございます。 

【橋村委員長】 しばらく休憩いたします。 

 委員会は、15時50分から再開いたします。 
 

― 午後 ３時４１分 休憩 ― 

― 午後 ３時５０分 再開 ― 
 

【橋村委員長】 委員会を再開いたします。 

 続いて、長崎創生の会の質疑を行います。 

 なお、質疑時間は、答弁を含め10分です。 

 中山委員。 

【中山委員】 長崎創生の会の中山 功でござい

ます。 

 1、平成29年度当初予算案について。 

 （1）当初予算の位置づけとキャッチフレー

ズについて。 

 知事は、「長崎県総合計画 チャレンジ2020

の2年目を迎えるとともに、私にとりまして、

知事就任2期目の最終年に当たります」と述べ

ています。 

 このたびの予算編成は、中村県政にとってど

のような位置づけになっているのか、また、ど

のような性格の予算になっているのか、まず、

お尋ねいたします。 
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【中村知事】 私は、知事に就任以来、しまをは

じめとする地域活力の低下、人口減少といった

構造的な課題に対して、何とか改善に向けた道

筋を明らかにしていかなければならないと考え

まして、「総合計画 チャレンジ2020」等を策

定し、具体的な施策の推進に力を注いできたと

ころであります。 

 県内就職率でありますとか、一部産業の振興

に向けた明るい動きも見られつつありますけれ

ども、やはり人口減少に歯止めをかけるまでに

は至っていないところであります。 

 平成29年度におきましては、2期目の最終年

度ということになりますけれども、直面する2

つの重要課題であります離島地域の振興、人口

減少対策、この2つについて、より一層具体的

な成果を県民の皆様方にお示しできるように、

これまで以上に地域に入り込み、地域の皆様方

と力を合わせて本県の未来を切り拓いていける

よう、全力を注いでまいりたいと考えていると

ころであります。 

【中山委員】 本県懸案の人口減少の問題、そし

て離島の振興に、今年、特に力を入れていくと

いうことでありました。これは、特効薬はない

わけでありますので、継続して力強くやってい

く必要があろうと考えております。 

 そういう意味で、9度目の予算編成につなが

るよう、しっかり取り組んでいただくことを期

待しておきたいと思います。 

 （2）経済波及効果と雇用創出効果について。 

 次に、当初予算7,245億円から公債費等を除く

消費的経費4,191億円、プラス投資的経費1,585

億円、即ち、人件費から鉛筆1本、紙1枚まで経

済活動だと考えているところでございますが、

そういう意味からしまして、このたびの予算を

執行した場合、本県への経済波及効果額と、そ

れに伴う雇用創出人数について、お尋ねをいた

します。 

【上田総務部長】 経済波及効果と雇用創出効果

につきましては、一般的には産業連関表を用い

て算出することになりますけれども、県の一般

会計予算全体では、産業、観光、農林水産業、

土木など、さまざまな経費がございます。これ

らの経費を細かく分類して産業連関表に係数を

投入し、数値を算出していきますためには、膨

大な作業が発生をすることになりますため、試

算は行っていないところであります。 

 また、このように算出した数値は、予算の規

模によって大きく変動をしていきますために、

政策効果としてこの数値をどのように評価する

かといった課題もございます。いずれにしまし

ても、膨大な作業がかかりますため、算出はい

たしていないところでございます。（発言する

者あり） 

【中山委員】 経済波及効果額と雇用創出人数に

ついては算定していないということでありまし

た。このことについては、納得いきません。 

 それでは、この成果について、県民に対して

知らせる必要はないと、そのように考えてよう

ございますか。 

【上田総務部長】 成果につきましては、いわゆ

る「総合計画 チャレンジ2020」、これに基づ

いて来年度の当初予算を編成しているわけでご

ざいますので、総合計画 チャレンジ2020にお

ける来年度の施策の評価、それと事業の評価、

それをもとにしっかりと検証をしてまいりたい

と考えております。 

【中山委員】 私は、ここは当初予算に当たって、

きちんとした全体の経済波及効果を出す、そし

て、一番大事な雇用の創出効果をきちんと出す

ということは、ごく自然な話じゃないかと思う
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んですよ。今までそういう発想がなかったから

積算してなかったと思いますけれども、積算す

ればやれるんですよ。現時点では積算してない

というふうに理解したいと思いますし、次の機

会にまた質問しますので、ぜひ数字が出るよう

に、ひとつ努力をしていただくことを要望して

おきたいと思います。 

 2、県と21市町の平成29年度当初予算案にお

ける連携について。 

 （1）予算総額と職員総数について。 

 チーム長崎県の予算は、私は知事がつくる予

算と21市町の首長がつくる予算との合算額で

あると考えています。 

 そこで、この県、市町の予算総額と職員総数

についてお尋ねしたいと思います。 

【辻本企画振興部長】 平成29年度の長崎県の

一般会計当初予算総額は7,245億円、21市町の

一般会計当初予算額の合計は7,163億円で、県と

市町の合計額は1兆4,408億円となっておりま

す。 

 また、平成28年4月1日現在の県の職員数は、

知事部局、教育、警察関係等を含めまして2万

387人、21市町の職員数の合計は、市長部局、

教育、消防関係等を含めまして1万2,493人で、

県と市町の合計は3万2,880人となってござい

ます。 

【中山委員】 （2）経済波及効果と雇用創出効

果について。 

 今、合算の予算額が1兆4,408億円ということ

でありました。これを執行した場合、本県への

経済波及効果、それに伴う雇用創出人数につい

て、どのように捉えているのかお尋ねいたしま

す。 

【辻本企画振興部長】 経済波及効果、それから

雇用創出効果につきましては、先ほど総務部長

も答弁いたしましたとおり、膨大な作業等を伴

う必要がありますことから、試算は困難という

ことで考えてございます。 

【中山委員】 試算は大変だろうけれども、約1

兆4,000億円の金を使うんですよ。それで全体と

してどれだけ経済波及効果があるのか、どれだ

けの雇用創出効果があるのか、私は知りたいで

すよ。ぜひ出してくださいよ。皆さんと議論し

ていたら、木を見て森を見ずというか、そうい

う感じがしてならないんですよ。全体像をきち

んと示すことが県民の理解を得やすいわけです

よ。ぜひひとつ取り組んでいただくことを要望

しておきたいと思います。 

 次に、新年度の予算編成に当たり、事業予算

の相乗効果を最大限に発揮させるため、県と市

町はどのような協議を行っているのか、お尋ね

したいと思います。 

【辻本企画振興部長】 これまで、県内の課題、

それから政策目標の共有を図るために、これま

で長崎県市町スクラムミーティングや、県・市

町まち・ひと・しごと創生対策連絡会議等の場

を設けまして、協議を行ってきております。 

 最近では、地方版総合戦略を策定するに当た

りまして、人口の将来展望や目標の設定、総合

戦略で推進する主要事業などにつきまして、情

報を共有しながら策定を進めてまいりました。 

 その結果、平成27年度をスタートとする地方

版総合戦略の人口ビジョンにおきましては、合

計特殊出生率、それから社会増減の均衡の目標

設定等におきまして、県と市町が方向性を共有

した形で策定をしているところでございます。 

 現在、策定された総合戦略に基づきまして、

移住対策、観光の活性化、少子化対策などの施

策を、県・市町連携のもとに積極的に展開して

いるところでございます。 
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【橋村委員長】 続いて、地域政党ながさきの質

疑を行います。 

 なお、質疑時間は、答弁を含め10分です。 

 松島委員。 

【松島委員】 地域政党ながさき、松島 完です。 

 1、空き家対策。 

 （1）成果。 

 まず、結論から申し上げますと、今回の当初

予算を見させていただく中で、空き家対策をも

っと充実すべきだと、そのような考えを持って

おります。 

 県におかれましては、部をまたいで空き家対

策を幾つかされておりますが、やはりもっと充

実させてほしいという結論です。 

 去年のこの時期も、実は、私は空き家対策を

取り上げました。1年前ですね。取り上げ続け

るのには理由がありまして、私が地元を回る中

で、もうここ10年、激変したと言っても過言で

はないことが2つありまして、1つ目がイノシシ

の柵です。どこに行っても柵。もう一つが空き

家、増え続ける空き家を目の当たりにしており

ます。 

 空き家対策と一括りにしますけれども、大き

く分ければ、再活用できる空き家を活用すると。

もう一つは、もう再活用できないと、除去する

空き家。ですから、大まかに言ったら、再活用

と除去という2つの対策があると思います。 

 県がこれまで空き家対策をしてきましたが、

平成29年3月現在の成果、まず、ここからお聞

きしたいと思います。 

【浅野土木部長】 県で行っている空き家対策と

いたしまして、現在、空き家対策協議会という

のをつくりまして、そこで空き家特措法に基づ

く、例えば先進事例だとか、そういう情報を共

有することと、それから行政間の情報交換など

を行って、市町を今、支援しているところです。 

 その結果、平成28年度までに空き家実態調査

が16市町で行われ、空き家特措法に基づく空き

家等対策計画も7市町で策定される予定になっ

ております。 

 さらに、法律に基づく空き家所有者への勧告

件数は、これまでの2年間で14件となっており

ます。県別で見ると、全国で3番目に多く、老

朽危険空き家に対して積極的に対応していると

いう状況です。 

 また、県内の空き家対策のうち、老朽危険空

き家の除去につきましては、平成28年度は、昨

年度より4市町多い11の市町で国の交付金を活

用して事業が行われております。1月末現在で

95件であり、昨年度実績を30件上回っていると

いうところです。 

【松島委員】 大分丁寧に成果を言っていただき

ましたが、成果を今お聞きすればするほど、や

はり空き家対策をもっと充実させてほしいなと

感じます。 

 （2）今後。 

 私が冒頭言ったとおり、再活用の話と除去の

話とあります。この後者の話を何年前からかし

てきました。その中身は、危険空き家を除却す

るために国が補助金を出します。それを市町が

活用すると。そこに県費を継ぎ足しさえすれば、

市町がもっと除却を増やせるんじゃないかとい

う私の主張を続けてしてきました。 

 1年前の答弁が、部長答弁のポイントをその

ま引用しますと、「補助する件数が問題という

意識はない。重要な課題は所有者がいない物件

をどう除去していくか。補助の件数を増やすと

いう問題意識は市町に上がっていない」とのこ

とでした。 

 先ほどの成果、除却件数も上げていただきま
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したが、ずばり県とすれば、危険空き家の除却

を進めるべきと考えているんですよね。簡単に

お答えください。 

【浅野土木部長】 いわゆる危険空き家につきま

しては、やはり周りに対する影響だとか、非常

に公共的に問題が多いというふうに思っており

ますので、それにつきましては早急に対策をし

ていかなければいけないと考えております。 

【松島委員】 とするならば、国の今やっている

事業に県費を継ぎ足せば、市町ができる除却件

数を増やせると思いませんか。 

【浅野土木部長】 危険空き家の実態がどうなっ

ているかということが一番重要だと思います。 

 我々が行っている今の除却事業というのは、

本来の目的とするところは、先ほど言ったよう

に緊急に対応が必要で、周辺に悪影響を及ぼし

ている空き家を減少させるということが目的で

ございます。 

 先ほど成果の中でご説明しましたが、法律に

基づく空き家への市町への勧告件数は、今14件

であります。現在の市町の予算でも、今のとこ

ろでは十分対応できると考えております。 

【松島委員】 市町からそういう要望はないと思

われますか。県費の継ぎ足しをすれば、市町は

もっと危険空き家を除却できると、そういう市

町の要望がないという考えですか。 

【浅野土木部長】 少なくとも、今、緊急にやら

なければいけないものについて、そういう要望

というのはありません。 

【松島委員】 言葉には正確を期さないといけな

いと思って、昼の時点で確かめました。やっぱ

り市町の要望はあります。今、土木部長が「緊

急性」という言葉を言われました。そこでしな

い大きな理由にされているんだと思いますが、

つまり、土木部長の答弁をまとめると、長崎県

における空き家対策、危険空き家の除去に関し

ては、緊急性があるものだけをすべきであって、

県が継ぎ足しをするというのは行き過ぎている

という考えなんだと思いますが、他県をいろい

ろ調べていく中で、実施されている県があるの

も土木部長は把握されていると思います。 

 私は、長崎県があまり空き家対策に力を入れ

てないと感じるんです、他県の取組等ずっと見

るとですね。他県と違い、ここに力を入れてい

るぞというものがあれば、ご答弁ください。 

【浅野土木部長】 委員が言われている空き家対

策というのが、冒頭に2つあるという話がござ

いました。少なくとも後段で言われている危険

空き家、この対策については、基本的にその空

き家を持っている本人の方が除去していただく

のが基本と考えておりまして、どうしても進ま

ない場合とか、緊急にやらないといけない、こ

の場合に公共が手を出していくということだと

思います。 

 一方の今ある空き家をいかにうまく有効利用

していくか、使える空き家ですね。それについ

ては、各種施策をもって、今、順次やっている

というところです。 

【松島委員】 緊急性があるから私は言っている

んです。まとめないといけませんが、図らずも

総括質疑の一番手で外間委員から防災の件、安

全・安心の予算を組まなければいけないという

ご発言がありました。もう私も全くそのとおり

だと思います。 

 私がほかの地区選出の議員と一つ違う特殊な

点があるとすれば、それは南島原市が震度5強

を経験したということです。震度5強を経験し

て、本当にそこに対する思いが強くなりました。

もしも、子どもが学校にいた時だったらどうし

ようと思いましたし、もしも子どもが外にいた
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らどうしようと、南島原市の子どもたちのこと

を考えました。前者は非構造部材の耐震化とい

うことで、一定この場でも取り上げていただき

ましたけれども、後者がやはり空き家、子ども

たちが通る通学路にもあります。子どもたちが

遊ぶところにもあります。今、よく車が通る国

道のそばにも、今にも倒れそうな空き家があり

ます。そこに対して、今、市町が頑張ってやっ

ています。もっと市町はやりたいんです。そう

いう要望が、今、どんどんきています。なぜな

ら、特措法ができて、皆さん知るようになった

からです。これは県として、緊急性があって、

命にかかわることだから背中を押す意義はある。

そんなに予算はかからないですよ。ぜひよろし

くお願いします。 

【橋村委員長】 続いて、創爽会の質疑を行いま

す。 

 なお、質疑時間は、答弁を含め10分です。 

 浅田委員。 

【浅田委員】 創爽会、浅田眞澄美でございます。 

 1、ながさき女性活躍アクティブプラン事業

費について。 

 「女性活躍推進法」ができてから、長崎県も

女性の職場環境等々、いろんな形で後押しをし

てくださっているのは十分に感じております。 

 私自身、ОＬ、そして起業の経験もした中で、

やはり男性社会の中で生きてきた、つらかった、

さまざまな思いがやはり過去にもあります。 

 そんな中で、この長崎に今いらっしゃる女性

が、もっともっと輝かしい形で就職、起業、い

ろんなことを経験していただきたい。そのため

には、まだまだ長崎県の後押しというのが必要

なのではないか。 

 過去にも、「大浦お慶プロジェクト」や、「な

がさき輝く女性応援プロジェクト」といったも

のがありました。今回も約5,000万円ほどが計上

されておりますが、今までとの違い、大きな特

徴をまずお聞かせください。 

【吉浜県民生活部長】 ながさき女性活躍アクテ

ィブプランの事業でございますけれども、この

事業につきまして、特に、働く場面での女性活

躍推進に重点的に取り組んでいくこととしてお

ります。 

 これは、委員のお話にもございましたけれど

も、10年間の時限立法であります「女性活躍推

進法」においても求められるところでありまし

て、法にかかる事業主の行動計画策定実行等の

支援や、管理職登用のための女性の人材育成支

援により、企業における女性の活躍を推進して

まいります。 

 併せまして、継続就業等のための大学生を対

象としました意識啓発のほか、女性の新たなキ

ャリアステージとしての起業支援を行うなど、

女性の就業を促進してまいりたいと考えており

ます。 

【浅田委員】 企業側の意識改革だったり、再就

職の応援、若者の意識改革であったり、女性起

業家の応援ということを、より強くやっていか

れるということだと思うんですが、今までも女

性の社会参画だったり、若い女性のキャリア形

成、そういったものをやってまいりましたよね。

それと大きく違って、かなりの成果を、部長は

この中のどこに求めていらっしゃいますか。 

【吉浜県民生活部長】 成果でございますけれど

も、今回の事業におきましては、例えば、企業

の関係でありましたら、一般事業主行動計画の

策定企業数を増やして、企業がしっかり取り組

んでいけるようにする、あるいは女性の起業件

数、そういったことを成果指標として事業の効

果というものをしっかりと検証しながら取り組
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んでまいりたいと考えています。 

【浅田委員】 企業の後押しだったり、成果指数

においても、その起業の数をということを今明

確に言っていただきました。 

 過去の政策評価、目標のところを見させてい

ただくと、割と会合を重ねるところの数字だっ

たり、ウーマンズジョブほっとステーションが

できてからは、たしか昨年は6件ほどの起業が

できていたというのがあるんですけれども、そ

の前を聞いても何件だったかがわからなかった

り、会合の数だけで目標達成率が百何十％に達

していたりとか、そういう部分が多かったよう

に感じました。もっともっとしっかりと、例え

ば、相談に来た方、セミナーに来た方々の当日

のアンケートが満足だったから非常に成果指数

が高くなっているところとかもあったんですね。

そういうのではなくて、そこに来た人が、その

後にどういう歩みをしていったのか。その後、

起業に向けて何がだめでできなかったのか、何

がよくてできたのか、そういったところをもう

少し目標値に入れていくべきではないかと思っ

ているんですが、いかがでしょうか。 

【吉浜県民生活部長】 今、委員から何点かご指

摘いただきましたけれども、その中で、例えば

起業について言いますと、以前であれば、確か

に今おっしゃったとおり、起業のセミナーに参

加した件数ですとか、満足度、そういったもの

を指標としていたのは事実でございます。 

 そういった中で、やはり課題として出てきま

したのは、単にセミナーに参加するだけではな

くて、その後、しっかりフォローをしてちゃん

とつなげていくということが重要であると考え

ておりまして、来年度の事業におきましては、

セミナーなどを受けた後、しっかり後フォロー

をやっていこうという考えで、しっかり事業の

構築をしているところでございますので、実際、

事業を進めていく中で、しっかりと効果を検証

してまいりたいと考えております。 

【浅田委員】 大分「しっかり」という言葉を入

れていただきましたので、ここは数値として、

来年度ご報告をされるものだと期待をしており

ます。 

 そんな中で、やはり私たち自身、女性側の意

識改革というのも非常に必要だと思うんですね。 

 例えば、日米中韓の高校生の実態調査をした

時に、日本は自己の肯定感が非常に少ない。そ

ういうこともあって、なかなかキャリア志向に

ならないというような調査研究などもなされて

おりました。 

 それを考えると、今回も若者意識改革という

のが事業には入っていたと思うんですけれども、

大学以前のキャリア教育のあり方というのも私

は大事なのではないかと思います。子どもたち

の中では、職場体験だったり、インターンシッ

プだったりあるんですけれども、もっともっと

教育現場との連携が必要なのではないかと感じ

ているんですが、いかがでしょうか。 

【吉浜県民生活部長】 来年度予定しております

若者意識改革事業の中では、長崎県で暮らすラ

イフデザインについてもホームページで広く周

知することとしておりまして、高校生の方にと

りましても、進路を決める上で一定役立つ情報

であるとは考えております。 

 キャリア教育は、それぞれの教育の段階に応

じた取組が必要であると思いますので、学校の

意見を伺いながら、女性のキャリア形成支援に

努めてまいりたいと考えています。 

【浅田委員】 なかなか、今の教育現場において、

時間を取るということは非常に難しいことであ

るということは感じているんですけれども、や
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はり子どもの頃からの自立性だったり、今よく

言われております社会人基礎力、こういったも

のをもっともっと教育現場と連携していただい

て、少女期における少女の力というものを育て

るところにもぜひ着眼していただいて、ともに

女性がもっともっと輝ける長崎づくりをしてい

ただきたいと思っております。 

 そんな中で、係長以上がこの県庁においては

2,230人中、女性が335人、15％にしかまだなっ

てないわけですね。これを考えると、やはり県

をもっともっと引っ張っていく県庁として、こ

の数字を知事はどのようにお考えでしょうか。

今後、もっともっと庁内としても、どういうふ

うに女性活躍を広げようとしているのか、お聞

かせいただければと思います。 

【中村知事】 女性の皆様方に、もっともっと社

会とのかかわりを強めていただいて、活躍でき

る機会を拡大していく必要があると思っており

ます。 

 県といたしましても、これまでの年齢構成等、

さまざまな現状にあって、進んでいない面があ

りますので、これからは加速度的に取り組んで

いく必要があるものと思っております。 

【浅田委員】 「加速度的に」というお言葉をい

ただきましたので、安心しました。ぜひ期待し

たいと思います。 

 2、描いてみんね！長崎事業費。 

 これは昨年の予算決算委員会の方で私は質問

をさせていただきました。額としてはそんな大

きい額ではなかったんですが、マンガ家の方に

長崎を取材旅行していただいて、それを作品に

していくというものでした。当初、きちっとし

た形で本当に作品になるのかなと思っていたん

ですが、1年間で4作品が完成し、今も執筆中が

1作品、そして、今後3つの取材が予定されてい

るということで、私はすごく頑張っていらっし

ゃるなと思いました。 

 西海市からこちらに出向している若い職員の

方が頑張っている、マンパワーによるというこ

とも聞いています。やっぱり一人の職員の方で

これだけ大きな成果を上げられるということは

すばらしいんですが、せっかく描いてもらった

ものを、これは文化振興課の所管になるんです

が、もっと観光振興の中にも、修学旅行だった

り、戦略的情報発信事業といったものがありま

す。そういう中で既にでき上がったこの作品だ

ったり、キャラクターだったりを、もっともっ

と使っていくことの方が、制作者とのつながり

がより今後につながると思うんですね。観光分

野で考えると、売れてから後のことは考えるけ

れども、それまでがなかなかない。それを事前

にやる必要性があると思っているんですが、い

かがでしょうか。 

【松川文化観光国際部長】 この事業は、情報発

信力のあるマンガ家に取材旅行に来ていただき、

マンガ、アニメ等で本県を取り上げていただく

ことにつなげ、そのファン層を中心に多くの方

にマンガの舞台となった長崎を訪問していただ

こうというものであります。 

 今、委員からご紹介がございましたとおり、

職員が非常に、本人の趣味と実益も兼ねたとこ

ろもありまして、一生懸命頑張りまして、国内

の主要マンガ雑誌、単行本を出版している会社

を訪問し、取材旅行誘致を働きかけました結果、

これら5件の取材旅行が実現しております。ま

た、4作品については作品化されたところでご

ざいます。 

 これらの作品を観光面で活かすべきだという

ことでございますが、今、ながさき旅ネットに

おきまして、マンガと現状の写真を対比しなが
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ら、観光モデルコース等を発信するなど観光面

でも活用しております。また、今後も出版社等

との信頼関係を構築しまして、将来、もっと活

かせるように頑張ってまいりたいと思っており

ます。 

【橋村委員長】 続いて、愛郷無限。の質疑を行

います。 

 なお、質疑時間は、答弁を含め10分です。 

 大久保委員。 

【大久保委員】 愛郷無限。大久保潔重です。 

 1、ふるさと納税について。 

 通告に従いまして、ふるさと納税についてお

尋ねします。新年度の予算案にも、ふるさと納

税推進対策費ということで計上がなされていま

す。 

 それで、この制度が2008年にスタートしまし

て、今年度は過去最高の寄付額を長崎県は受け

る見込みだと、こういう話もあります。 

 昨年来、県がさまざまなリニューアル等々の

取組をされてきた結果だろうと、そのことは評

価するんですね。しかし、一方で、収支は実質

赤字であると、こういう報道が去る2月23日の

長崎新聞の記事にございました。大変驚きまし

た。記事は柔らかく、事実を淡々と書いてあり

ましたけれどもね。 

 ふるさと納税というのは、都市部から地方へ

財源を移すようなものだと私は理解しているん

ですね。だから、例えば、東京都在住の人が長

崎県にふるさと納税をして、その結果、東京都

とか、あるいは23区内の自治体の財源に穴が開

くというのは理解できる。しかし、長崎県が過

去最高の寄付をいただいておきながら、なんで

実質赤字になるのか。そこらあたりの分析と、

どういう手を打とうとされているのか、お尋ね

したいと思います。 

【上田総務部長】 今年度のふるさと納税は、昨

年12月、リニューアルをしましたことによりま

して、1月末時点での寄付額は、昨年度の2倍と

なる約3,100万円となっており、これから返礼品

等に要しました経費を差し引きますと、収入額

は1,900万円程度となっております。 

 一方、ふるさと納税をした際の税控除限度額

が1割から2割に拡充されたということもござ

いまして、県民の方々の他自治体への寄付に伴

う税控除額が1億7,400万円と大幅に増加をし

ておりまして、これから交付税によります補塡

を差し引くと、減収額が4,300万円見込まれると

ころであります。 

 このため、今年度現在での実質収支は、差し

引き2,400万円程度の赤字、マイナスを見込んで

いるところでございます。 

 本県のふるさと納税、これは平成27年度まで

は全国34位程度と低位が続いておりましたた

め、見直しを行ってきたわけでございますけれ

ども、現在は全国17位程度までには上がってい

るんですけれども、他自治体への寄付の増加に

及ばない状況に至っております。これはやはり

本県のふるさと納税の内容の魅力、それとＰＲ、

この2点をもっと頑張らないといけない状況に

なっているというふうに認識をしているところ

でございます。 

【大久保委員】 リニューアルという部分での対

策をされたことを評価するということは先ほど

言いました。 

 2008年以来、一度赤字になった時が2011年の

翌年です。これは3.11の東日本大震災があった

翌年です。これは恐らく長崎県民の皆さんも被

災地にふるさと納税をされたんじゃなかろうか

と思うんですね。それから、昨年は、お隣の熊

本で震災があったので、ひょっとしたらそうい
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ったあたりも考慮されるかもしれません。 

 しかし、今、総務部長、我が長崎県がもっと

もっとふるさと納税を集めないいけないのに、

よそに持っていかれたら話にならないんですよ、

はっきり言ってね。 

 それともう一つ、この制度の問題点をちょっ

と指摘させていただくと、先ほど控除の率の説

明がありましたけれども、ふるさと納税をされ

る人は非常にお得感がありますね。税金の控除

を受ける、かわりに返礼品をもらえるわけです

からね。この控除の部分、免税の部分は所得税

と住民税です。所得税は国税ですよ。住民税は

県民税と市民税ですから、例えば、諫早市民の

方が県内の平戸市にふるさと納税をした。当然

平戸市は収入が増える。諫早市は収入が減るわ

けですよ。同時に、これは長崎県も減るんです

よね、県民税の減免があるわけですからね。そ

こが一つの問題点だから、そこを重々踏まえた

上で対策を打たないと、我が長崎県の財源に穴

が開くということを避けるということは難しい

んじゃないかと思うんですね。 

 そういう意味で、例えば人口減少、これは端

的に言うと、毎年1万人ぐらい長崎県は人口が

減っている。そのうちに社会減が約6割、6,000

人としますよね。6,000人の方が県外に出て行か

れるわけですよね。県民の皆さん一人当たり、

高校を卒業するまでに大体1,600万円の行政サ

ービスを受けるというふうに言われているんで

すね。そういう方々が6,000人、ぽんと県外に出

られるわけですよね。 

 そこを考えると、やっぱり県外から、特に長

崎県出身の県外に行かれた方にもっともっと、

このふるさと納税というのは、育てていただい

たふるさとに対する恩返しですよというような、

そういう啓蒙活動も必要になってくるんじゃな

いかと思うんですけれども、いかがですか。 

【上田総務部長】 委員ご指摘のとおり、いわゆ

るふるさと納税の出入りに伴う収支、これが赤

に転じている。この制度の趣旨にもかかわらず、

赤に転じているというのは、他の自治体の取組

にも及んでいなかったというあらわれでもあろ

うと思っております。そういった意味では深く

反省をしているところでございます。 

 今後、制度そのもののさらなる充実を取り急

ぎ進めますほか、今、委員おっしゃいました、

いわゆるＰＲ、あるいは制度の理解を求めてい

くということ、現在も実は寄付を募る方策につ

きましても、東京、大阪、名古屋の県人会、そ

れぞれ都市部にございますけれども、出向いて

いってＰＲを行っているわけですし、そのほか

にも大学の同窓会にお願いをしたり、長崎ゆか

りの交流会などでも行っているところでござい

ます。 

 それに加えまして、今後は、県外の高校の同

窓会、そういったところにも会合誌に趣旨を入

れ込んでお願いをしていこうということも考え

ております。 

 また、大手のふるさと納税のポータルサイト、

長崎県も中に入って契約してやっておりますけ

れども、そこでの露出、これを増やしていくこ

と、これも重要だと思っております。そういっ

た取組に加えまして、県庁各部局、県外での会

議等に出かける場合もございますので、そうい

った場面でのＰＲ、あらゆる取組を今後進めて

いきたいと考えているところでございます。 

【大久保委員】 県外に出られた方にそれを強制

するということはなかなかしづらいけれども、

やっぱり長崎県としてすばらしい資源があって、

そして、それを活かしていく、長崎県の地方創

生のために活かしていく、そして、長崎で育っ
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た人たちには、ぜひそのふるさとに恩返しとい

う意味でも寄付をしていただくというようなキ

ャンペーンを、県も、むしろ県議会にそういう

協力要請をされたっていいと私は思うんですよ

ね。そういう形で、県人会も関東、関西、それ

ぞれたくさんあるでしょうし、同窓会を頼って、

そういうキャンペーンをぜひ積極的にしていた

だきたいと思います。 

 と同時に、いただく額をもっともっと増やさ

ないといけないと思うんですよ。そういう意味

で目標設定というのをされていますか。 

【上田総務部長】 目標につきましては、まずは

1億円以上、これを目指していきたいというこ

とで来年度は取組を進めていきたいと思ってい

るところでございます。 

【大久保委員】 昨年は何千万円、今度は1億円

ということで、目標値は上がりましたけれども、

それでも一桁違うんじゃないかというぐらい私

は思っています。 

 今、平成28年の県税収入額というのは1,126

億円ですよね。例えば、県税の1％としても11

億円ですよ。これは無理な数字ですか。県内の

自治体では、10億円、あるいは20億円を突破し

ている自治体が、佐世保市、平戸市、あるわけ

ですよね。長崎県としても、もっと高い目標設

定をしてやってほしいと思いますが、最後に決

意をお願いします。 

【上田総務部長】 まずは、1億円以上を目指し

たいと申しましたけれども、あらゆる方策を打

ち出しながら、それ以上の高みを目指してまい

りたいと考えているところでございます。 

【橋村委員長】 以上をもちまして、総括質疑を

終了いたします。 

 次に、各議案については、お手元に配付いた

しております分科会審査議案のとおり、各分科

会において審査いただきますようお願いいたし

ます。 

 次回の委員会は、各分科会長の報告を受ける

ため、3月14日、午前11時に開催いたします。 

 本日は、これをもちまして散会いたします。 

 お疲れさまでした。 
 

― 午後 ４時３３分 散会 ― 
 

 



 

 

 

 

 

 

３ 月 １４ 日 
 

（ 分 科 会 長 報 告 ・ 採 決 ） 
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１、開催年月日時刻及び場所 

  平成２９年３月１４日 

自  午前１１時００分 

至  午前１１時２９分 

於  本 会 議 場 

 

 

２、出席委員の氏名 

     委  員  長 橋村松太郎 君 

     副 委 員 長 吉村 庄二 君 

     委     員 宮内 雪夫 君 

         〃 八江 利春 君 

         〃 三好 德明 君 

         〃 小林 克敏 君 

         〃 野本 三雄 君 

         〃 中山  功 君 

         〃 溝口芙美雄 君 

         〃 渡辺 敏勝 君 

         〃 坂本 智徳 君 

         〃 瀬川 光之 君 

         〃 中島 廣義 君 

         〃 徳永 達也 君 

         〃 山田 博司 君 

         〃 久野  哲 君 

         〃 下条ふみまさ 君 

         〃 髙比良 元 君 

         〃 外間 雅広 君 

         〃 堀江ひとみ 君 

         〃 中村 和弥 君 

         〃 山田 朋子 君 

         〃 松島  完 君 

         〃 浅田眞澄美 君 

         〃 西川 克己 君 

         〃 川崎 祥司 君 

         〃 前田 哲也 君 

         〃 友田 吉泰 君 

         〃 深堀  浩 君 

         〃 中島 浩介 君 

         〃 山本 啓介 君 

         〃 大久保潔重 君 

         〃 ごうまなみ 君 

         〃 吉村  洋 君 

         〃 山本 由夫 君 

         〃 宅島 寿一 君 

         〃 麻生  隆 君 

         〃 山口 経正 君 

         〃 近藤 智昭 君 

         〃 坂本  浩 君 

         〃 里脇 清隆 君 

        〃 吉村 正寿 君 

         〃 大場 博文 君 

         〃 宮本 法広 君 

 
 

３、欠席委員の氏名 

な   し 
 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な   し 
 
 

５、県側出席者の氏名 

危 機 管 理 監 西浦 泰治 君 

総 務 部 長 上田 裕司 君 

秘 書 広 報 局 長 木村伸次郎 君 

企 画 振 興 部 長 辻本 政美 君 

文化観光国際部長 松川 久和 君 

県 民 生 活 部 長 吉浜 隆雄 君 

環 境 部 長 太田 彰幸 君 

福 祉 保 健 部 長 沢水 清明 君 

こども政策局長 永松 和人 君 

産 業 労 働 部 長 古川 敬三 君 

水 産 部 長 熊谷  徹 君 

農 林 部 長 加藤 兼仁 君 
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土 木 部 長 浅野 和広 君 

交 通 局 長 山口 雄二 君 

 
 

教 育 長 池松 誠二 君 

教 育 次 長 渡川 正人 君 

 
 

会 計 管 理 者 新井 忠洋 君 

選挙管理委員会書記長 黒崎  勇 君 

監 査 事 務 局 長 辻  亮二 君 

人事委員会事務局長 

(労働委員会事務局長併任) 
大串 祐子 君 

議 会 事 務 局 長 山田 芳則 君 

 
 

警 務 部 長 壱岐 恭秀 君 

 
 

議会事務局職員出席者  

総 務 課 長 高見  浩 君 

議 事 課 長  篠原みゆき 君 

政 務 調 査 課 長 本田 和人 君 

議事課課長補佐 本村  篤 君 

議 事 課 係 長 石居 法子 君 

議 事 課 係 長 増田 武志 君 

議事課主任主事 天雨千代子 君 

 
 

６、審査の経過次のとおり 
 

― 午前１１時００分 開議 ― 

 

【中村委員長】 ただいまから、予算決算委員会

を開きます。 

 これより、議事に入ります。 

 本委員会に付託されました、第１号議案「平

成29年度長崎県 一般会計予算」ほか26件を議題

といたします。 

 これより、各分科会長から審査結果の報告を

求めます。 

 まず、総務分科会長の報告を求めます。 

 吉村 洋総務分科会長。 

【吉村（洋）総務分科会長】総務分科会の審査

結果について、ご報告いたします。 

 本分科会で審査いたしました案件は、第１号

議案「平成29年度長崎県一般会計予算」のうち

関係部分ほか５件であります。 

 慎重に審査いたしました結果、第１号議案「平

成29年度長崎県一般会計予算」のうち関係部分

につきましては、起立採決の結果、原案のとお

り可決すべきものと決定されました。 

 その他の議案につきましては、いずれも異議

なく、原案のとおり可決すべきものと決定され

ました。 

  以下、本分科会で論議のありました主な事項

についてご報告申し上げます。 

「平成29年度長崎県一般会計予算」のうち関

係部分について、「自動車損害賠償経費」に関

し、「警察車両の任意保険料について、26年度

は約680万円だったのに対し、29年度は約１千

400万円となっている。これは、公用車の事故が

増加していることもその一因ではないかと思う

が、事故防止対策について、どのような取り組

みをしようとしているのか。」との質問に対し、

「幹部職員による指導に加え、事故が多い若手

職員に特化した指導や警察施設等での実践的な

運転訓練、ＪＡＦによる講話等を実施している。  

また、４月の事故が多いが、原因としては地理

不案内や車の特性がわかっていないなどが考え

られることから、そういった面について実践的

な研修を行っている。」との答弁がありました。 

次に、「観光基盤整備事業費」に関し、「本

県におけるＤＭＯの形成状況はどうなっている

か。」との質問に対し、「日本版ＤＭＯ候補法

人として国への登録を済ませたのは、長崎国際
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観光コンベンション協会及び佐世保観光コンベ

ンション協会の２団体となっている。このほか、

島原半島観光連盟及び島原観光ビューローの２

団体が登録に向けて取り組んでいる。」との答

弁がありました。 

これに関連し、「ＤＭＯ化に関して、県の支

援はどのようなものがあるか。」との質問に対

し、「候補法人として登録された場合は、国の

交付金を活用した支援等があることから、県と

しては、候補法人の登録に向け、人材育成や機

運醸成等のための費用について、県独自の補助

制度を設けている。」との答弁がありました。 

次に、「国境離島振興事業費」に関し、「し

ま旅滞在推進事業費及びしま旅グレードアップ

事業費について、島民は航路等の運賃の低廉化

の対象となっているが、島外からの観光客はそ

の対象となっていない。本事業により、観光客

の旅行費用を低廉化するとのことだが、その仕

組みはどうなっているのか。」との質問に対し、

「しまの魅力を活かした新たな体験プログラム

を組み込んだ旅行商品を開発し、販売を促進す

る呼び水として、体験プログラム部分やオプシ

ョンのレンタカープラン等の割引を行いたいと

考えている。」との答弁がありました。 

次に「統合型リゾート導入検討事業費」に関

し、「ＩＲの導入に向けて、県民の声を踏まえ

た調査検討及び国の地域指定に向けた取り組み

を行うとされているが、具体的に県民の声をど

のように認識し、調査検討を行っていくのか。」

との質問に対し、「25年度に県と佐世保市が共

同で設置した『ＩＲ調査検討専門家会議』にお

いて、県内の38団体と意見交換を行い、『観光

業等のサービス業の活性化や雇用の場の創出な

どの経済効果への期待』のほか、教育関係者や

地域関係者等からは『ギャンブル依存症や青少

年に対する影響への懸念』といった意見があっ

たが、同時に、これらの関係者からも『本県の

発展に資するよう、デメリットを最小化し、経

済効果等のメリットを最大化することで、ＩＲ

導入を目指すべき』との意見が多く寄せられた。

今後は、基本構想がある程度形になった段階で、

県内各地域で説明会を開催し、ＩＲの高い経済

効果や雇用創出効果と合わせて、マイナス面へ

の対応を丁寧に説明し、県民の理解を得て、Ｉ

Ｒ誘致を推進していきたい。」との答弁があり

ました。 

これに関連し、「国内の成人の4.8％、約536

万人がギャンブル依存症と言われているが、こ

れまでに対策がとられてきたのか。」との質問

に対し、「福祉保健部における、『相談・啓発・

教育』の３つの柱による依存症対策に加え、企

画振興部と福祉保健部で依存症対策ネットワー

ク構築に取り組んでいる。」との答弁がありま

した。 

次に、「原子力災害対策整備事業費」に関し、

「ＵＰＺに指定されている原発から半径30km圏

内の自治体の防災訓練等の経費が計上されてい

るが、これらの経費は全て国費で賄えるのか。

市町の負担はないのか。」との質問に対し、「訓

練経費等については、全額国からの交付金を充

当しており、市町の負担はない。」との答弁が

ありました。 

次に、「クラウド・オープンデータ等推進事

業費」に関し、「官民協働クラウドの事業内容

はどのようなものか。」との質問に対し、「官

民協働クラウドは、産学金官が連携し、新県庁

舎に整備されるサーバールームの有効活用によ

り、県民サービスの向上や地場産業の振興に資

するアプリケーションの開発を行い、ビジネス

モデルとして成長させたいと考えている。今年

度は、車椅子の利用者が道路の段差や傾斜等の

情報を確認できる『バリヤフリーストリートビ
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ュー』、及びスマートフォンで海水温やプラン

クトン量を確認できる漁業者向けの『漁海況情

報アプリ』の開発を行っている。」との答弁が

ありました。 

以上のほか、総務関係予算全般にわたり熱心

な論議が交わされましたが、その詳細について

は、この際、省略させていただきます。 

 以上で、総務分科会の報告といたします。 

 委員各位のご賛同をいただきますよう、お願

いいたします。 

【橋村委員長】次に文教厚生分科会長の報告を

求めます。 

 山本 由夫文教厚生分科会長。 

【山本（由）文教厚生分科会長】文教厚生分科

会の審査結果について、ご報告いたします。 

 本分科会が審査いたしました案件は、第１号

議案「平成29年度長崎県一般会計予算」のうち

関係部分ほか３件であります。 

慎重に審査いたしました結果、異議なく、原

案のとおり、可決すべきものと決定されました。 

以下、本分科会で論議のありました主な事項

について、ご報告いたします。 

第１号議案「平成29年度長崎県一般会計

予算」のうち関係部分に関し、まず、総務

部関係の「私立学校県内就職推進事業費」につ

いて、「平成28年度及び平成29年度の県内就職

推進員の配置校数は何校か。」との質問に対し、

「平成28年度は、希望があった10校に配置して

おり、平成29年度については、13校分を予算措

置している。」との答弁がありました。これに

対し、「本年度から県内就職推進員を配置した

ことによる効果はどのようになっているのか。」

との質問に対し、「私立高校生の県内就職率に

ついては、平成27年度は67.9％であったが、今

年度の新たな取組により、１月末現在で73％と

なっている。」との答弁がありました。 

次に、教育委員会関係の「次代を担う高校生

の資質・能力を育成する指導改善プロジェクト

費」について、「県立高校６校は、どこを指定

する予定か。また、取組の内容はどのようなも

のか。」との質問に対し、「本事業を行う６校

については、普通科高校だけではく、専門高校

も対象とし、地域も考慮しながら選定すること

としている。また、取組の内容については、平

成32年度から小・中・高校と順に学習指導要領

が改訂されることを踏まえ、これまでの学力中

心の考え方から、思考力、判断力、表現力、学

びに向かう人間性を重視する教育方法について

３年間で実践研究していく事業である。」との

答弁がありました。 

次に、福祉保健部関係の「老人福祉費」につ

いて、「本県の高齢化率は30.4％と全国平均よ

り高いと聞いている。新年度当初予算の約2300

万円で介護予防に取り組むということだが、介

護施設や病院のお世話になる前に、人の手を借

りずに、自分たちで健康を維持するための施設

整備が必要と思うが、どのように考えているの

か。」との質問に対し、「現在、『住民主体の

通いの場』という名称で、各地区の公民館など、

約1200の場所で健康体操などが行われている。

健康な状態で、高齢者の方が生き生きと生活を

送っていただく仕組みづくりは非常に大切だと

考えており、県としては、各市町において進め

られているそれらの取り組みに対し国のモデル

事業も使いながら後押しをしているところであ

る。」との答弁がありました。 

これに対し、「約1200の場所があるというこ

とだが、元気な方たちが利用しやすいように、

もっとＰＲすべきではないのか。」との質問に

対し、「市町で取組状況にばらつきがあること

から、先進的なモデル事例等を紹介するなどし

て、県内全域に広げていきたい。」との答弁が
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ありました。 

次に、こども政策局関係の「長崎少子化対策

強化事業費」について、「婚活サポートセンタ

ーに導入されたデータマッチングシステムに関

し、真剣に結婚を考えている人に登録してもら

うためには、登録料を取るべきではないか。」

との質問に対し、「登録を促進するため、登録

料については、本年３月末までは無料としてい

る。４月からは、年間５千円、２年間で１万円

の登録料をいただくこととしている。」との答

弁がありました。 

また、「現在の成果と今後登録者を増やす取

り組みについてどのように進めていくのか。」

との質問に対し、「本年１月からデータマッチ

ングシステムの閲覧・引き合わせを開始したが、

現在約700名が登録しており、67組の引き合わせ

が進み、18組のカップルが誕生している。登録

者を増やすことが成果に繋がることになるため、

今後は、企業への働きかけを行うためのコーデ

ィネーターを配置するなどして成果を上げてい

きたい。」との答弁がありました。 

以上のほか、文教厚生関係予算全般にわたり、

熱心な論議が交わされましたが、その詳細につ

いては、この際、省略させていただきます。 

以上で、文教厚生分科会の報告といたします。 

委員各位のご賛同をいただきますよう、お願い

いたします。 

【橋村委員長】次に環境生活分科会長の報告を

求めます。 

 ごう環境生活分科会長。 

【ごう環境生活分科会長】環境生活分科会の審

査結果について、ご報告いたします。 

 本分科会で審査いたしました案件は、第１号

議案「平成29年度長崎県一般会計予算」のうち

関係部分ほか９件であります。 

慎重に審査いたしました結果、第１号議案「平

成29年度長崎県一般会計予算」のうち関係部分

につきましては、起立採決の結果、原案のとお

り可決すべきものと決定いたしました。 

その他の議案につきましては、いずれも異議

なく、原案のとおり可決すべきものと決定され

ました。 

以下、本分科会で論議のありました主な事項

について、ご報告申し上げます。 

 第１号議案「平成29年度長崎県一般会計予算」

のうち関係部分について、「県民生活部の歳出

予算」に関し、「女性の再就職応援事業につい

て、新たな取り組みは何か。」との質問に対し、

「求人・求職のミスマッチを解消するために、

新たに職場見学つきのセミナーを実施し、また、

巡回相談については、託児を全会場で実施す

る。」との答弁がありました。 

 「環境部の歳出予算」に関し、「原子力災害

対策整備事業費について、予算額が増額となっ

ているが、玄海環境放射線モニタリングについ

ては、どのように行っているのか。」との質問

に対し、「現在、玄海原子力発電所の30km圏内

に測定局等を19箇所設置し、監視システムの運

営を行っている。平成29年度は、測定局２局の

改修や、システム機器の更新等に伴い増額とな

っている。」との答弁がありました。 

 「土木部の歳出予算」に関し、「松が枝地区

再開発構想検討事業費について、具体的にどの

ような検討をしようとしているのか。」との質

問に対し、「クルーズ船の入港が増えているた

め、松が枝地区の２バース化を進めようとして

いるが、新たな岸壁背後地は、ポテンシャルの

高い土地であり、その土地利用について、民間

事業者の参入を促して、有効活用出来るよう、

まちづくりの構想を検討する。」との答弁があ

りました。 

これに対し、「長崎市とも、密な連携を図り
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ながら、県として総力を挙げて取り組むべき。」

との意見がありました。 

次に、「砂防基礎調査費について、平成27年

度から平成31年度までに調査を行うこととなっ

ているが、その調査方法と結果については、ど

のように活用するのか。」との質問に対し、「地

元自治会等と調整しながら実施箇所を選定し、

地形や建物の配置、対策施設等の調査測量を行

い、土砂災害区域の指定を行っている。また、

その情報を元に市町がハザードマップを作成し

ている。」との答弁がありました。 

 次に、第14号議案「平成29年度長崎県交通事

業会計予算」に関し、「営業収益について、乗

合収入は平成28年度と比較して減収となってい

るが、収益を拡大させる取組の内容は。」との

質問に対し、「高齢者の方々の通院便として、

平成28年４月から矢上団地・市民病院間の定期

便のうち、一部を直接便に振り替え、10月から

は長崎市北部方面から原爆病院、ハートセンタ

ー間の運行を開始している。また、諫早・大村

から長崎市までの高速シャトルバスによる利用

者は、平成27年度は48万人の利用があったが、

今年度の見込みでは更に52万人を超える見込み

であり、引き続き、都市間輸送にも力を入れて

いきたい。」との答弁がありました。 

 次に、「新年度の運転士確保の計画はどのよ

うになっているか。」との質問に対し、「国の

地域創生人材育成事業補助金を活用して、２月

補正予算200万円、当初予算500万円で８名の採

用を見込んでいる。また、独自に大型２種免許

取得資金貸与の予算300万円を確保し、10名の免

許取得を見込んでいる。この２つの制度をバラ

ンスよく実施しながら、必要な運転士の確保に

努めたい。」との答弁がありました。 

 次に、第47号議案「平成28年度長崎県一般会

計補正予算（第７号）」のうち関係部分に関し、

「ながさき女性輝き応援プロジェクトについて、

事業費が２割減額となった理由は何か。また、

改善策はどうなっているのか。」との質問に対

し、「地域の実情に応じて行う女性の活躍推進

に資する取り組みについて、市町に対する補助

を計上していたが申請がなかった。今年度はプ

ロジェクトチームを設けて協議を行っており、

次年度は、佐世保市と諫早市で取り組まれる予

定である。」との答弁がありました。 

以上のほか、環境生活関係予算全般にわたり

熱心な論議が交わされましたが、その詳細につ

いては、この際、省略させていただきます。 

 以上で、環境生活分科会の報告といたします。 

 委員各位のご賛同をいただきますよう、 

よろしくお願いいたします。 

【橋村委員長】次に農水経済分科会長の報告を

求めます。 

 宅島農水経済分科会長。 

【宅島農水経済分科会長】農水経済分科会の審

査結果について、ご報告いたします。 

 本分科会が審査いたしました案件は、第１号

議案「平成29年度長崎県一般会計予算」のうち

関係部分ほか14件であります。 

慎重に審査いたしました結果、議案につきま

しては、異議なく、原案のとおり可決すべきも

のと決定されました。 

  以下、本分科会で論議のありました主な事項

について、ご報告申し上げます。 

「平成29年度長崎県一般会計予算」のうち関係

部分に関し、産業労働部関係の「企業誘致推進

費」について、「前年度より約６億円減額とな

っている要因は何か。」との質問に対し、「主

な要因としては、平成28年度に計上していた、

産業振興財団が出島地区にオフィスビルを整備

するための貸付金等24億５千万円が減額された

ものであるが、平成29年度では誘致企業に対す
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る補助金が約18億円増額となっていることから

差し引き約６億円の減額となっている。」との

答弁がありました。  

これに関連し、「新規事業として、『国境離

島企業誘致強化事業費』を立ち上げ、国境離島

の企業誘致に力を入れるとのことであるが、半

島地区に対する企業誘致の戦略はどう考えてい

るのか。」との質問に対し、「例えば島原半島

については、域内でとれる農産物を加工する食

料品製造業、また、地理的なハンデを感じさせ

ないようなＩＴ企業や情報関連分野に可能性が

あると考えている。今回の国境離島へのＩＴ企

業等の誘致を行う中で、あわせて半島地区への

誘致も行っていきたい。」との答弁がありまし

た。 

 次に、「長崎港活性化推進事業費」について、

「長崎港のコンテナヤードは、２倍の2.4ヘクタ

ールへと拡張を進めており、また、平成29年度

にはコンテナ用クレーンも設置する予定である

が、コンテナ航路についての現状と今後の開設

見込みはどのようになっているのか。」との質

問に対し、「現在は、民間会社２社が、合わせ

て週３便就航している。また、今後の新規航路

については、長崎は中国向けの貨物が多いこと

から、中国との新規航路の開設を検討しており、

日本と中国の既存の航路を持つ３社に対し、長

崎への寄港を働きかけている。」との答弁があ

りました。 

 これに対し、「中国への貨物については、現

在、福岡経由の陸路で出されていると聞いてお

り、非常に運賃がかかるため、中国航路につい

ては、是非、開設できるように努力をしてもら

いたい。」との意見がありました。 

 次に、水産部関係の「輸出拡大に向けた流通・

販売強化事業費」について、「輸出する魚種は、

相手国によってどのように違うのか。」との質

問に対し、「本県からは、中国への輸出が一番

多く、現地でニーズが高い養殖マグロやアジ・

サバなどの旬の鮮魚を輸出している。また、ア

メリカ向けには、ハマチのフィレや250グラム以

上の大型のアジなどが主である。」との答弁が

ありました。 

 これに関連し、「平成29年度の各国へのアプ

ローチはどのように考えているのか。」との質

問に対し、「海外に設置しているアンテナショ

ップに加え、中国では現在取り扱いのある49都

市、1214店舗を核として販売を広げていきたい。

また、アメリカについては、ロザンゼルスから

サンディエゴへ販路を拡大できるよう取組を考

えている。シンガポールについては、２月に現

地で水産物販路拡大セミナーを行った際に興味

を持たれた業者がいたことから、新しい販売先

となるよう取り組んでいきたい。」との答弁が

ありました。 

 次に、「水産基盤整備事業」について、「平

成29年度予算における県全体の公共事業費は、

対前年度比5.9％増であるが、新幹線・ダム事業

を除いて大幅な減額になっており、その中でも

水産基盤整備事業が大きな額を占めているので

はないかと思うが、事業別の減額はどれくらい

か。」との質問に対し、「全体としては平成28

年度約147億円に対し、平成29年度は約125億円

で約22億円の減額となっている。事業別では、

漁場が前年度とほぼ同額、漁港が減額となって

いる。なお、平成28年11月補正予算で計上した

約25億円の予算を加味すると、平成28年度当初

と同程度の事業予算は確保できている。」との

答弁がありました。 

 次に、農林部関係の「鳥獣害に強い地域づく

り推進費」について、「イノシシ等による農作

物被害を減少させるため、14億5248万円が計上

されており、過去最大の予算額になると思うが、
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その要因は何か。」との質問に対し、「防護柵

整備に関する経費が９億2900万円で、単価が高

いワイヤーメッシュ柵の要望が非常に多かった

ことが要因となっている。」との答弁がありま

した。 

 次に、「ながさき県産材流通拡大事業費」に

ついて、「県産材が流通するサプライチェーン

を構築するとのことだが、どのように取り組む

のか。」との質問に対し、「工務店、プレカッ

ト工場で県産材を使用していただけるよう、県

内の製材所を通す仕組みづくりを想定している。

プレカット工場を核として県産材の取扱量を増

やし、サプライチェーンを構築することで、県

産材の利用拡大につなげていきたい。」との答

弁がありました。  

以上のほか、農水経済関係予算全般にわたり

熱心な論議が交わされましたが、その詳細につ

いては、この際、省略させていただきます。 

以上で、農水経済分科会の報告といたします。 

 委員各位のご賛同をいただきますよう、お願

いいたします。 

【橋村委員長】以上で、各分科会長の報告が全

て終了いたしました。 

 お諮りいたします。 

各議案は、質疑・討論を省略し、直ちに採決

することに ご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【橋村委員長】ご異議なしと認めます。 

 よって、直ちに採決いたします。 

 まず、第１号議案「平成29年度長崎県一般会

計予算」について、採決いたします。 

 本議案は、各分科会長報告のとおり決するこ

とに賛成の委員の起立を求めます。 

〔賛成委員起立〕 

【橋村委員長】起立多数。 

 よって、第１号議案は、原案のとおり可決す

べきものと 決定されました。 

次に、第47号議案「平成28年度長崎県一般会

計補正予算（第７号）」について、採決いたし

ます。 

 本議案は、分科会長報告のとおり決すること

に賛成の委員の起立を求めます。 

〔賛成委員起立〕 

【橋村委員長】起立多数。 

よって、第47号議案は、原案のとおり可決す

べきものと決定されました。 

次に、その他の議案について、一括して採決

いたします。 

各議案は、各分科会長報告のとおり決するこ

とにご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

ご異議なしと認めます。 

よって、議案は、それぞれ、原案のとおり可

決すべきものと決定されました。 

以上で、当委員会に付託されました議案の審

査は終了いたしました。 

 これをもちまして、２月定例会における予算

決算委員会を閉会いたします。 

 お疲れさまでした。 

 

― 午前１１時２９分 閉会 ― 

 

 



予算議案 第 1 号 平成２９年度長崎県一般会計予算 ○ ○ ○ ○

第 2 号 平成２９年度長崎県母子父子寡婦福祉資金特別会計予算 ○

第 3 号 平成２９年度長崎県農業改良資金特別会計予算 ○

第 4 号 平成２９年度長崎県林業改善資金特別会計予算 ○

第 5 号 平成２９年度長崎県県営林特別会計予算 ○

第 6 号 平成２９年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計予算 ○

第 7 号 平成２９年度長崎県小規模企業者等設備導入資金特別会計予算 ○

第 8 号 平成２９年度長崎県庁用管理特別会計予算 ○

第 9 号 平成２９年度長崎県長崎魚市場特別会計予算 ○

第 10 号 平成２９年度長崎県港湾施設整備特別会計予算 ○

第 11 号 平成２９年度長崎県流域下水道特別会計予算 ○

第 12 号 平成２９年度長崎県公債管理特別会計予算 ○

第 13 号 平成２９年度長崎県港湾整備事業会計予算 ○ ○

第 14 号 平成２９年度長崎県交通事業会計予算 ○

第 47 号 平成２８年度長崎県一般会計補正予算（第７号） ○ ○ ○ ○

第 48 号 平成２８年度長崎県母子父子寡婦福祉資金特別会計補正予算（第１号） ○

第 49 号 平成２８年度長崎県農業改良資金特別会計補正予算（第１号） ○

第 50 号 平成２８年度長崎県林業改善資金特別会計補正予算（第１号） ○

第 51 号 平成２８年度長崎県県営林特別会計補正予算（第２号） ○

第 52 号 平成２８年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算（第１号） ○

第 53 号 平成２８年度長崎県小規模企業者等設備導入資金特別会計補正予算（第１号） ○

第 54 号 平成２８年度長崎県庁用管理特別会計補正予算（第１号） ○

第 55 号 平成２８年度長崎県港湾施設整備特別会計補正予算（第２号） ○

第 56 号 平成２８年度長崎県流域下水道特別会計補正予算（第３号） ○

第 57 号 平成２８年度長崎県公債管理特別会計補正予算（第１号） ○

第 58 号 平成２８年度長崎県港湾整備事業会計補正予算（第３号） ○ ○

第 59 号 平成２８年度長崎県交通事業会計補正予算（第２号） ○
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予算決算委員会審査結果報告書 

 

 本委員会に付託された事件について審査の結果、下記のとおり決定したので報告する。 

 

      平成２９年３月１４日 

 

予算決算委員会委員長 橋村 松太郎 

 

  議長  田中 愛国 様 

 

記 

 

１ 議  案 
 

番 号      件        名 審査結果 

第 １ 号 平成２９年度長崎県一般会計予算 原案可決 

第 ２ 号 平成２９年度長崎県母子父子寡婦福祉資金特別会計予算 原案可決 

第 ３ 号 平成２９年度長崎県農業改良資金特別会計予算 原案可決 

第 ４ 号 平成２９年度長崎県林業改善資金特別会計予算 原案可決 

第 ５ 号 平成２９年度長崎県県営林特別会計予算 原案可決 

第 ６ 号 平成２９年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計予算 原案可決 

第 ７ 号 
平成２９年度長崎県小規模企業者等設備導入資金特別会計予

算 

原案可決 

第 ８ 号 平成２９年度長崎県庁用管理特別会計予算 原案可決 

第 ９ 号 平成２９年度長崎県長崎魚市場特別会計予算 原案可決 

第 １ ０ 号 平成２９年度長崎県港湾施設整備特別会計予算 原案可決 

第 １ １ 号 平成２９年度長崎県流域下水道特別会計予算 原案可決 

第 １ ２ 号 平成２９年度長崎県公債管理特別会計予算 原案可決 

第 １ ３ 号 平成２９年度長崎県港湾整備事業会計予算 原案可決 

第 １ ４ 号 平成２９年度長崎県交通事業会計予算 原案可決 

第 ４ ７ 号 平成２８年度長崎県一般会計補正予算（第７号） 原案可決 

第 ４ ８ 号 
平成２８年度長崎県母子父子寡婦福祉資金特別会計補正予算

（第１号） 

原案可決 

第 ４ ９ 号 平成２８年度長崎県農業改良資金特別会計補正予算（第１号） 原案可決 

第 ５ ０ 号 平成２８年度長崎県林業改善資金特別会計補正予算（第１号） 原案可決 

第 ５ １ 号 平成２８年度長崎県県営林特別会計補正予算（第２号） 原案可決 
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番 号      件        名 審査結果 

第 ５ ２ 号 
平成２８年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算（第

１号） 

原案可決 

第 ５ ３ 号 
平成２８年度長崎県小規模企業者等設備導入資金特別会計補

正予算（第１号） 

原案可決 

第 ５ ４ 号 平成２８年度長崎県庁用管理特別会計補正予算（第１号） 原案可決 

第 ５ ５ 号 平成２８年度長崎県港湾施設整備特別会計補正予算（第２号） 原案可決 

第 ５ ６ 号 平成２８年度長崎県流域下水道特別会計補正予算（第３号） 原案可決 

第 ５ ７ 号 平成２８年度長崎県公債管理特別会計補正予算（第１号） 原案可決 

第 ５ ８ 号 平成２８年度長崎県港湾整備事業会計補正予算（第３号） 原案可決 

第 ５ ９ 号 平成２８年度長崎県交通事業会計補正予算（第２号） 原案可決 

計 ２７件（原案可決２７件） 
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委    員    長    橋 村  松 太 郎 

 

副  委  員  長    吉 村  庄 二 

 

署 名 委 員    堀 江  ひ と み 

 

署  名  委  員    山 本  由 夫 

 
 
 

 

書              記        石 居  法 子 

 
 

速              記        (有 )長崎速記センター 

 


